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令和 年度　部局行動目標

● 部局の組織構成

1 人 人 人

2 人 人 人

3 人 人 人

4 人 人 人

5 人 人 人

人 人 人

● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）

● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

安心して働くことができる職場をつくること、次世代に負担を残さない持続可能な未来をつくること、市役所と地域で災
害などから市民を守ること、部署を超えた協働を生み出し効果的な政策を実現することを目指し、市役所の資源（人・
金）を最大限活用しながら、市民ニーズに応えつつも新たな変化に挑戦する。

・デジタル技術やデータを活用して住民の利便性と業務の効率化を図り、人的資源サービスの更なる向上を目指す。
・職員がやりがいを感じる職場環境・人材確保・育成を図る。
・財政基盤確立計画を着実に遂行する。
・災害時対応の実効性（実働性）を強化する。
・産官民の連携共創による政策推進力の向上を図る。

7

Connect
・市役所と市民や企業、部署と部署の繋ぎ手となり、効率的で質が高く持続可能な行政力を備えた島を作る。

【ステートメント】

危機管理課 4

計 44 14 58

※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

1 5

一緒に推進課 6 1

35

部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

7 0 7

管財課 2 2 4

壱岐市地域公共交通計画の策定③

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

長崎県と連携した政策展開に向けた県知
事との定期的な意見交換の実施

三島航路の維持及び安全運航の実施②

①
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部 局 名 総務部

部 局 長 名 平田　英貴

財政課

・持続可能な形での行政サービスの提供のためＤＸ担当を配置し更なる推進を図る。
・機構改革等による組織体制の見直しと職員の意識改革、スキルレベルの向上を図る。
・事業の見直し、新規・拡充事業の規模適正化を図るとともに効果的・効率的な予算編成を行う。
・職員への研修・関係機関との合同訓練等を行い、災害対応力を強化する。
・市民、地域事業者、エンゲージメントパートナー企業・大学等との共創を図る。

【目指す姿】

【施策面】

【組織面】

職 員 数

正     規 フルタイム 計

総務課 25 10

④
新定員適正化計画に基づく採用の検討と
適正な人員配置

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

中長期＜１＞官民連携による効率的な行政運営

①経営感覚のある行政運営

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

安定化＜３＞公共交通体系の充実

④二次離島航路の維持・活性化

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

新規事業＜３＞公共交通体系の充実

③島内陸上交通の維持・活性化

安定化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

総務課
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重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル） 所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

⑤ 職場研修による人材育成

⑦
入札契約における公正性、客観性、透明
性の向上及び適正な事務執行

財政課

⑥ 持続可能な財政基盤確立に向けた取組

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

中長期＜２＞持続可能な財政基盤の構築

①効率的且つ計画的な財政運営

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

安定化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

管財課

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

組織強化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

⑧ 未利用財産の有効活用

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

中長期＜２＞持続可能な財政基盤の構築

③公的資産の有効活用

⑨ 市民の防災意識の向上

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

安定化＜５＞防災・危機管理体制の強化

①災害に強い地域づくり

危機管理課⑩ 避難支援の強化及び備蓄品の整備

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

中長期＜５＞防災・危機管理体制の強化

①災害に強い地域づくり

⑪
災害時（自然災害・原子力）における危
機管理体制の充実・強化

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

組織強化＜５＞防災・危機管理体制の強化

④危機管理体制の充実・強化

⑰ 首都圏等における認知度向上

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

安定化
＜５＞大学・企業連携や地域間交流などによ
る新たな交流の創造と地域創生

①多様な交流による関係人口の拡大

中長期＜１＞官民連携による効率的な行政運営

①経営感覚のある行政運営

⑯ 広報・広聴機能の充実

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

中長期＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

一緒に推進課

総務課

⑮
外部専門人材及びエンゲージメントパー
トナー企業の活用促進

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

組織強化
＜５＞大学・企業連携や地域間交流などによ
る新たな交流の創造と地域創生

③大学・企業連携による地域創生

⑭ SDGs（持続可能な開発目標）の推進

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

中長期
＜５＞大学・企業連携や地域間交流などによ
る新たな交流の創造と地域創生
②SDGsの推進とあわせた先端産業の育成（再
掲）

⑬ 行財政改革の推進

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

効率化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

①経営感覚のある行政運営

⑫ 第４次壱岐市総合計画等の進行管理

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

①

② 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

③ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

④ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

中長期 県の次年度の予算編成へ反映させ
るため。

壱岐市地域公共
交通計画の策定

【現状】 【中間】

市内公共交通の利用者は、年々減
少傾向にあり、交通事業者におい
ても運転士の確保、車両等の更新
に苦慮している状況である。

本市及び公共交通の現状と課題、
市民のニーズを把握したうえで、
課題解決の検討・協議を行い「壱
岐市地域公共交通計画」を策定す
る。

三島航路の維持
及び安全運航の
実施

カテゴリ

安定化

【課題】 【年度末】

【現状】

フェリーみしまに機関故障、事故
等が発生すれば、島民の生活に著
しく影響を及ぼすため、安全運航
への取組とともに日々のメンテナ
ンスの徹底を図る必要がある。ま
た、併せて新船建造に向けた検討
が必要である。

中間検査、合入渠及び救難訓練等
の実施により利用者、乗組員の事
故０

適正な点検、整備と安全な運航を
実施し、無事故を目指す。

【中間】

三島航路は、島民の生活航路とし
て欠かすことのできない重要な交
通機関であるが、船舶の船齢が
22年を超え、修繕費等が増加し
ており、安全な運航と将来に渡る
航路の維持が求められる。

・中間検査及び合入渠による点
検、整備の実施と併せて船員によ
る日々のメンテナンスを徹底し、
船舶の長寿命化を図る。
・事故等を想定した救難訓練を実
施し、緊急時における救難活動の
習得及び関係機関との連携強化を
図る。
・船の更新について、地元代表
者、利用者等からの意見を聴取
し、今後の方針を検討する。

● 組織目標・取組内容・達成状況
25 10 35

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

カテゴリ 【目標の設定理由】

令和 7

部 局 名 総務部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 総務課 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

長崎県と連携し
た政策展開に向
けた県知事との
定期的な意見交
換の実施

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

これまでも本市が抱える懸案事項
等については、国はもとより長崎
県との連携の下、山積する行政課
題に全力で取り組んできた。

今後も県と連携した施策の展開を
図るため、定期的な意見交換の場
として県知事要望の実施及び壱岐
振興局との連携を通じ、本市の最
上位計画である第４次総合計画の
実現を推進していく。

【課題】 【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

社会や市民生活が成熟するにつ
れ、本市が抱える懸案事項等につ
いて、国・県の指導・支援を得な
いと進展しない事項も多々ある。

９月までに知事要望を実施する。

【課題】 【年度末】

初山地区及び箱崎地区のまちづく
り協議会で運航しているコミュニ
ティバス等、利便性の高い公共交
通の維持・確保と持続可能な公共
交通体系を構築する必要がある。

３月までに計画の策定を行う。

カテゴリ

【現状】 【中間】

　平成31年1月に策定した壱岐市
行財政改革「第4次」定員適正化
計画（平成30年度～令和9年度）
に基づき、定員の適正化を図って
いるが、近年早期退職が増え、新
規採用受験者も減少傾向にあるこ
とから職員数が計画数より8人少
ない状況である。職員数は減って
いるものの、個人の時間外勤務が
増えている。
・職員数　R7.4.1時点　398人
・計画数　R7.4.1時点　406人

R8.4.1時点　408人

　採用試験方法の見直しやイン
ターンシップ制度の創設により、
安定的な新規採用職員の確保を図
る。
　DXやアウトソーシングによる
事務作業の効率化を図ることで、
職員の負担を減らすとともに、計
画内の職員数を保ちながら、時間
外勤務を減らす。
・採用試験方法の見直し
・インターンシップ制度の整備
・事務の効率化（給与事務の外部
委託等）

【課題】 【年度末】

安定化 定員適正化計画及びR7採用計画
による。

新定員適正化計
画に基づく採用
の検討と適正な
人員配置

カテゴリ

新規事業 年度内に計画を策定することによ
り、来年度以降の取組に繋げる。

　新規採用職員の減少による職員
数の減少に伴い、職員一人当たり
の負担が増となり、早期退職者の
増要因となっている。（負のスパ
イラル）

定員の適正化を図りながらも職
員の負担及び総人件費を抑えるた
め、新規採用職員の確保及び事務
の効率化を図る必要がある。

・職員数　R8.4.1時点　402人
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

● 組織目標・取組内容・達成状況
25 10 35

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 総務部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 総務課 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

⑤ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

職場研修による
人材育成

【課題】 【年度末】

新たな行政課題に対するため職員
のスキルアップを常に図る必要が
ある。
職員同士のつながりを持ち、相談
や学び成長しやすい環境づくりを
目指す必要がある。

令和６年度の研修実績よりも多く
の職員へ研修を受講してもらうた
め。
①研修28件　延べ人数1500名以
上
②研修18件　延べ人数35名
③R7若年層職員の離職者数2名
④市長とのランチミーティング参
加者数75名

【現状】 【中間】

少子高齢化や高度情報化社会の到
来などにより、行政ニーズが多様
化している。
若い年齢の離職者の増加が目立っ
ている。

カテゴリ

組織強化

令和６年度の研修実績。
①研修25件　延べ人数1271名
②研修16件　延べ人数29名
③R6若年層職員の離職者数2名
④R6参加者数63人

多様化する市民ニーズや行政課題
に柔軟かつ積極的に取り組み、高
い倫理観を保持した市民に信頼さ
れる職員を育成する。
①講師を招聘し研修を行う。（オ
ンラインを含む）
②外部の研修を案内し、受講を促
す。
③メンター制度を令和7年10月ま
でに創設し、若年層（入庁後5年
未満）の職員の離職者を減らす。
④職員と市長との意見交換の場を
作る。

4



年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑥

⑦ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

業務に支障をきたすことのないよ
う適正な事務執行を行い、早期発
注を推進する必要がある。

・職員研修実施1回
・入札監視委員会開催2回

安定化

カテゴリ

研修については毎年対象・内容を
変えた集合研修としている。
入札監視委員会については、案件
を半期毎に抽出して審査している
ため。

【中間】

入札契約事務については、公正
性、客観性、透明性を有した執行
を行うとともに、公共工事におけ
る国、県の制度改正などに基づき
適宜見直しを行っている。

国、県の制度運用を参考として、
より適切な入札契約事務を行う体
制づくりを進めるとともに、執行
状況を第三者の評価による検証を
行う。

入札契約におけ
る公正性、客観
性、透明性の向
上及び適正な事
務執行

中長期

【課題】 【年度末】

カテゴリ

【目標の設定理由】

【現状】

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

第４次壱岐市総合計画の実現に向
けた施策の展開を図り、多様化す
る市民ニーズに対応する行政サー
ビスを提供するための財源を確保
するとともに健全な財政運営を図
らなければならない。

・年度末基金残高80億円以上
（参考：R6末：9,330,997千円）
・地方債残高の前年比縮減
（参考：R6末：23,364,937千円）

令和３年度策定の壱岐市財政基盤
確立計画の取組を引き継ぎ達成す
べき目標としているため。

持続可能な財政
基盤確立に向け
た取組

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

少子高齢化の進展に伴う社会保障
関係経費や公共施設の維持管理経
費の増加などに加え、近年の物価
高騰など対応していかなければな
らない状況にあり、自主財源に乏
しく収入の多くを地方交付税や国
庫支出金に依存している本市にお
いては、今後も厳しい財政運営と
なることが見込まれる。

壱岐市財政基盤確立計画における
基本方針を引き継ぎ『基金の積立
てと取崩しが均衡した、財源不足
を基金に頼らない財政運営』の実
現に向けた財政運営に努める。

①予算規模の適正化
既存の事業の見直し、新規・拡充
事業の規模適正化を図るとともに
効果的・効率的な予算編成の仕組
みづくりを進める。

②基金残高の確保
国の地方財政対策等の変動や災害
など不測の事態や将来における事
業に柔軟に対応できる基金残高の
確保に努め、安定した財政運営を
行う。

③公債費の適正化
地方債残高の縮減に向けて、償還
額と借入額のバランスを図り、将
来的な公債費の平準化を図る。

【課題】

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
7 0 7

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 総務部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 財政課 正     規 フルタイム 計
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑧

中長期

未利用財産の有
効活用

カテゴリ

【目標の設定理由】

公募売却は、R5～6は、各１件で
あったため、１件とした。

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

公募売却については、複数回公告
している物件もあり、価格を見直
しても申込されない状況が続いて
いる。
遊休地の公表をしているが、情報
量が限られており、見直すことで
利活用可能な市有地の情報提供が
容易になるものと考えられる。

公募売却　１件
市有地の公表内容のリニューアル

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

市有地の公募売却を公告している
が、落札されない物件が多い状況
にある。
また、遊休市有地地の除草などが
常態化し管理費が負担となってい
る

市有地の継続して公募売却の公告
を実施する。
遊休地等の普通財産について、払
下げや貸付のほか、企業誘致等で
活用できるよう普通財産等全体を
洗い出し、公表に向けて調整を行
う。

【課題】

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
2 2 4

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 総務部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 管財課 正     規 フルタイム 計
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑨

⑩ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

市民の防災意識
の向上

中長期

避難支援の強化
及び備蓄品の整
備

カテゴリ

カテゴリ

安定化

【課題】 【年度末】

・本市でも避難行動要支援者個別
避難計画の作成を進めているが、
計画の作成には、福祉関係の専門
的知見が必要である。
・本市では、これまでも避難所に
おける備蓄品の整備に努めてきて
いるが、整備には財源をはじめ課
題も多く、十分な整備に至ってい
ない。そのため、国の交付金等を
活用し、年次的、計画的な整備に
努める必要がある。

①要介護3以上の方のうち同意す
る方について、個別避難計画を作
成する。R7目標値：150名　R8目
標値：150名
②今後5年間（R11年度まで）の
備蓄品整備
(1)食糧・飲料水→100％
（R7:25%）
(2)簡易トイレ→80％（R7:40%）

①避難時により支援が必要な要介
護3以上の方について、優先的に
個別避難計画を作成する。
②長崎県の指針に基づき、人口の
5％の3日分を目標数量とし、年
次的に整備を図ることとする。

【現状】 【中間】

・平成23年の東日本大震災では
65 歳以上の高齢者の死者数が全
体の約６割に達するなど災害時に
支援が必要となる方（要支援者
等）への取組が求められており、
令和3年の災害対策基本法改正に
より、市町村における避難行動要
支援者個別避難計画の作成が努力
義務となった。
・近年、避難所をめぐっては、避
難所の生活環境等の改善など、
様々な対応が必要になっており、
令和6年12月、避難生活における
良好な生活環境の確保に向けた取
組指針及びガイドライン等が改定
された。

①社会福祉協議会等の福祉事業所
への業務委託･･･計画作成の対象
者と普段から関わりのある福祉事
業所に業務委託を行い、個別避難
計画の作成を進める。
②国の交付金を活用し、避難所生
活に必要な備品（段ボールベッ
ド、簡易トイレ等）を整備する。
また、食糧・飲料水を約５年間で
年次的に整備し、目標数達成後
は、ローリングストック方式によ
り備蓄目標数を維持していく。

【目標達成(未達成)の要因】

我が国は世界有数の災害発生国と
言われており、近年では風水害の
頻発化・激甚化がみられるほか、
近い将来には首都直下地震や南海
トラフ巨大地震などの発生も懸念
され、いつ、どこでこうした自然
災害に見舞われるか予測が困難な
状況にある。

①防災意識向上のため、市広報紙
等により市民向けに防災対策等に
ついて周知・啓発を図る。
②防災意識向上のため、防災パン
フレットを作成し、周知・啓発を
図る。
③自治公民館及び各団体等向けに
出前講座の開催により防災対策等
について周知・啓発を図る。

【現状】 【取組内容】 【中間】

【更なる改善案】

災害対策には自治体による「公
助」だけでなく、一人ひとりが自
ら取り組む「自助」、地域や身近
にいる人同士が助け合って取り組
む「共助」の取組が重要であり、
いつ起こるかわからない災害に対
し、個人や地域の方々が防災対策
について考え、日頃から備えを行
うことが必要である。

①防災対策等について市広報紙へ
の掲載　目標：年2回実施
②防災パンフレット作成（10,000
部・全戸配布）R7年度1回実施
③防災対策等について出前講座の
開催　目標：5団体／年

【目標の設定理由】

【数値目標】 【年度末】

市民向け及び自治公民館をはじめ
とする地域の団体等向けに周知・
啓発する取組について数値目標を
設定する。

【課題】

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
4 1 5

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 総務部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 危機管理課 正     規 フルタイム 計
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
4 1 5

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 総務部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 危機管理課 正     規 フルタイム 計

⑪ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

組織強化

災害時（自然災
害・原子力）に
おける危機管理
体制の充実・強
化

カテゴリ

災害対応職員のスキルアップ、組
織力強化のため、実践的な訓練・
研修等への参加を数値目標とす
る。

【課題】 【年度末】

本市では、災害等の発生に備える
ため、災害時職員行動マニュアル
を作成し、災害警戒時等はマニュ
アルを基に対応している。災害対
応に当たる職員において、有事の
際に迅速な対応ができるよう、各
職員の知識と経験を深め、防災対
応の組織力のさらなる強化を図
る。

①壱岐市防災訓練の実施　1回/2
年
②長崎県原子力防災訓練の実施
1回/年
③各支所ごとの避難所開設・運営
訓練及び備品点検等　1回/年
④災害時対応の研修会等への参加
延べ５０名

【現状】 【中間】

気候変動等に起因する自然災害が
激甚化、頻発化しており、いつ、
どこでこうした自然災害に見舞わ
れるか予測が困難な状況にある。
また、本市の最南端が玄海原子力
発電所から24kmの位置にあり、
島の南部地域が30km（UPZ）圏
内に含まれ、万が一の事態に備え
危機管理体制に万全を期す必要が
ある。

・壱岐市防災訓練及び長崎県原子
力防災訓練の実施により、災害時
対応の実践力を強化する。
・各支所ごとに避難所開設・運営
訓練及び備品点検等を行い、防災
体制の強化に努める。
・災害時対応の研修会等への参加
により、職員のスキルアップ、組
織力強化に努める。

8



年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑫

⑬ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

効率化

【課題】 【年度末】

　令和7年6月の機構改革実施
後、速やかに第4次壱岐市行財政
改革大綱及び実施計画を策定する
必要がある。実施計画における達
成状況については、目標を数値化
し、さらなる業務の効率化を図る
ため、自治体及び地域社会におけ
るDX（デジタルトランスフォー
メーション）化を推進していく必
要がある。

①第4次壱岐市行財政改革大綱及
び実施計画の策定：1式
②行政手続きデジタル化（R6現
在：18件→R7：21件）
③電子決裁化率（R7.4月19％→
R8.3月目標値80％）

①大綱及び実施計画策定（大綱：
7月、実施計画：9月策定）
②総務省地方公共団体の行政手続
等に係るオンライン利用状況調査
票（市区町村）に基づき設定
③市全体の電子決裁化率調査に基
づき設定

行財政改革の推
進

【現状】 【中間】

　これまで、行政組織の見直し、
各施設の整理合理化、事務事業の
見直し、人件費・形状経費の抑
制、地方債の繰上償還など行財政
改革に取り組んできた。第3次壱
岐市行財政改革大綱が令和6年度
で期限を迎えているため、早急に
大綱及び実施計画を策定する必要
がある。

・壱岐市行政改革推進本部（副市
長・各部長等）及び壱岐市行政改
革推進委員会（附属機関）を適宜
開催し、策定方針の協議、大綱及
び実施計画の策定を速やかに進め
る。
・実施計画の各取組については、
年度ごとに点検シートを作成し、
壱岐市行政改革推進委員会等によ
るチェックを行うことで、さらな
る業務の効率化に繋げていく。
・地方公共団体が優先的にオンラ
イン化を推進すべき手続の拡充及
び市民の利便性を向上させる地域
社会のデジタル化のニーズ調査等
に取り組む。

【数値目標】 【年度末】

カテゴリ

【更なる改善案】

　本市の将来像の実現に向けて、
人口対策（壱岐新時代）プロジェ
クトをはじめとする分野別まちづ
くり計画（詳細版）に掲げる事業
を、横断的かつ戦略的に進める必
要がある。そのため、推進体制及
び進捗管理体制を構築し、適切な
タイミングで政策評価等を実施す
る。

①プロジェクト会議（壱岐新時代
プロジェクト進捗確認）年間10
回開催
②政策評価（事後評価）【1次評
価5月→2次評価6月→外部評価7
月→市長結果報告8月→公表9月
会議報告】

【目標の設定理由】

①新時代プロジェクトの実現に向
けた予算化（R8年度）
②政策評価結果の予算への反映
（R8年度）

第４次壱岐市総
合計画等の進行
管理

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

　本市では、まちづくりの最上位
計画として、「第４次壱岐市総合
計画（R7～R11）」を策定した。
本市の目指す将来像として「幸せ
を実感できる島」を掲げ、その実
現に向けては、一定の人口規模が
必要であり「2050年人口2万人」
を維持していくことを目標に設定
した。人口減少が前提条件となる
中、目標達成に向けて各施策を推
進していく必要がある。

・壱岐新時代プロジェクトについ
ては、政策構想ごとにプロジェク
トチームを編成し、具体的な年間
スケジュールを立てて計画的に取
組を進める。また、各プロジェク
トの進捗状況を毎月確認すること
で、適正に進捗管理を行ってい
く。
・分野別まちづくり計画に掲げる
各政策の達成目標の進捗管理を行
うとともに、政策評価（事後評
価）等を実施し、その結果に基づ
く事務事業の内容見直しや改善を
図り、次年度の振興実施計画に反
映させる。

【課題】

カテゴリ

中長期

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
6 1 7

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 総務部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 一緒に推進課 正     規 フルタイム 計
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
6 1 7

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 総務部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 一緒に推進課 正     規 フルタイム 計

⑭ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑮ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

カテゴリ

組織強化

【課題】 【年度末】

　地域課題解決に資する新しいま
ちづくりを推進するためのエンジ
ンとして、主体的で前向きな職員
を増やし、地域事業者や企業・大
学等と協力し、政策実現に繋げる
推進力が求められている。エン
ゲージメントパートナー企業を中
心とした民間活力の積極活用によ
り、ノウハウの習得や人材、資金
の調達など、官民共創による政策
推進力の向上を図る必要がある。

①地域創生プロジェクト開発数：
5件
②エンゲージメントパートナー
数：50件

①壱岐新時代プロジェクト（4事
業）及び地域DXを併せた5事業に
関する実施計画の策定
②エンゲージメントパートナー締
結数R7.4月末時点40件＋調整中案
件5件（武蔵野美術大学、立命館
大学、ふくおかフィナンシャルグ
ループ、学校法人　麻生塾、NTT
コミュニケーションズ）ほか

カテゴリ

中長期

外部専門人材及
びエンゲージメ
ントパートナー
企業の活用促進

【現状】 【中間】

　社会情勢の変化が激しく、複雑
多様化する社会課題を、前例踏襲
の政策や行政単体の取り組みで
は、課題解決が難しい状況となっ
ている。また、そのような課題に
対応することができる人材の育成
や獲得が望まれるものの、人材不
足により組織や業務の柔軟性が乏
しくなってきている。企業等との
共創を推進していくエンゲージメ
ントパートナー制度は、R7年4月
末時点で40件となっている。

①壱岐なみらい研究所
・慶應義塾大学SFC研究所と連携
した新たな地域創生手法の研究開
発と高度人材育成の取り組みによ
り、シン市役所（前向きで主体的
な市役所）の実現に寄与する。
②エンゲージメントパートナー制
度の推進
・エンゲージメントパートナーの
ネットワーク拡大
・パートナーとの共創機会（エン
ゲージメントコミュニティラボな
ど）

【課題】 【年度末】

　本市ではこれまで築いてきた
「対話型のまちづくり」をさらに
強化していくことで、社会の変化
に適応しながら、市民・地域事業
者及びエンゲージメントパート
ナー等と共創型のまちづくりを推
進していく必要がある。直近は、
人口減少・超高齢化に伴う課題の
中でも、医療や地域交通に関する
声が大きくなってきており、新た
な分野での具体的な対策が必要な
状況となっている。

①市民対話会等参加者数：650人
②新技術導入件数：1件

①近年の対話会参加者（年３回）
300〜350名、R6年度5回開催で
480名。R7年度は、6回開催予定
100名×5回＋2月発表会150名×1
回
②三島診療所での遠隔医療の実施
により１件

SDGs（持続可能
な開発目標）の
推進

【現状】 【中間】

　2018年より第1回SDGs未来都市
に選定され、誰一人取り残さない
持続可能な地域社会の実現に向け
て、経済・社会・環境の三側面を
意識し、統合的に推進してきた。
直近は、第3期壱岐市SDGs未来都
市計画に基づき、コミュニケー
ションインフラとなっている市民
対話会により、市民の声から地域
課題を抽出し、課題解決に向けた
各種政策を分野横断的に企画立案
し、実行については、地域に不足
するリソース（資源等）は島外企
業等との連携により調達し、実施
している。

　市民対話会を中心としたコミュ
ニケーション機会を活用し、市民
のまちづくりに対する声を拾い、
地域事業者・エンゲージメント
パートナー企業・大学等との共創
により、持続可能な地域社会の実
現に向けた政策を展開していく。

①市民対話会の開催
壱岐新時代プロジェクトをテーマ
とした市民対話会の開催により、
新たなまちづくりへの市民参画を
推進する。
②共創イベントの開催
エンゲージメントパートナーと地
域の交流機会となるイベントを開
催する。
③高校地域連携支援
高校地域連携コーディネーターの
配置、探究支援により、高校地域
連携を促進する。
④スマート農業の推進
アスパラガスのスマート農業技術
の横展開に向けた取り組み。
⑤遠隔医療等の推進
医療DXによる二次離島の医療支
援システムの構築
⑥地域交通DX
オンデマンド交通等の導入検討に
よる交通利便性向上に向けた公共
交通再編計画の策定

10



年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
6 1 7

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 総務部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 一緒に推進課 正     規 フルタイム 計

⑯ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑰ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

カテゴリ

安定化

【課題】 【年度末】

　本市の認知度向上には、積極的
なセールス活動継続が、何よりも
必要不可欠である。また、今後は
交流人口拡大のみならず、様々な
企業や大学等と、本市が推進して
いるエンゲージメントの概念を理
解していただき、お互いに貢献し
合えるパートナー協定等に発展さ
せることで、多くの関係人口創出
に繋げる。

①送客目標：1,500人
②ふるさと納税寄附額：20,000千
円（企業版・個人）

　前年度実績（①送客目標：
1,450人「エンゲージメントパー
トナー企業・スポーツ合宿誘
致」、②ふるさと納税寄付額：
27,550千円）

カテゴリ

中長期

首都圏等におけ
る認知度向上

【現状】 【中間】

　東京事務所開設以来継続してい
る各セールス活動等の成果から、
その存在意義が高まっている。具
体的には、首都圏発着旅行商品の
造成・送客は年々増加し、企業版
を含めたふるさと納税額の増加、
壱岐産食材及び産品販売高の増
加、メディア・スポーツ合宿誘致
成功などが挙げられる。今後も、
更なる本市の認知度向上と誘客促
進による交流人口拡大を図るた
め、首都圏のみならず、福岡都市
圏における情報発信のあり方等も
検討していく。

・セールス活動による企業等訪問
を継続し、本市の認知度向上を図
る。
・関係各課及びエンゲージメント
パートナー等と連携し、情報収集
を強化する。
・首都圏からの外貨獲得のため、
スポーツイベント参加やふるさと
納税、スポーツ合宿誘致等のPR
を図る。
・今後の東京事務所及び福岡事務
所のあり方を検討する。

【課題】 【年度末】

　広報については、情報の伝達先
が変化する中で、情報の「伝え
方」「内容」等を見直し、より市
民に伝わる広報を実践していく必
要がある。そのためには、市民と
一緒になった情報発信の体制を構
築するとともに、SNSや公式ライ
ン等を活用しながら、市民が共感
する情報を発信していく。広聴に
ついては、市民からの声を出しや
すくするために、市民対話会等の
実施方法等の見直しを行い、職員
が市民のサポーターとして主体的
に行動できるような関係性を構築
していく。

　広報紙の満足度アンケートを実
施し、満足している人の割合70%
を目指す。

　他自治体のアンケート結果で
は、70〜80％が満足という結果
が多い。壱岐市はアンケート実績
がなく、初回となるものの、紙面
の魅力化等を開始している状況で
もあるので、70％以上を目標と
して設定。

広報・広聴機能
の充実

【現状】 【中間】

　広報については、これまでホー
ムページのリニューアルや広報紙
の紙面の見直し等を行い、市民に
伝わる内容にするための工夫を
行っている。しかし、人口減少・
少子高齢化により地域コミュニ
ティが衰退する中、地域へ情報を
届ける時代から個人（個別）へ情
報を届ける時代へ変化しており、
情報の伝え方を変えていく必要が
ある。また、広聴については、市
民対話会等の実施や壱岐市希望の
箱、ホームページから問い合わせ
等、市民からのご意見・ご提案等
を受け付ける状態ではあるもの
の、市民と行政との信頼関係を、
より高めるオープンなコミュニ
ケーションの場が求められてい
る。

①広報紙の見直し：巻頭特集の企
画による情報の充実、紙面全体の
見やすさの改善や、QRコード活
用によるホームページ等との連携
した情報発信を行う。
②広報の体制づくり：「広報い
き」の取材・編集・発行等に関
し、市民との共同作業を実施する
体制づくりに取り組む。
③市長定例記者会見およびCATV
市長チャンネルの運用：議会前の
市長定例記者会見及び議会後の
CATV市長チャンネルによる市民
向けの市政情報発信の強化。
④SNS等と連携した情報発信：広
報紙、壱岐市公式LINE、
Instagram、Facebook、YouTube、
X（旧Twitter）等とも連携した情
報発信の強化。
⑤公聴機能の強化：希望の箱・
ホームページからの問い合わせ等
への運用の見直し（原則公開と
し、問い合わせの見える化を行
う）。市民対話会への職員の参加
促進、市民対話型オンライン共創
プラットフォームを活用した市民
参画の促進。
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令和 年度　部局行動目標

● 部局の組織構成

1 人 人 人

2 人 人 人

3 人 人 人

4 人 人 人

人 人 人

● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）

● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

⑤ 自治体情報化の推進

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

効率化
＜２＞情報基盤の整備とICTを活かしたまちづ
くり

①情報基盤の整備の推進

協働によるまちづくりの推進

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

中長期＜１＞持続可能なコミュニティの形成

①まちづくり協議会による協働のまちづくり

④ 自治体情報システムの標準化・共通化

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

中長期
＜２＞情報基盤の整備とICTを活かしたまちづ
くり

①情報基盤の整備の推進

30 5 35

※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

【ステートメント】

＜４＞UIターンの強化

④移住・生活支援

・まちづくり協議会等担当職員と地域担当職員の密な連携を図る。
・市民、職員ともに利便性を実感できるＤＸ推進の体制づくりを図る。
・関係人口交流人口拡大につながる施策推進の体制づくりを図る。
・地場産品の販路拡大、商品開発のための職員力向上を図る。

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル） 総合計画区分 カテゴリ 所 管 部 署

① 移住定住及び空き家対策

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

中長期

政策企画課

③ 地域脱炭素の推進

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

中長期
＜２＞再生可能エネルギーを活かした地域振
興

①再生可能エネルギーの開発及び活用推進

②

7

部 局 名 企画振興部

部 局 長 名 　塚　本　和　広

部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

商工振興課 8 0

情報管理課 5 2

観光課 9 2

情報管理課

職 員 数

正     規 フルタイム 計

政策企画課 8 1 9

8

7

11

壱岐市の魅力を磨き上げ、新たな魅力を掘り起こし、持続可能な壱岐市の未来を創る。

【目指す姿】

市民が誇りを持って生活できる環境づくりを行い、共に支え合いながら成長していける社会の創造とともに、豊かな自
然、歴史、文化資源や地元産品を最大限に活用し、地域の持続可能な発展を目指す。

【施策面】

・まちづくり協議会等への支援の充実を図る。
・ＤＸを推進する。
・関係人口交流人口拡大を推進する。
・地場産品の販路拡大を図る。

【組織面】

計
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重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル） 総合計画区分 カテゴリ 所 管 部 署

⑪ 産業振興の推進

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

中長期

商工振興課

＜３＞物産ブランドと商工業の振興

②ブランド化と販路拡大

⑫ ふるさと納税の推進

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

中長期＜２＞持続可能な財政基盤の構築

②自主財源の確保

⑬ 消費者行政の推進

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

安定化＜５＞防災・危機管理体制の強化

③防犯体制の充実

⑧ 観光戦略の目標達成

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

中長期

観光課

＜１＞観光の振興

③セールス・プロモーションの充実

⑨
教育旅行・スポーツ大会等による誘致促
進

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

安定化＜１＞観光の振興

①高付加価値なコンテンツ造成

⑩ インバウンド誘客促進と国際交流の推進

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

中長期＜１＞観光の振興

②受入環境の充実

⑦ ケーブルテレビ施設の事業継続計画

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

中長期
＜２＞情報基盤の整備とICTを活かしたまちづ
くり

②ICTを活用したまちづくり

⑥ 情報セキュリティポリシーの徹底

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

安定化
＜２＞情報基盤の整備とICTを活かしたまちづ
くり

①情報基盤の整備の推進
情報管理課
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

①

② 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

カテゴリ

中長期

【課題】 【年度末】

まち協未設置地区は、市内でも人
口規模の多い地区であり、まち協
設置に向けた地区内での機運醸成
が不十分であるため、まち協に関
する周知啓発等を徹底して実施す
る必要がある。
地域における男女の役割等につい
ては、未だ旧態依然とした考え方
が根付いている部分があることは
否めないため、男女共同参画につ
いての理解を深めるための啓発活
動を行うとともに、市の審議会等
において、積極的に女性を登用す
る必要がある。

①まち協設置数：18団体
②審議会での女性登用率：25.2％

①全18校区中18地区すべてで、
まち協を設置する。
②令和６年度の県内市町の審議会
での女性登用率の平均値を目標と
する。

協働によるまち
づくりの推進

【現状】 【中間】

高齢化が進み（高齢化率：R7.3月
末_40％）、地域コミュニティの
維持・運営等が困難な状況であ
り、共助による地域コミュニティ
維持等を図るため、小学校区毎に
まちづくり協議会(まち協)を設置
しているが、18校区中３地区で
設置ができていない。
また、本市の審議会等における委
員の女性登用率はR6年度で21.9％
であり、県内市町平均の25.2％を
下回っており、女性の社会進出が
進んでいないことが伺える。

・まち協未設置地区の自治公民館
長等に対して、市の当該地区の地
域担当職員と連携して、まち協に
関する説明会等を実施するととも
に、まち協設立準備組織（幹事会
等）の活動への支援を行う。
・壱岐市男女共同参画懇話会や男
女共同参画壱岐地域活動促進会議
と連携し、出前講座等も活用しな
がら男女共同参画に関する啓発活
動や研修等を進めるとともに、市
の審議会等での女性登用率向上を
呼び掛ける。

移住者は一定数あるものの、学校
や官庁の赴任者とその家族が大半
を占めており、民間企業への就職
や起業、新たなライフスタイルを
求めての移住はほぼ横ばいに止
まっている。 移住検討層への壱
岐市の認知獲得、提供している情
報への満足度、物件や仕事の検索
などの具体的な検討行動後の移住
実現率の各ポイントで五島市と比
較した場合劣位となっている。移
住先としての認知獲得から検討支
援、魅力的な住居や仕事の提示に
至るプロセスを明確にして、関係
する部署との横断的な連携により
移住増加のための統合的な取り組
みを展開していく必要がある。

R7年度移住者数　目標113名

【目標の設定理由】

第4次壱岐市総合計画における
2029年度目標値が153人であり、
基準値となる2023年度実績値93
人から10人ずつ増加させる。
2025年度（R7年度）目標値は113
人となる。

【課題】 【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

カテゴリ

中長期

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

移住定住及び空
き家対策

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

本市における移住者は年間100名
程度と一定の水準を維持している
状 況 （ 移 住 者 数 ： R3_86 名 →
R4_122名→R5_93名→R6_87名）
であるが、移住受入の地域間競争
は激しさを増す中で、現状の水準
の維持では本市の人口減少抑制は
難しい。社会増を実現するために
は、現状の水準に対して年間200
名程度足りていない状況であり
（社会減：R3_△176人→R4_△
153人→R5_△228人→R6_△207
人）、自然減分も補うためには更
に350名～400名程度足りていな
い 状 況 （ 自 然 減 ： R3_308 人 →
R4_383 人 → R5_373 人 → R6_413
人）。

・一緒に推進課と連携し、エン
ゲージメントパートナーに対して
本市への拠点誘致を図るととも
に、二地域居住促進のための施策
に積極的に取り組み、将来の移住
者となりうる関係人口の増加を図
る。
・「壱岐市定住促進奨学資金償還
補助金」のさらなる周知を行い、
若年層の定住促進と人材確保に繋
げていく（200千円×100件）。
・空き家deミライ創出事業によ
り、空き家を活用した移住者向け
住宅の整備を行う（3～4件）。

● 組織目標・取組内容・達成状況
8 1 9

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 企画振興部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 政策企画課 正     規 フルタイム 計
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
8 1 9

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 企画振興部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 政策企画課 正     規 フルタイム 計

③ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

カテゴリ

中長期

【課題】 【年度末】

太陽光や風力は自然任せの不安定
な再エネであることから、大量に
導入することが難しい状況であ
る。再エネを蓄える技術（水素・
蓄電池等）と組み合わせて、再エ
ネの安定利用を図る必要がある。
また、本市においては民生部門
（家庭・業務）でのCO2排出量が
多いことから、住宅や事業所への
再エネ設備の導入を促進するとと
もに、環境衛生課と連携して、市
民に対して、省エネや4Rの推進
等、「デコ活」の浸透を図る必要
がある。

市内の年間電力需要量に係るCO2
排出削減率（2013年比）：46％

市内の世帯数約11,000世帯の年間
電力需要量（約4,000kWh/世帯）
の２割を削減した場合のCO2排出
量削減率

地域脱炭素の推
進

【現状】 【中間】

本市は、本土と系統連系のない離
島であり、電力はほとんどを市内
の火力発電に依存している。現状
では、火力発電の約40MWに対
し、再生可能エネルギー（再エ
ネ）は約10MWと、規模的に全体
の 20 ％ 程 度 の 発 電能 力は ある
が、実際の再エネ比率は需要ベー
スで13％程度である。
また、本市の二酸化炭素（CO2）
排出量は、2020年では年間202千
tco2（CO2年間排出量：2013年
_226千tco2→2015年_204千tco2→
2018年_170千tco2）であり、農林
水産業（53千tco2）、貨物自動車
（40千tco2）、業務（30千tco2）
の各分野での排出量が多い状況。

・市内での再エネの導入拡大を図
るため、水素蓄電システムとの組
合せによる再エネの安定利用に向
けた実証試験に取り組む。
・離島という環境下で、有望な再
エネである洋上風力発電の本市周
辺海域での導入について、利害関
係者との意見交換や合意形成を進
める。
・民生部門の脱炭素化を促進する
ため、住宅や事業所への再エネ設
備の導入支援に取り組む。
・環境衛生課や壱岐市地球温暖化
防止対策協議会と連携して、市民
に対して、地球温暖化防止のため
の周知啓発活動を行う。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

④

⑤ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

効率化

【課題】 【年度末】

職員のデジタルリテラシーの向上
が追いついておらず、紙ベースの
処理や対面業務からの脱却が進ん
でいない。
また市役所業務の基幹部分に関し
ては、個人情報保護によりDXに
おける連携が取れず、システム導
入やインフラ整備に多額の費用は
掛かるが、フロントヤードや内部
事務の効率化が中心となり、導入
効果が見え辛い状況である。

令和7年度中において、デジタル
庁が提供するマイナンバーカード
活用システムの業務検証、導入支
援を行う。
Logoフォームの利用促進を図り、
前年比20％増の160フォーム使用
を目標とする。
AI-OCR・RPAを令和7年度中に新
規で10業務について検証後利用
開始する。

マイナンバーカード活用システム
は、導入に費用が発生する事か
ら、検証可能なものを実施する事
になる。
Logoフォーム並びにAI-OCR・
RPAは前年実績を基に、令和7年
度目標を設定している。

自治体情報化の
推進

【現状】 【中間】

自治体業務においては、これまで
庁舎内のデジタル化や簡略化を主
体とした業務の効率化を行ってき
たが、国の進める自治体DX推進
計画では更にデジタル技術を使
い、ICTを浸透するさせる事で、
住民の生活をよりよくする事が目
的と明記されている。
現状はマイナンバーカード利用の
行政手続きのオンライン化や電子
申請の拡充、ビジネスチャットの
有用化、事務におけるAI-OCR･
RPAの利用など、フロントヤード
改革を中心として業務作業の効率
化向上に向けた取組を行ってい
る。

・有償版Slackを活用推進する事
で、業務の効率化やスピード感が
増加しており、今後も職員間の迅
速な情報共有や業務の更なる効率
化を図る。
・マイナンバーカードを用いて行
う事が想定される業務（住所変
更・手当申請・介護関係申請等）
について、国が開発中のオンライ
ン手続きシステム導入に向けた業
務支援を行う。
・スマート申請システムについ
て、Logoフォームを活用した電子
申請メニューを活用しながら、利
用促進を図る。
・書類の電子化/自動入力システ
ム AI-OCR・RPAについて、各課
における導入支援を実施し、更な
る業務の効率化と住民サービスの
向上を図る。
・生成AIツールの利用促進をはか
り、文書校正、企画立案、デバッ
グ等に有効利用できる環境を整え
る。

【数値目標】 【年度末】

カテゴリ

【更なる改善案】

壱岐市では基幹系システムをこれ
まで自庁設置のオンプレ方式によ
る運用を行ってきたが、今後はク
ラウド化し、更に米国企業である
AWSでの管理となる。離島であ
り通信環境の制限がある事で、基
幹系・情報系の全システムが安定
稼働可能なのか充分に検証が必要
である。また、国の定める標準準
拠システム以外のサブシステムの
取扱い、更に移行困難システムの
取扱いについても調査が必要な状
況である。

基幹系標準準拠システム18業務
の標準化・ガバメントクラウド移
行を目指し、令和7年9月テスト
までに15業務、令和7年12月まで
に17業務の移行を目標とする。

【目標の設定理由】

全国の自治体が同様にシステム改
修を行っており、国も補助メニュ
ーを用意している。また共同電算
システム事業に参加している鹿児
島・熊本・五島市を含めた29自
治体と同調する必要があるため。

自治体情報シス
テムの標準化・
共通化

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

国が進める自治体情報システムの
標準化や、システム・データを一
元管理するガバメントクラウドに
ついては、基幹系システムを運用
している鹿児島県市町村情報セン
ターが調査・分析を進めており、
開発元並びに参加ベンダーが次期
パッケージ開発を行っている状況
にある。

・鹿児島県市町村情情報センター
の共同電算システム事業に参加し
ている他29市町村と連携を図り
ながら、国の進める自治体情報シ
ステム標準化の対応並びにガバメ
ントクラウドへの移行に関し、シ
ステムの影響調査やデータクレン
ジングを実施する。また現在オン
プレ方式として自庁管理している
システムや機器構成が、外部環境
へと変更となる事から、関連ベン
ダーや地方公共団体情報システム
機構（J-LIS)等と協議を重ね移行
完遂する必要がある。
・標準化対応しないシステム、移
行困難システムについては国が進
める次期標準化対応においてクラ
ウド化を前提とするため、システ
ム改修にかかる検証を開始する。

【課題】

カテゴリ

中長期

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
5 2 7

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 企画振興部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 情報管理課 正     規 フルタイム 計
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
5 2 7

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 企画振興部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 情報管理課 正     規 フルタイム 計

⑥ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑦ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

カテゴリ

中長期

【課題】 【年度末】

壱岐市におけるケーブルテレビ施
設は、平成22年度に46億円をか
けて整備したが、整備後14年を
経過し、施設の老朽化が顕著であ
り、機器の更新/維持管理費用も
年々高騰している。
将来に渡る高次元で安定的な情報
インフラを維持するには、民間通
信事業者へのサービス移行も必要
な時期と考える。

令和7年9月までに事業化検討/詳
細検討並びに、議会へ説明。併せ
て総務省への高度無線事業の要望
準備（個別要請）、令和7年度末
に向けた事業者の公募を目標とす
る。

設備の老朽化に伴う更新計画及
び、高度無線環境整備推進事業の
実施状況を基本とし、令和11年
度からの移行（全部稼働）と仮定
した場合のスケジュールによるも
の。

カテゴリ

安定化

ケーブルテレビ
施設の事業継続
計画

【現状】 【中間】

壱岐市ケーブルテレビ施設は、壱
岐市民の情報インフラ(防災放
送、テレビ、インターネット、IP
電話)として重要な施設であり、
提供内容の充実と安定的なサービ
スの継続に努めているが、今後の
サービスの高度化や安定的な機器
の更新には、民間事業者の活用が
必要な状況である。

・総務省においては、離島等の条
件不利地域を対象とした「高度無
線環境整備推進事業」の補助メ
ニューを用意しており、国が
2/3、民間が1/3により設備・局
舎を更新可能とするものである。
県内離島は既に民間移行を行って
おり、上記補助メニューも将来に
渡る実施の確約がない事から、早
急に民間通信事業者と協議・情報
収集を進め、本年度で方向性を決
定し、事業計画策定並びに補助申
請にむけた調整を行う。

【課題】 【年度末】

外部監査により、壱岐市行政事務
における情報漏洩の危険性を指摘
された部分があるが、職員個人の
行動や意識改革により大部分を防
ぐ事が可能となる。またサイバー
攻撃時の対処についても専門的知
識が必要であり、被害を最小限に
とどめる必要がある。

情報管理課職員が受講したセキュ
リティ研修内容を年4回程全職員
へ情報提供。
基幹系及び内部情報システムの最
適化と監視能力の向上をはかり、
市役所内からの情報漏洩を発生さ
せない（重大インシデント発生件
数0件）

セキュリティポリシーの遵守は通
年であり、日常業務で常に自覚す
る必要があるが、J－LIS等の主要
通知も概ね四半期で周知される事
から設定目標とする。

情報セキュリ
ティポリシーの
徹底

【現状】 【中間】

自治体において情報漏洩や外部か
らのサイバー攻撃は非常に深刻な
問題であり、市民生活にも甚大な
影響を及ぼすものであることから
「壱岐市情報セキュリティポリ
シー」を基本とするポリシーの継
続遵守が重要となる。

・重大インシデント時の対応力を
強化する目的で、情報管理課職員
3名が国立･ 情報通信研究機構の
実施するセキュリティ研修を受講
する。
またそれらの情報をSlack等で共
有、更に関連するｅ-ラーニング
を紹介する事で、全職員の情報セ
キュリティに関するリテラシーを
向上し、併せて情報セキュリティ
ポリシーの周知・徹底を図る。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）
⑧

⑨ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

フルタイム 計

令和 7

部 局 名 企画振興部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 観光課 正     規

2 11

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況
● 組織目標・取組内容・達成状況

9

振り返り
（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

【目標達成(未達成)の要因】

壱岐市の観光産業は、豊かな自
然、歴史的文化遺産、食の魅力な
ど地域資源を活かした産業とし
て、地域活性化の中核を担ってき
た。
しかし新型コロナウイルス感染症
の拡大や物価高騰により、本市の
観光産業および経済は大きな打撃
を受けた。
現在、新型コロナウイルス感染症
の影響は沈静化し、人々の移動や
旅行需要も徐々に回復しつつある
が、一方で物価高騰の影響は依然
として続いている。また旅行者の
価値観やニーズが多様化している
こともあり、本市の観光産業は、
いまだ完全な回復には至っていな
い。

『壱岐市観光戦略2025～2027』
に掲げる基本方針・戦略、『第4
次壱岐市総合計画』に基づき、有
人国境離島法の柱である滞在型観
光促進事業等を積極的に活用しな
がら、コロナ禍後の観光ニーズや
デジタル化など的確に捉え、3年
間で計画的に施策を実施すること
で、主目標である「地域の価値と
新しい人の流れが未来をつくる
島」を目指す。
・首都圏をはじめとする国内旅行
誘致に加え、台湾をはじめとする
インバウンドについても注力し、
観光客実数の増加につなげる。
・JR西日本や日本旅行など、交
通キャリア・旅行業者などと連携
し、関西・中国方面等より誘客支
援、情報発信を強化し、観光客・
観光消費額の増加を図る。

【現状】 【取組内容】

【更なる改善案】

『第4次壱岐市観光振興計画』に
かわり策定した『壱岐市観光戦略
2025～2027』および『第4次壱岐
市総合計画』に基づき、令和7年
度からの5年間でコロナ禍前の観
光客延べ数の回復及び上回る実績
を目指し、地域経済の再生を図る
必要がある。

R7観光消費額：66.4億円
（R7～9(3年間)：年間40,000千円
増）
R7観光客延数：360,000人
（R7～9(3年間)：年間10,000人
増）

【課題】 【数値目標】

カテゴリ

【目標の設定理由】

「壱岐市観光戦略2025～2027」
「第4次壱岐市総合計画」により

【現状】

【年度末】

中長期

観光戦略の目標
達成

【中間】

カテゴリ

安定化

教育旅行・ス
ポーツ大会等に
よる誘致促進

壱岐市振興実施計画により

【数値目標の設定理由】

・教育旅行　目標：県内10校・
県外25校
・スポーツ合宿　目標：5,000人
・スポーツ大会　目標：21大会

感染症の影響などにより、県内校
の来島は大きく増減する可能性が
あるため、県外交の誘致を安定的
に進める必要がある。
教育旅行は数年前から旅行先が計
画・決定される傾向であり、一時
的な取り組みでは誘致効果が得ら
れにくい。そのため本市の認知度
向上と関係構築を図る上でも、継
続的かつ計画的に学校や旅行業者
への営業活動が必要。

【中間】

　本市は自然環境や歴史的文化遺
産、体験プログラムなど、教育旅
行に適したポテンシャルを有して
いる。新型コロナウイルス感染症
流行期には、県内学校が県内を旅
行先とする傾向が強まり、本市が
その候補地として選ばれることが
多く来島校数が一時的に増加。感
染症の沈静化に伴い、県内学校は
従来どおり県外を旅行先とする傾
向に戻り減少したが、一方で、県
外学校の来島が増加したことによ
り全体としての来校数はほぼ横ば
いで推移。

スポーツ大会は活動の再開とと
もに需要が活性化し、コロナ禍前
より大幅に増加、スポーツ合宿に
ついてはコロナ禍前の水準まで回
復した。
（R6実績）
・教育旅行 実績：21校
・スポーツ合宿　実績：3,914人
・スポーツ大会　実績：18大会

・教育旅行については受入団体を
中心とした魅力的なSDGsプログ
ラムや体験プログラムの開発を促
し、また関西方面を中心に営業に
継続的に努め誘客につなげる。
・スポーツ合宿・大会に係る助成
金制度の情報発信を行い、本市で
のスポーツ合宿・スポーツ大会の
誘致することで交流人口の増加、
地域経済の活性化を図る。

【課題】 【年度末】
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

フルタイム 計

令和 7

部 局 名 企画振興部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 観光課 正     規

2 11

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況
● 組織目標・取組内容・達成状況

9

振り返り
（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

⑩ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【課題】 【年度末】

　宿泊・飲食事業者などの観光関
連事業者の外国人観光客受け入れ
に対して、消極的な事業者も一定
数いるものと想定される。

外国人宿泊客延べ宿泊者数 2,350
人
（R7～11(5年間)：年間50人増）

インバウンド誘
客促進と国際交
流の推進

【現状】 【中間】

　昨今の社会情勢や経済状況、観
光客の旅行先に対する価値観の変
化により、国内観光客が減少傾向
にあり市内の観光産業は厳しい状
況。こうした背景を踏まえ、地域
経済活性化を図るためには、外国
人観光客(インバウンド)の誘致の
推進が重要な施策であり、市内観
光関係事業者の意識啓発や受入体
制整備の支援を強化する必要があ
る。
　国際交流については、外国の方
に接する機会が増えている現状か
ら、異なる文化や価値観を尊重し
合う多文化共生のまちづくりを推
進することが求められる。

・大阪関西万博を契機に日本を訪
れる外国人観光客を西日本の関係
市町と連携し、本市への誘致を進
めるとともに、多言語対応等受け
入れ態勢の整備を図ることで本市
への外国人観光客の増加につなげ
る。
・国際交流員を招聘し、市民講座
及び出前講座等を開催し、多文化
共生のまちづくりを目指すこと
で、外国人受け入れに対する市民
の理解と機運の醸成を図る。

カテゴリ

中長期 第4次壱岐市総合計画により
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑪

中長期

産業振興の推進

カテゴリ

【目標の設定理由】

➀雇用機会拡充事業
(理由)総合計画『基本目標1』起
業・業者数(15者→30者)の達成に
は当事業の申請者数増が最も有効
かつ雇用拡大にも繋がるため。
(根拠)当事業は年2回申請で1回目
は終了し17件(実績)、2回目は15
件(過去3年平均13件の2割増)の合
計32件を設定。
➁視察企業
(理由)総合計画『基本目標1』起
業・業者数(15者→30者)の達成に
は当事業が有効かつ島内にない業
種によるマッチング率向上にも繋
がるため。
(根拠)離島のハンデにより本市を
誘致候補とする企業は殆んどない
現状であるが、企業視察実現は誘
致の第一歩となるため、これまで
の実績等を踏まえ2社を設定。
➂海上輸送コスト支援事業
(理由)総合計画『基本目標1』ふ
るさと納税返礼品出荷額(2.6億円
→9億円)の達成には主要産品製造
事業者の維持・拡大のための島外
出荷への支援が最も効果的かつ雇
用の維持・拡大に繋がるため。
(根拠)支援対象事業者の島外出荷
数量を増やすことは容易でなく、
前年度実績(R6：焼酎1,782㍑、衣
服・寝具 39,429箱、魚介加工
23,957箱)を上回る数値を設定。
➃壱岐市ふるさと商社
(理由)総合計画『基本目標1』ふ
るさと納税返礼品出荷額(2.6億円
→9億円)の達成には壱岐市ふるさ
と商社による産品の知名度向上及
び販売展開がふるさと納税にも好
影響を及ぼすため。
(根拠)ふるさと商社の前年度実績
(R6：29,317千円)を上回る数値を
設定。

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

本市は少子高齢化での自然減及び
転出超過での社会減により急激な
人口減少が予測されるため、島外
流出を抑制することを最優先に置
き、島外からのＵターンや移住者
による社会増に向け雇用の場の拡
大に繋がる雇用機会拡充事業及び
マッチング率向上に繋がる島内に
ない業種の企業誘致に加え安定し
た雇用の場となっている主要産品
製造事業者の維持・拡大への支援
継続など社会情勢を注視しつつ効
果的かつ的確な施策を展開する必
要がある。
また、本市の産業振興を図るため
には、さらなる産品の知名度向上
及び販路・販売促進への取り組み
が必要である。

➀雇用機会拡充事業
　R7申請者数　  32件
➁企業誘致

R7視察企業数　2社
➂海上輸送コスト支援事業

R7出荷数量
・焼酎 1,800㍑
・衣服・寝具  40,000箱
・魚介加工 　25,000箱

➃壱岐市ふるさと商社
　R7売上 6,000万円

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

本市の地域経済活性化に産業振興
は欠かせないが、高齢化や後継者
不足等による雇用の場の減少に加
え、有効求人倍率(R7.2：1.37倍)
は高い一方で事業者と求職者の
マッチング率が３割程度と低い状
況にある。また、本市には壱岐焼
酎をはじめ魅力的な産品がある
が、全国的な知名度が依然として
低い状況である。このことから、
雇用機会拡充事業及び企業誘致に
よる雇用の場の創出や安定した雇
用の場となる主要産品製造事業者
の海上輸送コスト支援による離島
の不利性解消、また、壱岐市ふる
さと商社による催事出展や卸売り
のほか通販等による販売展開など
産業振興に取り組んできた。

➀雇用の場を創出するため、減少
している雇用機会拡充事業申請者
増に向けた情報発信強化を図る。

➁島内にない業種の企業誘致を獲
得するため、長崎県産業振興財団
及び関係機関等との連携強化を図
る。

➂雇用の場を維持・拡大するた
め、主要産品の島外出荷数量増へ
の支援を行う。

➃壱岐産品の販売促進のための知
名度向上及び販路・販売促進を図
る。

【課題】

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
8 0 8

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 企画振興部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 商工振興課 正     規 フルタイム 計
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
8 0 8

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 企画振興部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 商工振興課 正     規 フルタイム 計

⑫ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

本市は少子高齢化での自然減及び
転出超過での社会減により急激な
人口減少及び経済活動の低下によ
る税収減が予測されるため、持続
可能な行財政運営に係る貴重な自
主財源となるふるさと納税(個人
版、企業版)獲得増への取組につ
いて、社会情勢及び寄附者ニーズ
を捉え、効果的かつ的確な取組を
展開する必要がある。

➀個人版・ふるさと納税
　R7寄附額　 10億円
➁企業版・ふるさと納税
　R7寄附額   0.4億円

カテゴリ

➀個人版・ふるさと納税
(理由)総合計画『基本目標6』ふ
るさと納税寄附額(9億円→30億
円)の達成には、まずこれまで達
成したことのない10億円をクリ
アすることが、次のステップに繋
がり、目標値30億円に繋がって
いくため。
(根拠)これまでに達成したことの
ない10億円を設定。
➁企業版・ふるさと納税
(理由)総合計画『基本目標6』ふ
るさと納税寄附額(9億円→30億
円)のうち1億円は企業版での獲得
を含んでいするため。
(根拠)1億円達成をゴールとして
いるが、前年度(R6：0.29億円)を
上回る0.4億円を設定。

中長期

ふるさと納税の
推進

【中間】

人口減少を起因とする経済活動の
低下での地域経済の減退による自
主財源(財政力指数：H30 ・0.218
→R6・0.222)が低迷する中で、市
民が幸せを感じる、人口減少を抑
える施策実現をはじめ持続可能な
行財政運営に係る貴重な自主財源
獲得のため、ふるさと納税((個人
版：H30・2.86億円→R6・7.98億
円、企業版：R3・0.15億円→
R6・0.29億円))に取り組んでき
た。

➀個人版・ふるさと納税
本市の主要施策実現の貴重な自主
財源を獲得するため、社会情勢及
び寄付者ニーズに合致した返礼品
開発や効果的な情報発信及び営業
強化を図る。
➁企業版・ふるさと納税
本市独自のスポーツイベント(サ
イクル・ウルトラ・マラソン等)
等や主要施策実現の財源を獲得す
るため、市及び各事業の魅力発信
及び営業強化を図る。

【課題】 【年度末】

【現状】
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
8 0 8

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 企画振興部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 商工振興課 正     規 フルタイム 計

⑬ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

カテゴリ

➀情報発信
(理由)総合計画『基本目標5』安
全な消費生活環境の基盤確立に
は、R6同様の継続した情報発信
が必要であるため。
(根拠)R6実績としてチラシは毎
月、公式LINEは毎週実施し最大限
の回数でありR7も同じ回数を設
定。
➁自動通話録音装置
(理由)総合計画『基本目標5』安
全な消費生活環境の確立には、消
費者トラブルや詐欺被害防止のた
めには自動通話録音装置の普及促
進が欠かせないため。
(根拠)貸出台数は回収による減も
あり保有全数165台を設定。
➂消費生活センター
(理由)総合計画『基本目標5』安
全な消費生活環境の確立には、消
費者トラブルや詐欺被害防止のた
めには➀の中での当センターのさ
らなる認知向上を図り、被害にあ
う前や回収可能な期間内での相談
実現に繋げるため。
(根拠)限られた職員の中でR6実績
(127件)の1割増の140件を設定。安定化

【課題】 【年度末】

今後も消費者トラブルや詐欺の多
様化や巧妙化が予見されることか
ら、市民の安全な生活環境を守る
ため、さらなる消費生活センター
の認知向上に努めるとともに継続
的な注意喚起等の情報発信や自動
通話録音装置貸出のほか相談業務
等について、消費者トラブルや詐
欺の傾向等を注視し、国・県との
連携による的確な施策を展開する
必要がある。

➀情報発信
R7チラシ配布  1回/月

　R7公式LINE発信　1回/毎週
➁自動通話録音装置

R7貸出促進 165台
➂消費生活センター

R7相談業務 140件

【現状】 【中間】

近年の消費者トラブルは年々多様
化し詐欺手口等も巧妙化してお
り、また高齢者に限らず若年層も
ターゲットになっている状況であ
り、本市においても詐欺被害が少
数ではあるものの発生している。
さらにはニセ電話詐欺と思われる
不審電話も確認されているため、
市民の安全な生活環境を守るた
め、被害防止への情報発信や自動
通話録音装置貸出(H30・63台→
R6・155台)、泣き寝入りしない
ための相談業務(H30・78件→
R6・127件)に取り組んできた。

➀消費者トラブルや詐欺被害を防
止するため、高齢者向けのチラシ
配布及び若年層への公式LINE等に
より最新の被害や手口等の状況・
情報の発信強化を図る。
➁消費者トラブルや詐欺被害を防
止するため、自動通話録音装置の
存在のさらなる認知向上及び貸出
強化を図る。
➂第2.第3の被害にも繋がる「相
談せずに泣き寝入る」を撲滅する
ため、"消費生活センター"の認知
向上及び相談業務体制の維持・強
化を図る。

消費者行政の推
進
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令和 年度　部局行動目標

● 部局の組織構成

1 人 人 人

2 人 人 人

3 人 人 人

4 人 人 人

5 人 人 人

人 人 人

● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）

● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

38 71 109

保護課 8 0 8

出産から子育て、教育、自立への支援を地域と共に行うことで、年齢や障害の有無にかかわらず、すべての市民が、それ
ぞれのライフステージにおいて、幸せを実感できる共生社会を創る。

・迅速、的確な窓口対応に努め、市民に信頼されるサービスを提供する。
・民生委員児童委員を中心に地域福祉力を高め、地域共生社会の実現を目指す。
・障がい者福祉の充実のため、各種サービスの提供や社会参加の促進を図る。
・結婚、出産から子育てまで、切れ目のない、きめ細かな支援を行う。
・生活保護法に基づき、必要な保護を行うとともに、自立を支援する。
・市政運営の根幹となる自主財源の確保と税の公平性を確保するため、適正課税と収納対策の強化に取り組む。

2

住み慣れた地域で孤立することなく、自分らしく自立して暮らせる共生の島を目指す。

【ステートメント】

税務課 19

計 83 81 164

※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

3 22

郷ノ浦支所 0 2

職　　　員　　　数

正     規 フルタイム 計

市民福祉課 18 5 23

部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

生活困窮者への支援

障がいのある人の自立支援③

①

② 福祉施設の適正な維持管理

7

部 局 名 市民部・郷ノ浦支所

部 局 長 名 吉田　博之

いきいろ子ども未来課

①福祉事務所が分庁となっているため、連携強化を図る。
②自治事務に加え、生活保護・戸籍事務などの法定受託事務を取り扱うため、他課より研修機会を確保し、職員の資質向
上を図る。
③自治事務については、DX化を加速させる。

【目指す姿】

【施策面】

【組織面】

市民福祉課

所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

安定化＜３＞地域共生社会の実現

①SOSを発見し「安心」を形にするまちづく
り

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

安定化＜５＞障がい者福祉の充実

②社会参加の促進

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

安定化
＜２＞情報基盤の整備とICTを活かしたまちづ
くり

②ICTを活用したまちづくり

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

中長期＜３＞地域共生社会の実現

③地域福祉力の充実

マイナンバーカード交付事務の適正な処
理

④
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重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル） 所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

いきいろ子ども
未来課

④幼児教育・保育サービスの充実

良好な保育環境づくり

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

組織強化＜１＞結婚・子育て環境の充実

④幼児教育・保育サービスの充実

こどもの居場所づくりを推進

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

新規事業＜１＞結婚・子育て環境の充実

⑤地域ぐるみの子育て環境づくり

保護課

＜３＞地域共生社会の実現

②「利用者本位」のサービスの提供

⑬ 被保護者の訪問調査活動の強化

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

組織強化＜３＞地域共生社会の実現

②「利用者本位」のサービスの提供

⑪ 被保護者の医療扶助の適正化

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

安定化＜３＞地域共生社会の実現

③地域福祉力の充実

⑫ 保護費の不正受給対策

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

組織強化＜３＞地域共生社会の実現

税務課

＜２＞持続可能な財政基盤の構築

②自主財源の確保

⑰ 債権管理の適正化

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

安定化＜２＞持続可能な財政基盤の構築

②自主財源の確保

⑮ 固定資産の評価及び課税の適正化

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

⑯ 税未納額の縮減

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

安定化＜２＞持続可能な財政基盤の構築

②自主財源の確保

⑭ 市民税等の課税の適正化・効率化

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

安定化

③地域福祉力の充実

安定化＜２＞持続可能な財政基盤の構築

②自主財源の確保

⑩ 被保護者の就労による自立促進

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

安定化

妊産婦及び乳幼児の健康づくりと切れ目
のない支援

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

安定化＜１＞結婚・子育て環境の充実

②母子の健康づくり

認定こども園の整備

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

児童発達支援の推進強化

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

組織強化＜１＞結婚・子育て環境の充実

③専門機能を持つ子育て支援・相談体制の充
実

中長期＜１＞結婚・子育て環境の充実
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重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル） 所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

⑲ 関係機関との業務連携強化

郷ノ浦支所

⑱ 迅速・適正・公平な窓口対応

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

安定化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

組織強化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

①

② 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

課 ・ 支 所 名 市民福祉課 正     規

● 組織目標・取組内容・達成状況
18

【現状】 【取組内容】

【課題】 【数値目標】

【課題】

生活困窮者への
支援

安定化

フルタイム 計

令和 7

部 局 名 市民部 職　　　員　　　数

5 23

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況 振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

厳しい経済・雇用情勢の中、失業
や子どもの進学等、様々な事由に
より生活困窮に至るケースが増加
している。
また、内容も複合的で長期化して
いる。
・新規相談　R5：49件
　　　　　　R6：75件
・支援回数　R5：323件
　　　　　　R6：366件

①複雑多様化するケースに対応で
きるよう、相談支援センター相談
員及び支援調整会議に参加する市
職員を、国県等が主催する研修に
参加させる。
②民生委員児童委員の改選を行う
とともに研修会を開催し、相談体
制の充実を図る。

【年度末】 【更なる改善案】

困窮要因が複合的で、解決困難な
ケースが増加しており、適切な支
援の判断が難しくなっている。
また、R7法改正により制度が拡
充・複雑化し、今後、更に対応が
難しくなることが予想されるた
め、相談員等の資質向上が必要で
ある。
本年度は、民生委員児童委員の改
選年度であり、定数での改選を
行って、地域における相談体制の
強化を図る必要がある。

①国県主催の研修への参加目標
・年1回以上
・年5名以上
②民生委員児童委員の改選他
・改選委員数　95名（定数）
・研修開催　　 2回

【中間】

市民福祉課が所管する施設は、社
会福祉協議会が指定管理を行って
いる「地域福祉活動拠点施設」4
施設と、地域で維持管理を行って
いる「保健福祉館」5施設、「生
活館」8施設の計17施設がある
が、これらの施設は、いずれも経
年劣化している状況である。

①地域福祉サービスの重要な拠点
施設である地域福祉活動拠点施設
4施設の適切な維持管理を行うこ
とで、社会福祉の増進を図る。
②社会福祉協議会と統廃合に向け
た協議を行う。
③中長期目標として、地域福祉活
動拠点施設の統廃合を行う。

カテゴリ

福祉施設の適正
な維持管理

カテゴリ

【目標の設定理由】

【現状】

地域福祉活動拠点施設4施設は、
施設規模が大きく維持管理費が高
額であるため、最低限の改修工事
等を行いながら、社会福祉協議会
と協議のうえ、統廃合によるスリ
ム化を進めていく必要がある。

①地域福祉活動拠点施設の改修等
・改修工事　6件
・修繕　　　3件
②統廃合に向けた協議　年2回
③施設の統廃合
・4施設 ➡ 3施設（R10）

市職員や相談員の専門性を育成
し、また、民生委員児童委員の適
任者を選任することで、相談体制
を充実させる。

中長期

①施設の改修工事及び修繕につい
ては、優先順位の高いものから、
予算の範囲内において実施してお
り、今年度の予定件数を記載。
②施設の統廃合による施設のスリ
ム化を進め、業務の効率化や経営
改善に繋げる。
③現指定管理期間（R7～R9）内
で協議を進め、R10から3施設に
統合する。

【年度末】
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

課 ・ 支 所 名 市民福祉課 正     規

● 組織目標・取組内容・達成状況
18

フルタイム 計

令和 7

部 局 名 市民部 職 員 数

5 23

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況 振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

③ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

④ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

安定化

障がいのある人
の自立支援

【課題】

カテゴリ

【現状】 【中間】

障害者手帳所持者数は、平成29
年以降、総じて減少傾向で推移し
ているが、療育手帳または精神障
害者保健福祉手帳の所持者数は、
ほぼ横ばいで推移している。
市内で活用できる障害福祉サービ
ス等に限りがあるため、必要な
サービスが行き届かない状況にあ
る。

身体障害者　R4：1,419名
R5：1,383名

療育・精神　R4：612名
R5：636名

※R6は、現在、国において確定
作業中

①障害者地域活動支援センター及
び地域生活ホームの支援のレベル
アップを図るため、国県や関係機
関が主催する研修を積極的に受講
し、適切な福祉サービスの提供に
繋げていく。
②「長崎県障害者スポーツ大会」
や「ながさきピース文化祭」への
参加を支援し、障がいのある方の
社会参加を促進する。
③障害者の就業面と生活面の一体
的な相談・支援を行う「障害者就
業・生活支援センター」の設置に
向けて、障害者地域自立支援協議
会等の中で協議する。

【年度末】

離島である本市では、人口減少や
人材確保等の問題で、福祉施設や
提供できるサービスの種類が少な
い状況にある。
限りある資源の中で、障がいのあ
る方が、地域で自立し、安心と生
きがいのある生活が営めるよう、
各種サービスの提供、社会参加の
促進、優しい社会の実現を図って
いくには、関係機関との連携強化
と職員の質の向上が必要である。

①研修の受講回数等の目標
・ヒアリハット委員会　　年2回
・感染症予防対策会議　　年1回
・障がい者虐待防止等研修

年1回
②社会参加促進の目標
・障害者スポーツ大会参加者数

 45名
・文化祭出展作品数 　　90作品
③センター設置に係る協議 年1回

①職員の質を向上し、適切な福祉
サービスの提供を行う。
②県障害者スポーツ大会参加者数
とながさきピース文化祭出展作品
数は、R6の実績から設定。
・R6スポーツ大会参加者数

 41名
・R6ピース文化祭出展作品数

 82作品
③障害者就業・生活支援センター
を設置し、障害者の就業面と生活
面の一体的な相談・支援を行う。

マイナンバー
カード交付事務
の適正な処理

カテゴリ

①マイナンバーカード交付事務を
適正かつ迅速に処理する。
②R6の実績から設定。
・R6出張申請サポート利用者数

 196名
・R6末カード保有率  82.9％

【課題】 【年度末】

出生や紛失・破損等による再交付
希望者を対象とした特急発行、国
外転出者向けのマイナンバーカー
ドの交付など、マイナンバーカー
ドに関する事務は、年々、業務が
煩雑化している。
また、カード及び電子証明書の更
新時期が到来したことでも職員の
負担が増大しているため、業務運
営の改善を図る必要がある。

①課内研修の開催数　年1回
②出張申請サポート事業の目標
・出張申請サポート利用者   200名
・マイナンバーカード保有率  84％

安定化

【中間】

マイナンバーカードの交付事務に
ついては、通常のカード交付事務
に加え、特急発行や国外転出者向
けマイナンバーカードの交付が開
始され、更にカード及び電子証明
書の更新時期が到来したことによ
る事務量の増加で、職員の負担が
増大している状況にある。

①マイナンバーカードの交付事務
を、迅速かつ適正に行うため、課
内研修など情報共有の機会を設
け、職員の事務処理能力の向上及
び業務運営の改善を図る。
②出張申請サポート事業を実施
し、マイナンバーカードの保有率
を上げる。

【現状】
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑤

⑥ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

令和 7

部 局 名 市民部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 いきいろ子ども未来課 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
38 71 109

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

安定化

妊産婦及び乳幼
児の健康づくり
と切れ目ない支
援

カテゴリ

【目標の設定理由】

①目標R6：98％で設定し、達成
率95.9％であった。産後の支援充
実を図り、達成率上昇に期待す
る。
②母子保健は対象すべてを把握
し、適切な支援につなぐまたは情
報共有に努めるため100％とす
る。

①妊娠期からの切れ目ない支援を
行っているが、子育ての状況アン
ケートによる「産後等に指導・ケ
アを十分受けることができたと回
答した者の割合」は94％であ
り、目標98％に至らない。産後
の支援の充実、ニーズ把握や資源
充実が必要と思われる。
②５歳児発達相談事業は次年度就
学予定児を対象に実施してきた
が、就学に向けては配慮を要する
幼児の早期支援及び保護者への相
談支援の早期対応が必要であるた
め、対象を１学年早める必要があ
る。

①産後等に指導・ケアを十分受け
ることができたと回答した者の割
合　98％
②５歳児発達相談事業チェックリ
スト実施率　100％
配慮を要する幼児の把握と相談支
援実施率　100％

こども家庭センターにより包括的
に支援。母子保健機能において、
妊産婦と乳幼児の健康の保持増進
に関する健康診査事業や相談事業
等を実施している。また、実情把
握を行い、妊娠期から子育て期に
わたるまで、切れ目なく、漏れな
く支援する体制づくりに努めてい
る。

①妊娠期から関係構築に努め、実
情把握を行い、伴走型相談支援を
継続する。利用可能なサービス等
の情報提供、助産師・保健師等の
専門職による支援体制を維持す
る。また、産後の支援の充実や子
育て世代のニーズを把握する。
②５歳児発達相談事業対象を次年
度就学予定児から年度内５歳に達
する児へ移行する。実施にあたっ
ては、関係機関との連携体制を整
理する。

【現状】 【中間】

壱岐市内の認定こども園数は令和
6年度末現在において石田こども
園1施設のみとなっている。
R7～R11で新たに更新された壱岐
市総合計画及び壱岐市こども計画
並びに新設された教育振興基本計
画に則った公立幼稚園・保育所の
統合を進める必要がある。

地域の実情を踏まえ乳幼児期から
就学までの子育て環境の充実を図
るため、幼児教育・保育の量、質
の確保と適正な施設運営を図るた
め、関係機関と連携を図りながら
認定こども園の設置にむけた取り
組みを進めていく。
そのためにも、今年度中に認定こ
ども園整備計画の策定を目指す。

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

【課題】 【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

中長期

認定こども園の
整備

カテゴリ

現状として1施設のみとなってい
るため、少なくとも5年以内に、
もう1施設開設とする。

【課題】 【年度末】

関係部署と調整を図りながら認定
こども園の設置を目指さなければ
ならない。

令和11年までに2施設
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

令和 7

部 局 名 市民部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 いきいろ子ども未来課 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
38 71 109

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

⑦ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑧ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【課題】 【年度末】

研修に参加するためのシフトを調
整する必要があり、限られた人員
の中での調整が課題である。
保護者が保育所等職員へ気軽に相
談できる環境づくり（信頼性構
築）が重要である。

①研修の受講率50％
②相談解決率80％

【現状】 【中間】

人員について、現状の施設基準は
充たしているものの、質の高い教
育・保育の提供を図るためには今
以上に、保育所保育指針や認定こ
ども園教育・保育要領の更なる習
得に努める必要がある。
保育所職員は、これまでも保護者
とのかかわりについては、可能な
範囲で対応してきた部分がある
が、今後更に質の高い教育・保育
を提供するためには、保育所と保
護者等との信頼性の構築すること
が重要である。それぞれの職種
（保育士・看護師・栄養士・調理
師など）における専門性を認識
し、情報の共有、協働と扶助が必
要である。
子どもや保護者等とのかかわりの
中で常に自己を省察していくこと
が重要である。

教育・保育要領の研修会や研究会
に積極的に参加し、職員の質の向
上を図る。研修会等参加後は、園
内や保育士会などを通して、全職
員への伝達講習を実施すること
で、職員の教育・保育の質の向上
を図る。併せて、保育施設等への
定期的な訪問支援及び助言指導等
を行える幼児教育アドバイザーを
いきいろ子ども未来課内に配置し
ており、幼児教育の更なる質の向
上保育力の向上を図っていく。
入所児童と保護者、その家族環境
について、職員間で共通理解を図
りながら個々に応じた育児等のア
ドバイスを的確に行う。良好なコ
ミュニケーションづくりに努め信
頼関係を築き、身近な相談窓口と
しての役割を果たす。

組織強化

良好な保育環境
づくり

障害児通所支援事業並びに障害児
相談事業を壱岐こどもセンターで
展開している。

①外部研修会へ積極的に参加し、
専門性を高め意識向上を図る。
又、参加することで外部機関との
より良い連携を深める。
②放課後等デイサービスの再開に
ついて関係機関、市民へ周知す
る。

カテゴリ

①研修については、全ての職員が
受講することが望ましいが、一人
の職員が受講することによって、
受講できなかった職員との伝達講
習を行うことで共通認識のもと教
育・保育に当たることができる。
②保護者からの意見をスマート
フォン等で24時間受付可能とす
るDXの導入を目指す。

【現状】 【中間】児童発達支援の
推進強化

①壱岐こどもセンター職員の専門
職への意識向上。
②親子療育としての放課後等デイ
サービスのニーズがあるため。カテゴリ

【課題】 【年度末】

 支援を必要とする児童や保護者
のニーズを把握し,関係機関との
連携を図りながら支援していく必
要がある。

①外部研修の受講率30％
②壱岐こどもセンターの放課後等
デイサービスの利用　２名

組織強化
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

令和 7

部 局 名 市民部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 いきいろ子ども未来課 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
38 71 109

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

⑨ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

カテゴリ

①今年度については、まずはネッ
トワーク体制を開始して、会員の
問題等を解決していく為の推進体
制図を作成する必要がある。
②新たにこどもの居場所づくり
ネットワーク化を行うため、最低
でも各町２・３件程度会員獲得が
必要である。

【課題】 【年度末】

　市内のこどもの居場所として運
営されている民間主体のネット
ワーク構築が求められる。

また、国・法人団体による、こ
どもの居場所に関する助成等も今
後活用していく必要がある。

①こどもの居場所づくりネット
ワークによる推進体制図の作成
②こどもの居場所づくりネット
ワーク会員を10件

【現状】 【中間】

令和5年12月22日、「こどもの居
場所づくりに関する指針」が閣議
決定された。こども家庭庁のリー
ダーシップのもと、こども・若者
の声を聴き、こども・若者の視点
に立った居場所づくりを推進して
いくことが求められている。この
ような中、市内にこどもの居場所
として運営されている場所が少な
い状況である。

　地域のニーズを把握、資源の発
掘・活用、地域で居場所を求める
こどもを居場所につなげる等、地
域の居場所全体のコーディネート
を行い、安定的で質の高い居場所
運営において必要となる運営資金
のやりくりや人材の採用・育成等
の組織経営をサポートする。その
ためにも、まずは市主体となった
連携・協力して取り組む体制づく
りにより、こどもの居場所づくり
に取り組む団体及び子育てを支援
する団体のネットワーク構築を行
う。
　これらの取組により、地域ぐる
みで安心して出産から子育てがで
きる環境づくりにつなげる。

新規事業

こどもの居場所
づくり推進
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑩

⑪ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑫ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑬ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

計

令和 7

部 局 名 市民部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 保護課 正     規 フルタイム

8

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況
● 組織目標・取組内容・達成状況

8 0

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

【目標達成(未達成)の要因】

市内の雇用情勢が厳しい中で、被
保護者の能力や条件に見合った就
労先の不足並びに被保護者の就労
意欲の低い者がおり、就労による
自立が極めて困難な状況である

就労支援員同行による訪問等面接
とハローワークの情報の活用及び
ハローワーク連携による被保護者
就労支援事業等を活用し、就労へ
つなげる。

【現状】 【取組内容】 【中間】

【年度末】 【更なる改善案】

生活保護制度への依存が続くと就
労意欲が減退するため、就労支援
で機会を逸せず、就労意欲の維
持。

計２名の就労開始

被保護者の就労に関わる状況と市
内の雇用情勢（職種含む）

【課題】 【数値目標】

【中間】

　生活保護費全体の６割強を医療
扶助が占めており、今後も被保護
者の高齢化に伴い医療扶助の増加
が予測される。

レセプト点検により、該当者を発
見し、医師の意見を徴収。該当者
の自立支援医療の活用に繋ぐ。

カテゴリ

カテゴリ

【目標の設定理由】

安定化

被保護者の医療
扶助の適正化

【現状】

自立支援医療制度の活用が必要で
あるが、被保護者の申請や更新の
失念、病状重篤化による新規該当
者になったことを分からず申請し
ていない状況が見える。

該当者調査　年度内２回

安定化

被保護者の就労
による自立促進

【現状】 【中間】

被保護者には、毎年度初回の訪問
時に、いかなる収入についても報
告の義務があると説明・指導して
いるが、依然として収入申告漏れ
があり、結果として不正受給と
なっている。

年度の初回訪問時に、全世帯を対
象として、収入申告の義務につい
て説明・指導を実施する。被保護
者間の公平性を確保するため、不
正受給の早期発見と未然防止のた
め課税調査を徹底する。

状況把握に概ね対応できる期間

【課題】 【年度末】

カテゴリ

【現状】

組織強化

カテゴリ

【中間】

ケースワーカーは、被保護者世帯
の課題解決や自立に向けて、援助
方針に基づいた援助等を展開する
ことを目的に、訪問調査活動を実
施している。

訪問面接に問題等があれば、電話
等により訪問予定日を取り付け
る。また、査察指導員と連携し、
必要に応じてケース診断会議を開
催し、早期の解決を図る。

保護費の不正受
給対策

【課題】 【年度末】

被保護者間の公平性を確保するた
めに、不正受給の早期発見と未然
防止

被保護者世帯への制度説明100％
課税調査を７月末までに実施

制度説明は必ず行うこととする。
課税調査は年度内早期の実施によ
り事後の事務に繋ぐため。

組織強化

【課題】 【年度末】

訪問実施に難がある世帯（多不
在、手紙不読、連絡なしなど）が
あり、ＣＷが何度も訪問してい
る。業務が多岐に渡るため、訪問
だけに傾注することは不可能

訪問実施規定回数の85％

家庭内訪問面接の規定ラインを参
考とした設定

被保護者の訪問
調査活動の強化
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑭

⑮ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

⑯ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑰ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

カテゴリ

安定化 R4～R6市税等徴収月報の数値に
より目標を設定

税未納額の縮減 【現状】

令和 7

部 局 名 市民部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 税務課 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
19 3 22

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

【更なる改善案】

未申告の解消
地方税申告の電子化への対応
電子申告の推進

令和7年4月～令和8年3月計画

市民税等の課税
の適正化・効率
化

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

・市民税等の課税資料の的確な把
握と適正課税のため、未申告者の
解消に向けた申告指導を行う必要
がある。
・申告書作成について電子化へ向
けた取組をさらに推進する必要が
ある。また、今年度から個人住民
税の申告電子化が導入されること
から、利用促進および情報収集に
向けて適切に対応していく必要が
ある。

・未申告者への文書及び訪問によ
る申告指導等の解消に向けた取り
組み
・本年度導入の個人住民税申告電
子化に必要な事務等
・電子申告推進の広報

【課題】

カテゴリ 【目標の設定理由】

安定化 通年をかけて取り組む

【数値目標】 【年度末】

【年度末】

令和7年4月～令和8年3月計画

【課題】

固定資産の評価
及び課税の適正
化

【現状】

カテゴリ 【目標の設定理由】

【中間】

・自治公民館等からの情報収集
・異動登録データのダブルチェッ
ク
・実地確認調査

安定化 通年をかけて取り組む

航空写真等の活用や各種情報収集
により課税客体の正確な把握及び
評価替えを正確に行うことで、納
税者の信頼を損なう事がないよう
適正な課税に努めているが、解家
等が把握しきれない場合がある。

家屋等課税客体の正確な把握

【年度末】

・債権管理委員会（7月・1月）
の開催
・債権管理研修会を1回以上実施

【中間】

・財産調査による滞納処分の実施
・ファイナンシャルプランナーを
活用した滞納整理
・徴収困難事案を含む高額案件に
ついて、長崎県地方税回収機構と
協働した、集中的滞納整理
・口座振替の推奨等による自主納
付推進

【中間】

債権管理体制の強化を図るため、
債権管理室を設置し、後期高齢者
医療保険料及び介護保険料の二つ
の債権について一元管理を行って
いる。
また、これら以外の公債権及び私
債権についても、債権管理室が各
担当課に対し指導・助言を行い、
滞納処分等の専門的な知識の習得
や事例等の情報共有、債権管理に
対する全庁的な問題意識の共有が
必要。

・各課債権管理担当部署への債権
管理に関する指導助言及び債権管
理委員会の開催
・債権管理研修の実施

【年度末】

R7徴収率達成目標
(8月末)
現年分 市税59%、国保32%
滞繰分 市税8%、国保8%
(2月末)
現年分 市税94%、国保80%
滞繰分 市税15%、国保14%

【課題】

【課題】

納期内に納税している大多数の納
税者との公平性を保つためにも、
収納率向上と滞納額削減に取り組
む必要があるが、物価高騰等の影
響により市民生活が厳しさを増す
中、市税等の徴収環境も依然とし
て厳しい状況が続いている。

※滞繰分の徴収率(3月末)
市税：R5 16.26% → R6 16.03%
国保：R5 14.93% → R6 14.00%

滞納額削減

債権管理の適正
化

【現状】

滞納処分等の専門的な知識の習得
や事例等の情報共有、債権管理に
対する全庁的な問題意識の共有

カテゴリ

安定化 壱岐市債権管理計画により目標を
設定
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑱ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑲ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

0 2 2

振り返り

振り返り 改善策中間

令和 7

部 局 名 郷ノ浦支所 職　　　員　　　数

機構改革により高齢者福祉に関す
る取扱業務が増えた。

来庁者への声掛け、用件の聞き取
り、関係部署への案内、申請書類
の受付、精査、進達等を迅速・適
正・公平に行う。

課 ・ 支 所 名 郷ノ浦支所 正     規 フルタイム 計

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 年度末

● 組織目標・取組内容・達成状況

関係機関との業
務連携強化

カテゴリ

組織強化

【課題】 【年度末】

迅速・適正・公
平な窓口対応

カテゴリ

安定化

来庁者が１番多い支所であるが、
フルタイム職員は２名のみのた
め、日によっては、窓口対応職員
が不足となる。

クレーム０件

【現状】 【中間】

【現状】 【中間】

年金制度・各種保険制度・環境・
農林水産・建設・上下水道などの
申請、連絡窓口となっている。

各種申請を受理し、記載内容を精
査後、関係部署・関係機関へ送付
する。

【課題】 【年度末】

年金関係については、専門知識が
必要であり、スペシャリストの育
成が必要と考える。

２日以内

支所での完結書類はないため。
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令和 年度　部局行動目標

● 部局の組織構成

1 人 人 人

2 人 人 人

3 人 人 人

4 人 人 人

5 人 人 人

6 人 人 人

人 人 人

● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）

● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

〇施策の効果的な実行のため、各部門が横断的に連携できる体制づくりを強化します。
〇施策ごとに必要な知識・スキルを学ぶ研修を開催し、実務に直結する人材を育成します。
〇保健師・栄養士人材育成計画に基づき、すべての保健師・栄養士がそれぞれに育ちあい、専門職として資質の向上を図
ることができる職場を目指す。
〇地域の総合窓口である支所・事務所は、関係部署と連携し、市民サービスの向上を図る。

計 53 33 86

※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

0 6

芦辺支所 2 5

【目指す姿】

【施策面】

【組織面】

　今を生きるすべての市民が日々を健やかに過ごし、将来にわたって安心して暮らし続けられるよう、私たちは予防重視
の健康づくり、生活習慣病・フレイルの予防、高齢者や支援が必要な方への介護・生活支援を計画的に推進します。
　同時に、次世代に豊かな自然と安全な環境を引き継ぐため、自然環境の保全及び資源循環と廃棄物の適正処理を持続す
る環境整備を進め、持続可能で安心な暮らしの基盤を築きます。

〇保健・医療・介護及び生活支援の充実を図り、市民が生涯にわたり健やかで安全・安心に暮らせる社会づくりを推進す
る。
〇令和５年度に策定した健康づくり計画・第３期データヘルス計画及び壱岐市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画
に基づき、各関係機関や地域と連携・協議による健康づくりと生活習慣病予防、フレイル予防の推進と強化に努める。
〇島の自然環境の保全と4R運動を推進し、資源循環型の島づくりを目指す。また、保健所・民間組織と連携し、長崎県が
推進する「動物殺処分ゼロプロジェクト」の実現に向けて取り組んでいく。

7

イキイキ長生きできる安心な暮らしの実現に向け、健康づくり、生活支援、環境保全を一体的に推進します。

【ステートメント】

健康増進課 11 1 12

老人ホーム 12 18 30

環境衛生課 6

正     規 フルタイム 計

保険課 8 6 14

部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

長寿支援課 14 3 17

7

部 局 名 保健環境部

部 局 長 名 　村田　靖

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

職 員 数

所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

① 国保財政基盤の安定化

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

② 国保資格適用適正化

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

安定化＜２＞健康・医療の体制づくり

①健康づくりの推進

③ マイナ保険証利用登録及び利用推進

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

効率化＜２＞健康・医療の体制づくり

②地域医療体制の充実

安定化＜２＞健康・医療の体制づくり

①健康づくりの推進

保険課
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重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル） 所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

①健康づくりの推進

⑯
壱岐市国民健康保険の特定健診・保健指
導の推進

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

安定化＜２＞健康・医療の体制づくり

①健康づくりの推進

⑬
市民の健康づくりと生活習慣病予防の推
進

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

安定化

健康増進課

＜２＞健康・医療の体制づくり

①健康づくりの推進

⑭ 心の健康づくりと自殺対策の推進

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

中長期＜２＞健康・医療の体制づくり

①健康づくりの推進

⑮
感染症予防と安全で円滑な予防接種の推
進

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

⑰ 風通しのよい職場環境と人材育成

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

組織強化＜２＞健康・医療の体制づくり

①健康づくりの推進

安定化＜２＞健康・医療の体制づくり

老人ホーム

総合的な相談体制・ケアマネジメント機
能の充実

⑧

健康づくりに関する意識啓発

心と体の健康づくり事業の推進⑦

⑥

中長期＜４＞高齢者福祉の充実

③安心の暮らしづくり

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

組織強化＜４＞高齢者福祉の充実

④高齢者介護サービスの充実

⑫
老人ホームの適切な運営及びサービス提
供体制の確保

⑪ 虐待防止・権利擁護

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

安定化＜４＞高齢者福祉の充実

①社会参加と生きがいづくり

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

中長期＜４＞高齢者福祉の充実

③安心の暮らしづくり

⑩ 認知症対策の推進

⑨
社会参加・外出支援と活躍できる場づく
り

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

中長期＜２＞健康・医療の体制づくり

①健康づくりの推進

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

安定化＜３＞地域共生社会の実現

①SOSを発見し「安心」を形にするまちづく
り

④ 介護給付費の適正化

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

効率化＜４＞高齢者福祉の充実

④高齢者介護サービスの充実

⑤ 介護人材の確保

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

効率化＜４＞高齢者福祉の充実

④高齢者介護サービスの充実

長寿支援課

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

中長期＜２＞健康・医療の体制づくり

①健康づくりの推進

保険課
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重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル） 所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

㉒ 窓口業務の機能・接客マナーの向上

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

組織強化

芦辺支所

＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

㉓ 収納業務の効率化

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

効率化＜２＞持続可能な財政基盤の構築

①効率的且つ計画的な財政運営

㉔
地域活動の活性化とまちづくり協議会の
支援

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

組織強化＜１＞持続可能なコミュニティの形成

①まちづくり協議会による協働のまちづくり

環境衛生課

＜１＞循環型社会の構築

②廃棄物の適切な処理

⑲ 自然環境の保全

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

中長期＜１＞循環型社会の構築

①環境にやさしい社会の構築

⑳ 地球温暖化防止活動の推進

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

中長期＜１＞循環型社会の構築

①環境にやさしい社会の構築

㉑ 動物の愛護

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

安定化＜１＞循環型社会の構築

①環境にやさしい社会の構築

⑱ 廃棄物の適正処理

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

中長期
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

①

② 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

③ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

④ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

● 組織目標・取組内容・達成状況
8 6 14

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 保健環境部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 保険課 正     規 フルタイム 計

保険税未納である被保険者のう
ち、特別療養費の対象となる被保
険者に対して税務課とは別に納付
督励を通知し、納付を促し、特別
療養費対象者の減少を図る。

【課題】

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

【課題】 【年度末】

カテゴリ

【目標の設定理由】

　R9更新時に特別療養費対象者
ゼロを目標とするために33%とし
た。

【現状】

被用者保険の扶養要件を満たして
いるにも関わらず、国保被保険者
となっており、少ない保険税負担
で多額の医療費が必要になるなど
財政運営に影響を及ぼすおそれが
あるため、国保資格の適正化が必
要である。

勧奨対象者のうち、5割の世帯が
被用者保険被扶養者に移行するこ
とを目標とする。

カテゴリ 制度を承知したうえで、被用者保
険被扶養者としない事例もあるこ
とから目標を半数と定めた。

国保財政基盤の
安定化

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

貴重な自主財源と税負担公平性の
確保のため、保険税未納である被
保険者に対して納付督励を実施
し、保険税の確実な収納に繋げ
る。

R7更新時に、R6更新時の47世帯
から33%減少の31世帯を目標とす
る。

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

高齢化、若年層・働き盛り世代の
転出、社会保険適用拡大の施策の
影響により、被保険者の減少と国
保被保険者の高齢化が進み保険税
を支える層が減少している。
65歳以上の被保険者の割合46.3%

【中間】

被保険者の高齢化、医療技術の高
度化などの影響により1人当たり
の医療費が増加傾向にある。

被用者保険の被扶養者の要件を満
たす国保被保険者に対して、適用
適正化を求める勧奨を年に1回行
う。

安定化

国保資格適用適
正化

マイナ保険証利
用登録及び利用
推進

安定化

【課題】 【年度末】

マイナンバーカードの安全性に不
安を持つ方が一定数居ることか
ら、適切な周知を行う。また、マ
イナ保険証の利用登録をせず、資
格確認書のままの場合、年1回の
更新時の事務負担が軽減されな
い。

国保システムより抽出した情報に
より80%以上の登録率を目指す。

【現状】 【中間】

マイナンバーカードの保険証との
一体化が開始され、医療機関も利
用を促していることから、マイナ
保険証利用登録を進める。

マイナンバーカードの安全性、マ
イナ保険証の利便性を周知し、マ
イナ保険証の利用登録及び利用を
推進する。
R7.4.1時点
　被保険者5,636名
　うち登録者4,074名（72.3%）

カテゴリ R7.4.1時点の未登録者1,562名の
うち30%を新たな登録目標人数
（468名）とした。

【現状】 【中間】

　高齢化の進展に伴い、介護給付
等に要する費用が増大している。
　R4　 　2,884.4百万円
　R5　 　3,067.4百万円
　R6(見込) 3,124.8百万円

①すべての介護認定調査票の点検
を実施する。
②介護保険サービスの全利用者
へ、介護給付通知書を発送する。
③介護情報と医療情報との突合を
実施する。
④市内の居宅支援事業所の介護支
援専門員が作成したケアプランの
点検を実施する。
⑤地域密着型介護サービス事業所
の実地指導を実施する。

カテゴリ 取組内容の①、②については
100％実施することが必要である
ため。

効率化

効率化

介護給付費の適
正化

【課題】 【年度末】

　介護認定の適正化を図り、介護
サービスが必要とされる方に必要
なサービスの提供ができるように
する必要がある。（不必要な方へ
のサービス提供や過剰なサービス
を抑える必要がある。）

・介護認定調査票の点検実施率
100％
・介護給付通知書の発送率100％
（死亡、転出等除く）
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

● 組織目標・取組内容・達成状況
8 6 14

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 保健環境部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 保険課 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

⑤ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

カテゴリ

これまでの実績の入学者数に３割
程度の増加を目標とし、その増加
分は市内へ就職することを目標と
する。効率化

介護人材の確保

【課題】 【年度末】

　こころ医療福祉専門学校壱岐校
の入学者数を確保し、新たな介護
人材を養成する必要がある。ま
た、卒業生の市内就職者数を確保
する必要があるが、外国人留学生
は市外の事業所からの紹介により
入学していることから、市内事業
者の外国人受け入れ体制を支援す
る必要がある。

・R8年度のこころ医療福祉専門
学校壱岐校の入学者数23人（+5
人）
・R9年度卒業生(=R8入学生)のう
ち市内就職者数12人（+5人）
※いずれも外国人を含む。

【現状】 【中間】

　超高齢化社会を迎えた中、介護
人材は全国的に不足しており、外
国人を含めた介護人材を奪い合う
ような状況にある。また、こころ
医療福祉専門学校壱岐校を卒業
後、外国人留学生は、ほぼ市外へ
就職している。

①介護福祉士の資格取得を目指す
学生に対して、修学支援金、家賃
補助金、帰省費用補助金、生活費
補助金の交付等を行う。
②市内の介護福祉士養成校を卒業
後、１年以内に介護福祉士登録簿
に登録して、市内の事業所におい
て正職員の介護福祉士として特定
業務に従事する者に対して助成す
る。
③上記の支援事業に加え、市内事
業者からの委託訓練生及び外国人
留学生の受入に対する補助金を創
設するため、こころ医療福祉専門
学校と協議を行う。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑥

⑦ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑧ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

安定化

総合的な相談体
制・ケアマネジ
メント機能の充
実

中長期

カテゴリ

令和 7

部 局 名 保健環境部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 長寿支援課 正     規 フルタイム 計

【課題】

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
14 3 17

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

中長期

健康づくりに関
する意識啓発

【課題】 【年度末】

カテゴリ

【目標の設定理由】

第9期介護保険事業計画では、R7
年度の目標値は150件であり、過
去2年の実施数平均は182件であ
り、達成している。そのため、今
年度の介護予防教室目標値を200
件とし、目標の維持または増加を
図る。
介護予防教室参加者数も過去2年
の平均2,082人を維持できるよ
う、2,100人とした。

【現状】

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

介護が必要となった原因は、脳血
管疾患、骨折転倒によるものが多
い。介護予防教室において、骨折
予防や生活習慣病予防について、
周知啓発し高齢者が自ら活動に参
加し、介護予防に向けた取り組み
が主体的に実施されることが必要
である。

介護予防教室実施数：200件
介護予防教室参加者数：2,100人

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

令和7年3月末時点の高齢化率は
40.0％である。
介護保険の1号介護認定率は、
23.0％であり、国、県、同規模と
比較して高い。2号介護認定率
は、県と比較して高く、原因疾患
の1位は脳血管疾患である。

介護予防や健康づくりに高齢者が
自ら活動に参加できるよう地域の
関係機関と連携し、介護予防教室
や健康づくりの取り組みを実施す
る。
健康教育・健康相談等を通じて、
介護予防に関する活動の普及・啓
発を行う。

・成果目標の前段階として、支援
に至るまでの過程を評価でき、可
視化もできるため。R5：1,356件

健診未受診者の重症化による医療
費増加を避ける為にも受診率の向
上が必要である。
令和5年度の健診受診率は24.8％
でH30のﾜｰｽﾄ１位からR5は10位
まで上昇している。※R6年度実
績は7月頃確定する。

R7年度受診率25％以上

カテゴリ

R7長崎県後期高齢者広域連合の
データヘルス計画の目標値は
24％であるが、R5で達成してい
る為、25％以上とした。

心と体の健康づ
くり事業の推進

【現状】 【中間】

介護・福祉・保健・医療・見守り
等に関する総合相談の窓口を包括
支援センター、社会福祉協議会
（4町）に設置しており、関係機
関との連携は進んでいるが、市民
への周知が十分に進んでいない。
（相談受付件数　R6　981件数）

①住民や関係機関からの情報を基
に訪問を行い、適切な支援につな
げる。
②地域ケア会議等で多職種の関係
者と顔を合わせることにより、相
談しやすい関係をつくる。

【中間】

糖尿病・高血圧・脂質異常症の３
疾病併存している患者の割合は、
健診未受診者が11.3％と受診者の
7.8％より1.4倍以上高い。

健康増進課等と連携し、健康寿命
の延伸を図る。健診チラシの全戸
配布・ホームページ・LINE等の活
用。介護予防教室・はつらつ元気
塾・健康キャンペーン等で健診受
診について呼びかける。

【課題】 【年度末】

個々の抱える問題が、多様化・深
刻化しないよう、早期発見し、早
期支援につなげる必要がある。

・総合相談件数（延数）1,400件
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

令和 7

部 局 名 保健環境部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 長寿支援課 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
14 3 17

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

⑨ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑩ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑪ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

カテゴリ

虐待防止・権利
擁護

中長期

安定化

社会参加・外出
支援と活躍でき
る場づくり

認知症対策の推
進

カテゴリ

カテゴリ

【課題】 【年度末】

正しい知識と倫理意識を理解する
ためには継続的な実施が必要であ
り、受講側の負担にもなりにくい
回数であるため。

高齢者の権利擁護の質と一貫性を
確保し、早期発見・適切な支援に
繋がるためには、市民や支援関係
者に向けた窓口周知の強化、関係
機関間の役割の明確化と連携体制
の整備、倫理意識と制度理解を高
める継続的な研修の実施等が必要
である。

関係機関向けの虐待防止・意思決
定支援に関する研修、講演会等を
年２回（上半期・下半期）以上実
施する。

高齢者の健康づくりと老人クラブ団体
入湯券による外出を促すため、交付率
向上を指標として設定する。

【課題】 【年度末】

高齢者が住み慣れた地域でつなが
りを持ち、生きがいを持って安心
して生活できる環境整備と、高齢
者の心身の健康づくりやこれまで
培った知識や経験を生かし、地域
の支え手として活躍できる社会参
加の促進を図る必要がある。

入湯優待券・はり灸等助成券交付
率：50％以上

認知症に対する正しい知識が浸透
していないと本人や家族が孤立す
る原因にもなるため、正しい知識
の普及啓発や認知症の早期発見、
早期対応、介護する家族への支援
が必要である。

R7年度認知症サポーター養成者
数　250人

壱岐市高齢者福祉計画・第9期介
護保険事業計画の目標値を設定す
る。

中長期

【現状】 【中間】

令和6年度末の65歳以上の高齢化
率は40％であり、高齢化率の上
昇が続いている。今後家族・地域
とのつながりの希薄化などによ
り、身寄りのない高齢者の単身・
夫婦のみ世帯を中心に、社会的な
孤立が増加していくことが懸念さ
れる。

高齢者が地域で安心して生活できるよ
うに敬老事業や地域での見守り事業を
推進する。地域の支え手として活躍で
きる社会参加のために老人クラブ活動
への支援、シルバー人材センターやま
ちづくり協議会のボランティア活動、
老人スポーツ大会への参加を促進す
る。
高齢者の健康増進を図るため、入湯優
待券・はり灸等助成券交付を行う。

【現状】 【中間】

・高齢化の進展に伴い、今後、認
知症高齢者数は増加することが予
測される。
・壱岐市高齢者福祉計画・第9期
介護保険事業計画のニーズ調査結
果では、認知症に関する相談窓口
を知らない人が6割を超えてい
た。

認知症サポーター養成講座や認知
症カフェ等を開催し、認知症に対
する正しい知識の普及と理解の促
進を図る。

【課題】 【年度末】

【現状】 【中間】

高齢者の権利擁護支援において、
包括支援センターと社会福祉協議
会（後見センター壱岐・中核機
関）において、相談窓口が設置し
ているが、市民や関係機関に十分
に周知されておらず、相談や支援
開始に送れる事例がある。
また、虐待防止、成年後見制度、
意思決定支援などに関する知識や
倫理意識に関係者間でばらつきが
あり、支援の対応や質に差が生じ
ている。

①相談窓口の周知強化
②高齢者権利擁護推進ネットワー
ク協議会の定期開催（年2回）
③関係機関向けの虐待防止・意思
決定支援に関する研修等の開催、
市民向け講演会等の開催
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑫

【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

令和 7

部 局 名 保健環境部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 長寿支援課　老人ホーム 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
12 18 30

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

介護保険の要介護認定者は、入居
者89名中62名と増加傾向にあ
り、入居者一人一人の心身の状態
に応じた質の高いサービスの提供
を行う必要がある。

各委員会実施回数：4回以上実施
各委員会研修回数：2回以上実施

老人ホームの適
切な運営及び
サービス提供体
制の確保

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

令和5年4月より一般型特定施設
へ運営形態の変更が行われた。日
常生活が自立されている方は養護
老人ホーム。介護が必要な方は特
定施設へ入居となり、それに対応
した職員の編成を行った。

・提供サービスの質の向上、事故
防止、万が一の自然災害に対応す
るため、運営上必須となっている
次の５委員会を定期的に開催す
る。
①事故防止委員会（2ｹ月に1回）
②身体拘束廃止委員会（2ｹ月に1
回）
③虐待防止委員会（3ｹ月に1回）
④災害対策委員会（3ｹ月に1回）
⑤感染対策委員会（3ｹ月に1回）
その他、各委員会が主催する研修
会を実施し、職員の資質向上を図
る。
・入居者からの苦情やご意見ボッ
クスへの投書があれば、早期に苦
情解決を図る。

【課題】

【課題】 【年度末】

【目標の設定理由】

令和3年度介護報酬改正による委
員会設置義務化による設定

【現状】

コロナウィルスやインフルエンザ
などの感染症予防策を平常時から
実施し、万が一、感染症患者の発
生時には、迅速かつ的確な感染拡
大の防止を図る必要がある。

10人以内に抑え込めるよう感染
症対策に取り組む

昨年度、コロナウイルスに入居者
27人が発症。

【現状】 【中間】

入居者は、日常生活が自立してい
る方から要介護者まで、生活レベ
ルや身体能力が一律ではないた
め、食事提供の仕方は様々であ
る。

①個々の入居者に応じた栄養量を
確保し、旬の食材を使用し、季節
感を感じる献立の作成。
②個々の状態に応じた食事形態
（普通食・刻み食・流動食）の提
供。
③栄養士による給食アンケート調
査を実施し、嗜好や食事の満足度
を図る。その結果をメニュー、食
事の提供方法に反映させる。
④食に関する意識の向上のため、
栄養士が栄養指導を行う。
⑤全職種による給食委員会を2ｹ
月に1回開催し、調理に関する課
題があれば改善策を協議の上、実
践する。

【中間】

令和５年５月に新型コロナウィル
スが第５類へ移行はしたが、感染
症に罹患すると、重篤化しやすい
基礎疾患を持つ入居者が多い。

・感染予防対策として、感染症患
者発生時には緊急的に開催し、そ
の後の感染拡大防止策の方針の取
決め、職員間の情報共有を図る。
・入居者の健康観察により、発熱
や喉痛等の症状がみられればコロ
ナウィルスとインフルエンザの同
時検査を実施し、陽性の場合は隔
離、受診などの必要な処置を行
う。
・嘱託医と感染者発生時に備え、
普段から緊密な連絡体制をとって
おく。また、協力医療機関である
長崎県壱岐病院と連携会議を開催
し、連携協定の見直し、整備を行
う。

【課題】 【年度末】

入居者の健康維持と増進のため、
個々の入居者のレベルに対応した
形態で、満足感のある食事を提供
する必要がある。

炭水化物：60％、脂質：25％
タンパク質：15％

カテゴリ

組織強化 高齢者の食事量目安による設定
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

令和 7

部 局 名 保健環境部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 長寿支援課　老人ホーム 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
12 18 30

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

⑫ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【課題】 【年度末】

口座情報の誤りが時折あるため、
入所及び退所等に伴う口座情報に
ついて確認を徹底し誤りのないよ
うにする必要がある。

収納率100%

老人ホームの適
切な運営及び
サービス提供体
制の確保

【現状】 【中間】

老人保護措置入所者負担金、扶養
義務者負担金、介護事業利用者負
担金の滞納を発生させないように
努める必要がある。

・令和7年度歳入予算である老人
保護措置入所者負担金（34,637千
円）、扶養義務者負担金（359千
円）、介護事業利用者負担金
（11,419千円）の収納率１００％
を維持する。預金残高不足により
口座振替ができない場合は、入居
者やその家族へ電話や文書により
催告し、納付を促す。

収納実績による設定

カテゴリ 専門学校との協議により年間4名
程度の受け入れ要請があっている組織強化

【課題】 【年度末】

介護の人材育成が必要である。 実習生4名以上の受入れ対応

【現状】 【中間】

当老人ホームを始め、市内の介護
施設では、介護の担い手である介
護士が不足している。
また、介護士の高齢化も進展して
いる状況である。

・介護福祉士専門学校と連携し、
介護福祉士の資格取得を目指す学
生（外国人含む）を実習生として
受入れ、当ホームの介護福祉士が
指導・助言を行い、介護技術や入
居者とのコミュニケーション等の
経験や知識を深めていただき、学
生が目標を達成できるよう支援す
る。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑬ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

カテゴリ 壱岐市健康づくり計画に基づいて
設定安定化

【課題】 【年度末】

・口腔の健康は、全身の健康に重
要な役割を持っており、全ての年
代において、歯科疾患の予防に向
けた取り組みや歯科医院での定期
管理につなげる必要がある。

・フッ化物塗布受診率：40.0%
・歯周疾患検診受診率：11.5%

【現状】 【中間】

（２）歯科保健の推進
・幼児のむし歯の有病率は、減少
傾向にあるものの、年度によって
増減がある。
・歯周疾患検診の受診率は10.7%
である。
・80歳で20本自分の歯を有する
者は、壱岐市において45.9%と増
加しているが県と比較すると低い
状態である。

・幼児のむし歯や歯肉炎の予防の
ため、歯科医院でのフッ化物塗布
を実施することで、かかりつけ歯
科医院での定期管理につなげる。
・むし歯予防の意識を高めるた
め、親子歯なまる教室やSNS、広
報誌等で周知啓発をする。
・歯周病の予防による健全な歯・
口腔の保持のため、生活歯援プロ
グラムを20・30・40・50・60歳
に実施し、歯周疾患検診の受診率
の向上を図るとともに、かかりつ
け歯科医と連携し、歯科定期管理
を促す。

・R6年度健康づくりの取り組み
をした協議会数（4協議会）以上
の実施
・R6年度訪問事業所数（24事業
所）以上の訪問
・R6年度の増加（900）以上の増
加（R7.4月時点1500）

・若い世代、働き盛り世代への健
康意識向上への取り組みが必要で
ある。
・運動習慣の定着や生活習慣の改
善など、市民一人一人が主体的に
健康づくりに取り組む働きかけが
必要である。

市民の健康づく
りと生活習慣病
予防の推進

【現状】 【中間】

【課題】 【年度末】

（１）健康づくりの推進
・「壱岐市健康づくり計画　健康
いき２１」を様々な場所で周知を
行い、健康づくりの推進を行って
いる。
・「R6年度長崎県版健康寿命の
評価指標」ではワースト２位では
あるが、得点はR5年度より13.2P
アップしている。また、健康づく
りアプリ内での歩数は県内１位を
キープしており、少しずつではあ
るが健康意識の向上がみられる。

・壱岐市の健康課題を自分事とし
て捉えてもらうため、自治公民館
やまちづくり協議会等の地域や事
業所等の職域に出向き、健康教育
や健康相談を行う。
・運動習慣定着のため、ながさき
健康づくりアプリ「歩こーで！」
を活用したイベントを実施する。

・健康づくりの取り組みを行うま
ちづくり協議会数：５協議会以上
・事業所訪問：２５事業所
・「歩こーで」のダウンロード数
を2,500

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
11 1 12

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 保健環境部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 健康増進課 正     規 フルタイム 計
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
11 1 12

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 保健環境部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 健康増進課 正     規 フルタイム 計

⑬ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑭ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】カテゴリ

中長期 第２次壱岐市いのち支える自殺対
策計画に基づいて設定

【課題】 【年度末】

精神の相談等について、家庭内等
複合的な課題を抱えるケースが増
えているため、母子から高齢者ま
で多職種での関係機関との連携が
必要である。

・自殺死亡率-19.6
・ゲートキーパー養成講座受講団
体-10団体以上

カテゴリ

安定化 壱岐市健康づくり計画に基づいて
設定

心の健康づくり
と自殺対策の推
進

【現状】 【中間】

(現状)
さまざまなストレスから心身の不
調を抱える方は増加傾向にあり、
心の健康づくり対策が重要であ
る。自殺死亡率は、R6年に32.8と
昨年と比較し増加しており、近年
は増減を繰り返している。

・自殺対策計画（第2次）の推進
のため、関係部署や関係機関と横
断的な連携を図る。（合同会議・
モニタリングを実施し、推進状況
を確認する。）あわせて、ゲート
キーパー養成講座を開催し、企業
や地域団体におけるこころの健康
づくりを推進する。
・関係機関との連携強化のため、
精神関係者連絡会を開催する。

【課題】 【年度末】

・がん検診の必要性や受診方法に
ついて周知啓発を行い、がん検診
受診率と精密検査受診率の維持向
上が求められる。

・胃がん検診-25.0％
・肺がん検診10.0％
・大腸がん検診-10.0％
・子宮頸がん検診-25.0％
・乳がん検診-25.0％
・精密検査受診率-80.0％

・食育推進に係る担当者会議の開
催：食育推進計画の推進のための
必要な数
・みそ汁塩分測定：会員数の1.5
倍
・実践講座参加率：1講座 12～16
人の参加
・情報発信の回数：昨年以上の発
信数（R6 月2.2回）

【現状】 【中間】

（４）がん検診事業
・壱岐市のがん検診受診率と精密
検査の受診率は横ばい傾向である
が、全体的に国や県の受診率を上
回っている。

・がん検診の受診率及び精密検査
受診率の向上のため、個別検診と
併せて集団検診を実施する。
・未受診者に対して、個別に再勧
奨通知を郵送する。広報やSNSを
活用し、周知方法を工夫する。
・精検受診勧奨や未受診者への再
勧奨を実施する。

【課題】 【年度末】

・すべてのライフステージにおい
て更なる「食育」を推進し、食育
への関心を高める必要がある。
・尿中摂取食塩量が依然として高
く、減塩の取組継続が必要であ
る。
・具体的な減塩方法を分かりやす
く伝えるため、様々な手段を使っ
て、啓発する必要がある。

・食育推進に係る担当者会議の開
催：2回/年
・みそ汁の塩分測定：200件
・実践講座参加率：40％
・情報発信の回数：月2.5回以上

市民の健康づく
りと生活習慣病
予防の推進

【現状】 【中間】

（３）食育の推進
・食育は体の健康にかかせないも
のであるが、食育の関心度は
65.3％である。
・健康づくりに関するアンケート
では、約8割が減塩を意識してい
るが、実践できているのは約4割
にとどまっている。
・R6年度の尿中摂取食塩量は平
均9.34g/日で日本人の食事摂取基
準の目標値（男性:7.5g、女
性:6.5g）を約2g上回っている。

・食育の推進を図るため、関係部
署や機関と協議、連携の会議を開
催する。
・地域でのヘルスメイトによるみ
そ汁の塩分測定を推進する。
・実践講座の内容を見直し、ヘル
スメイトの参加率を上昇させ、よ
りよい減塩・食育の啓発に繋げ
る。
・出前講座や広報誌、SNS等を通
じて具体的な減塩方法を啓発す
る。
・店舗での減塩ＰＯＰ掲示や減塩
商品の推進により、社会環境づく
りを進める。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
11 1 12

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 保健環境部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 健康増進課 正     規 フルタイム 計

⑮ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑯ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【課題】 【年度末】

初回面接につながらないことが、
特定保健指導実施率の低下の原因
でもあるため、初回面接につなが
る取り組みが求められる。

特定保健指導実施率：62％

カテゴリ

第3期壱岐市国民健康保険保健事
業実施計画で設定した最終目標値
を上回ったため、R5確定値以上
を設定安定化

【現状】 【中間】

（２）特定保健指導事業
令和5年度特定保健指導実施率は
令和4年度と比較すると増加して
いる。しかし、特定保健指導を拒
否される方も多く、初回面接につ
ながらない。
R5確定値：61.7％
R6未確定値：初回面接61.5％
（3月末）

・関係機関との連絡会や研修会を
開催し、関係者の連絡強化とスキ
ルアップを図り、対象者に実行性
のある、効果的な保健指導を実施
する。
・ICTを活用した予約や面接等の
体制を整備し、対象者に合わせた
保健指導を実施する。

【課題】 【年度末】

特定健診の継続受診と新規受診者
の掘り起こしが求められる。ま
た、若い世代の受診意欲を向上す
る取り組みが求められる。

特定健診受診率：48％

第３期壱岐市国民健康保険保健事
業実施計画に基づいて設定

壱岐市国民健康
保険の特定健
診・保健指導の
推進

【現状】 【中間】

（１）特定健診事業
コロナ禍において特定健診受診率
が低下し、その後、受診率が回復
できていない。また、若い年代の
受診率が低い。
R5確定値：43.6％
R6未確定値：39.7％（3月末）

・受診率向上対策事業（未受診者
アプローチや広報等）の見直しを
実施し、事業の強化推進を図る。

安定化

【課題】 【年度末】

・新たに定期接種となる予防接種
（帯状疱疹ワクチン）について情
報提供を行い、円滑に始められる
ように調整する。また、令和7年
度まで経過措置期間を設けられた
HPVキャッチアップ接種について
周知が必要である。
・壱岐市新型インフルエンザ等対
策行動計画の改定年度である。

・BCG接種率95％以上
・MR１期、２期接種率95％以上
・壱岐市新型インフルエンザ等対
策行動計画の改定を行う。

【現状】 【中間】

感染症対策として、予防接種を壱
岐医師会に委託し、安全かつ円滑
な接種を行っている。

・予防接種説明会の開催及び受託
医療機関の定期巡回を実施するこ
とで、情報共有を図り、円滑な接
種体制づくりに努める。
・予防接種対象者が接種の機会を
逃すことがないよう、個別通知や
回覧等周知を徹底する。また、感
染対策も含め、わかりやすい情報
提供や啓発をする。
・国や県の計画に基づき、壱岐市
新型インフルエンザ等対策行動計
画の改定を行う。

感染症予防と安
全で円滑な予防
接種の推進

カテゴリ ・BCG及びMRは、国の指針によ
り接種率目標95％以上と設定
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
11 1 12

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 保健環境部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 健康増進課 正     規 フルタイム 計

⑰ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【課題】 【年度末】

・1回/月の課内会議の実施
・1回/2月の人材育成研修会の実
施

【現状】 【中間】

・課内会議等を行い、課の業務内
容を協議している。
・専門職における統括等を配置
し、保健師・栄養士の人材育成を
行っている。

・課内会議等を定期的に開催し、
業務を計画的に協議・推進してい
く。
・課員一人一人がやりがいをもっ
て業務を遂行できるよう、コミュ
ニケーションをしっかりとりなが
ら、業務の調整をする。
・保健師、栄養士の統括等を中心
に人材育成計画に基づき、専門職
の人材育成を進める。また、新任
期保健師には計画的、継続的に新
人教育を行う。
・福祉保健部やまちづくり協議会
との連携など、健康課題の解決に
向けた効果的な地域保健活動につ
いて検討し、積極的に地域活動を
実践する。

カテゴリ 壱岐市保健師・栄養士人材育成計
画に基づき設定

地域に根ざした保健活動の推進
を、実践していくための人材育成
が求められる。
あわせて、地域との効果的な連携
について検討と実践が必要であ
る。

組織強化

風通しのよい職
場環境と人材育
成
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）
⑱

⑲ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑳ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

㉑ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

中長期

安定化

中長期

廃棄物の適正処
理

自然環境の保全

地球温暖化防止
活動の推進

動物の愛護

カテゴリ

カテゴリ

カテゴリ

カテゴリ

中長期

【課題】 【年度末】

殺処分される不幸な猫を減らすた
めには、ＴＮＲ活動等を実施して
いく必要がある。
成犬の捕獲機での捕獲は困難であ
るため捕獲方法等の検討が必要で
ある。

不妊去勢手術実施頭数　3,000頭
野犬捕獲等数 200頭

どうぶつ基金との協議及び昨年度
実績等による。

【現状】 【中間】

長崎県が推進する「動物殺処分ゼ
ロプロジェクト」の実現に向け、
野良猫、野良犬等の削減に取り組
んでいく必要がある。

どうぶつ基金の協力を得て、野良
猫等の不妊去勢手術を実施する。
委託事業により、野犬の捕獲を実
施する。またホームページ、広報
誌等を活用し、適切な飼養等につ
いての啓発活動を実施する。

【課題】 【年度末】

壱岐市地球温暖化防止協議会を設
置し、地球温暖化防止のための取
り組み等について、普及啓発活動
を実施していく必要がある。

地球温暖化キャンペーン来場者
数：500人
グリーンカーテンコンテスト参加
者：30団体
ポスターコンクール応募者数：
70作品

昨年度実績等による。

【現状】 【中間】

地球温暖化に起因する気候変動に
より異常気象や生態系に影響を及
ぼしている可能性がある。

①地球温暖化防止キャンペーン及
び講演会等を実施する。
②グリーカーテンコンテスト及び
「島をきれいにしよう」ポスター
コンクールを実施する。

【課題】 【年度末】

①定期的な回収作業及び発生原因
の抑制対策が必要である。
②不法投棄の監視及び投棄者等へ
の指導を強化する必要がある。

海岸漂着物回収量
　200ｔ（1,778㎥）

長崎県海岸漂着物等地域対策推進
事業実施計画に合わせ、目標を設
定する。

【現状】 【中間】

①海岸漂着物は、回収しても繰り
返し漂着し、景観、自然環境、漁
業、観光等に影響を与えている。
②ポイ捨て等の不法投棄も後を絶
たない状況である。
　多くのボランティアによる回収
作業が実施されている。

①長崎県海岸漂着物等地域対策推
進事業補助金を活用し回収運搬処
理を実施する。発生抑制対策とし
て、県内離島及び釜山市の高校生
のワークショップを実施する。
②委託事業者によるパトロール及
び警察署等関係機関との指導を強
化する。

【課題】 【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

①施設の長寿命化を図り、継続し
て利用するには、基幹改良工事等
による改修が必要となる。
②新たなリサイクル品目の検討を
行ううえで、収集方法の検討、変
更等が必要となる。

リサイクル率
32.3％（R5）→39.6％（R11）
39.1％（R7）

【目標の設定理由】

第4次壱岐市総合計画に合わせ、
目標を設定する。（R7目標は壱
岐市一般廃棄物処理基本計画よ
り）

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

①壱岐市クリーセンター及び汚泥
再生処理センターは稼働から13
年を経過し、施設が老朽化してい
る。
②クリーンセンターの長寿命化を
図るうえでも、ごみ減量化及びリ
サイクル率の向上を推進していく
必要がある。

①令和6年度に実施した精密機能
検査結果をもとに、長寿命化総合
計画、循環型社会形成推進地域計
画を作成し、基幹改良工事の実施
に向けて、準備を進めていく。
②製品プラスチック等の分別収集
について、他市の状況等見ながら
検討していく。

振り返り
（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
6 0 6

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 保健環境部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 環境衛生課 正     規 フルタイム 計
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

㉒

㉓ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

㉔ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

効率化

収納業務の効率
化

組織強化

地域活動の活性
化とまちづくり
協議会の支援

カテゴリ

カテゴリ

持続可能なまちづくりのため、継
続的にサポートし活性化に繋げ
る。

【課題】 【年度末】

複雑化する地域課題やニーズに対
する行政の関わり方が重要となっ
ている。

まちづくり協議会は、企画市民協
働班と連携した支援が必要となる
ことから、毎年1回は活動支援へ
の協議と情報共有を行う。
まちづくり協議会への活動支援に
ついては、随時実施する。

【現状】 【中間】

少子高齢化が進み、地域の結びつ
きが薄れていく中、地域の課題も
多種多様化している。

地域からの相談や要望等を把握
し、関係部署と連携のもと、行政
情報の提供や支援を行い、課題解
決を図る。また、まちづくり協議
会の活動が活性化するよう地域担
当職員と連携し支援を行う。

現状を踏まえ、収納業務の効率
化、経費節減を図るためにも口座
振替・電子決済の推進が必要であ
る。

出納業務に係る税・使用料の現金
納付件数10％削減（R6年度比）
を目指す。

通年行うことにより、口座振替等
の意識を浸透させ定着させること
で、事務の効率化に繋がる。

【課題】 【年度末】

カテゴリ

【目標の設定理由】

新たな制度内容について勉強し、
すでに習得した知識を適切に理解
しているか、職員間で確認を行い
共有を図る。

【現状】 【中間】

出納業務において、納付書発送・
年金支給月・納期限の時期は納付
書払による業務が増加している。

窓口において納付書払に関わる相
談を受けた際には、口座振替・コ
ンビニ納付等の案内を行う。

組織強化

窓口業務の機
能・接客マナー
の向上

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

地域の総合窓口として、多岐に渡
る申請書類等を受付ける際に、市
民への迅速・丁寧な対応が求めら
ている。

申請書類について、内容を適確に
判断し、受付・説明を行う必要が
あるが、制度改正等により複雑化
していることもあり、随時、本
庁・支所・事務所内で情報共有を
図るほか、支所内部で勉強会を実
施する。

【課題】 【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

各課と連携を図り、申請書類を迅
速かつ的確に受付け、市民へ理解
しやすい説明を行うために知識の
習得が必要である。

毎月１回勉強会を実施する。

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
2 5 7

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 芦辺支所 職 員 数

課 ・ 支 所 名 芦辺支所（箱崎・那賀事務所を含む） 正     規 フルタイム 計
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令和 年度　部局行動目標

● 部局の組織構成

1 人 人 人

2 人 人 人

3 人 人 人

4 人 人 人

人 人 人

● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）

● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

12 2 14

水産課 7 0 7

本市の基幹産業である農業・水産業を魅力的な産業にすることを目指し、生産額・農林漁業者の所得向上等を図ることを
目的に関係機関・団体と連携を図り、担い手の育成・確保や先端技術等の導入、「海業」などの新たな取組等を推進す
る。また、農水産物ブランド化や販路拡大、地場産業との連携等に取り組む。

・地域農林水産業の中心的な担い手となる農漁業者の育成・確保に取り組む。
・労力・後継者不足への対応や生産性向上を図るため、先端技術を活用したスマート農業を推進する。
・漁村活性化を目指し、漁業者と観光業者等との連携により「海業」を推進する。
・磯焼け対策などの藻場再生と資源回復に努めるとともに、つくり育てる漁業の推進を図る。
・農水産物のブランド化と販路拡大を目指し、戦略的なブランディングとプロモーションに取り組む。また、地場産業と
の連携による加工商品等の開発を推進する。

「希望の仕事があり稼ぐ力がある島」を目指し、私たちが中心となり関係機関・団体と連携し、本市産業を推進する。

【ステートメント】

石田支所 2

計 35 6 41

※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

3 5

職 員 数

正     規 フルタイム 計

農林課 14 1 15

部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

スマート農業の推進

農業経営力の強化②

①

7

部 局 名 農林水産部・石田支所

部 局 長 名 松　嶋　要　次

家畜診療所

・県（振興局）、農林水産業団体（農協・漁協等）と連携を強化し、農林水産業の課題解決に取り組む。
・新たに設置された壱岐新時代プロジェクトチームを中心に担当課が連携し、「海業」プロジェクトの推進を図る。
・ブランド化や加工品等の開発を目的に商工部門との連携強化を図るための庁内検討会議を設置するとともに、関係機
関・団体で構成する検討会議を設置する。
・担当者各々が農林漁業者の現状や現場を把握することにより、スキルアップを目指す。

【目指す姿】

【施策面】

【組織面】

所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

中長期＜１＞農林業の振興

①スマート農業の推進

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

中長期

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

中長期＜１＞農林業の振興

③流通強化・ブランド化

④ 日本型直接支払制度の推進

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

中長期＜１＞農林業の振興

⑤農村集落活性化

加工品開発・流通強化・ブランド化の推
進

③

農林課

＜１＞農林業の振興

②経営力の強化
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重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル） 所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

⑯ 協働のまちづくりの推進及び支援

⑮ 収納事務の効率化と経費削減

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

中長期＜２＞持続可能な財政基盤の構築

①効率的且つ計画的な財政運営

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

中長期＜１＞持続可能なコミュニティの形成

①まちづくり協議会による協働のまちづくり

家畜診療所

⑤ 農業農村整備事業の推進

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

中長期＜１＞農林業の振興

④生産基盤の整備

農林課

⑧ 診療費の収納率向上

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

組織強化＜１＞農林業の振興

②経営力の強化

⑦ 駆虫剤の普及

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

組織強化＜１＞農林業の振興

②経営力の強化

⑥ 出生子牛の事故率低下

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

組織強化＜１＞農林業の振興

②経営力の強化

＜２＞水産業の振興

①漁業環境の再生・整備

⑩ 担い手の育成・確保

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

安定化＜２＞水産業の振興

②経営力の強化

⑨ 藻場回復の推進

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

安定化＜２＞水産業の振興

①漁業環境の再生・整備

石田支所

水産課⑪ 勝本浦部における「海業」の推進

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

中長期＜２＞水産業の振興

④流通強化・ブランド化

⑭
窓口業務の適正かつ迅速な対応と市民
サービスの向上

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

組織強化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

⑬ 適切な港湾・漁港施設の管理運営と整備

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

安定化＜２＞水産業の振興

①漁業環境の再生・整備

⑫
郷ノ浦港・芦辺港ターミナル駐車場等の
再編整備

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

中長期
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

①

② 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

③ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

中長期

農業経営力の強
化

カテゴリ

【中間】

　農業を取り巻く環境は、生産資
機材の高騰等により、新規就農者
の確保や認定農業者・集落営農組
織等の規模拡大の取組が難しい状
況になっている。
※新規就農者数（H26～H30：58
名→R2～R6：36名、△37.9％）
※認定農業者数（H30：318名→
R6：303名、△4.7％）

・新規就農者の経済負担の軽減を
図るため、初期投資費用の一部負
担等、国県の補助事業を活用し支
援する。
・畜産農家数は減少傾向にある
が、繁殖雌牛の導入や牛舎等整備
に対する支援を行い、生産体制の
強化を図る。
・農地中間管理機構による農地の
集積を図り、農用地の利用の効率
化を促進する。

加工品開発・流
通強化・ブラン
ド化の推進

カテゴリ 第4次総合計画の目標値（5か年
229個）の1年分とした。中長期

【課題】 【年度末】

　新たな加工品の開発など、消費
者のニーズに合わせた取り組み
や、壱岐市ふるさと商社の活用、
ふるさと納税の返礼品としても商
品を増やし、販売高の向上を図る
必要がある。

ふるさと納税返礼品の数：46個

　地域農業の担い手づくりを推進
することを目的に、令和元年度よ
り「壱岐市担い手サポートセン
ター」を設立したところであり、
多様な集落営農の持続性を支援す
ると共に、担い手組織の経営力向
上を図る必要がある。

①新規就農者の確保：7名
②繁殖雌牛の導入数：500頭
③集積面積：20ha

①②第3次総合計画期間中の平均
値とした。
③基盤強化法から機構法への切り
替えとなる集落営農法人の耕作面
積とした。

【現状】 【中間】

　農産加工品については、壱岐市
農協農産加工部会等により、JA
直売所及び島内店舗で販売されて
いるが、原材料価格の高騰や構成
員の高齢化に伴い、商品の確保が
難しい状況になっている。

　壱岐市農協及び関係機関と連携
し、商品開発、ブランド化及び販
路拡大の取組を推進する。

【課題】 【年度末】

カテゴリ

【目標の設定理由】

【現状】

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

　担い手不足と生産性向上を図る
ため、令和３年度より「壱岐市ス
マート農業推進協議会」を設立し
たところであり、水稲及びアスパ
ラガス等に加え、ばれいしょの生
産体制の維持・拡大と省力化に資
する技術への転換を図る必要があ
る。

農業生産額（全体：54.8億円、
米：6.2億円、アスパラ：3.4億
円）
　栽培面積（米：751ha、アスパ
ラガス：14.0ha）

壱岐市農協の第9次営農振興計画
の目標値に前年度達成率を反映し
た数値とした。

スマート農業の
推進

中長期

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

　農家の高齢化や後継者不足によ
り労働力不足が顕著になってお
り、水稲及び施設園芸作物等の栽
培面積の減少による農業所得の減
少、さらには産地の維持が難しい
状況になっている。
※正組合員戸数（R2：2,711戸→
R5：2,446戸、△9.7％）
※水稲栽培面積（R2：835ha→
R6：731ha、△12.5％）
※アスパラガス栽培面積（R2：
13.6ha→R6：12.1ha、△11.0％）

　栽培面積の拡大による農業所得
の向上を図るため、スマート農業
機器を導入する農家等に対し、国
県の補助事業を活用し支援する。

【課題】

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
14 1 15

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 農林水産部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 農林課 正     規 フルタイム 計
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（ ・ ） （ ＋ ）

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
14 1 15

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 農林水産部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 農林課 正     規 フルタイム 計

④ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑤ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【現状】 【中間】

①農家戸数の減少、担い手不足に
より、農地及び農業用施設の維持
が困難になっている。また、未整
備農地は小規模なものが多く効率
的な作業が難しい。
②既存農業用施設の多くは、整備
から40年以上経過しており、老
朽化に伴う機能低下や機器類の故
障などが多発している。

①農地中間管理機構関連農地整備
事業を推進し、農地の区画整理、
集約化を図り、経営体の体質強
化、省力化による低コスト営農の
確立を目指す。
②農業水路等長寿命化・防災減災
事業を活用し、老朽化した農業用
施設の更新・補修を行い、施設の
長寿命化を図る。

農業農村整備事
業の推進

カテゴリ 事業実施（予定）期間から本年度
進捗目標を設定した。

【課題】 【年度末】

①小区画の未整備農地では機械化
など効率的な農作業が困難となっ
ており、担い手不足を加速させる
要因となっていることから、農地
の区画整備と集約・集団化が課題
となっている。
②農業用施設の老朽化により、不
具合や故障などが頻発しているた
め、施設の長寿命化（予防保全）
を行い、維持コストの抑制を図る
ことが課題となっている。

①農地中間管理機構関連農地整備
事業　木田地区…64%
②農業水路等長寿命化・防災減災
事業
・芦辺、郷ノ浦第2(県)…83%
・芦辺、郷ノ浦第3(団)…33%

基幹施設更新、配水管布設替
土地改良施設維持管理適正化事業
・前諸津地区、坪地区…100%

低地ため池法面保護

中長期

【課題】 【年度末】

今後は、将来にわたって多面的機
能が十分に発揮されるような地域
住民を取り込んだ体制づくりが必
要となっている。

・多面的機能支払交付金
対象農用地面積：1,665ha
実施期間：令和4～8年度

・中山間地域等直接支払交付金
対象農用地面積：1,500ha
実施期間：令和7～11年度

【現状】 【中間】

　農業従事者の高齢化が進行し担
い手が減少する中で、耕作放棄地
が増加しており、地域が持つ多面
的機能の低下が心配される状況で
ある。

農地や農村環境の維持保全の観点
から事業対象となる面積の維持を
図る。

カテゴリ 遊休農地増を防止するため現状維
持の数値設定とした。中長期

日本型直接支払
制度の推進
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⑥

⑦ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑧ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】カテゴリ

組織強化 現年度診療費を完納とする。

【課題】 【年度末】

　最近の子牛価格の低迷に伴い、
家畜経営が難しくなり、口座引落
も残高不足によりできない件数が
増加傾向にある。

徴収率100％を目指す。

診療費の収納率
向上

【現状】 【中間】

現在、診療費の納付方法につい
て、口座振替による納付をお願い
している。
口座振替率　令和５年度　95.16%

  令和６年度　92.72%

口座振替ができていない農家への
連絡の徹底及び往診時に獣医師に
よる納付のお願いをする。

濃厚感染地域からの導入牛や、未
だに未投与の農家があり、汚染さ
れた農場が見られる。

駆虫剤の普及率を３％上げる。

カテゴリ

駆虫剤の普及を増加させること
で、発育を増進させ、生産性向上
し農家の所得向上に繋げる。

組織強化

駆虫剤の普及

駆虫剤投与による子牛の感染性
（寄生虫性）腸炎の予防は、多く
の農家が実施し浸透しているが、
全ての農家に普及していない。な
お、令和6年度の駆虫剤普及率は
88％となっている。

寄生虫性腸炎の予防には、適切な
駆虫薬投与が不可欠であるため、
農家への往診時に牛舎環境改善と
共に駆虫薬の普及活動に努める。

【課題】 【年度末】

カテゴリ

【数値目標の設定理由】

出生子牛事故を減少させること
で、生産性向上し農家の所得向上
に繋げる。

【現状】 【中間】

組織強化

出生子牛の事故
率低下

【課題】 【数値目標】 【年度末】

【現状】 【取組内容】 【中間】

【更なる改善案】

母牛、胎子の先天的素因に起因す
る流死産事故は一定数あり、未然
に防止することは困難である。ま
た、その他の要因（妊娠牛の使用
管理失宜、分娩時監視等の人為的
要因、胎子失位、過大胎子傾向に
ある交配等による難産）が依然と
してあり、事故低減されていな
い。

出生子牛の事故率を３％下げる。

【目標達成(未達成)の要因】

令和６年度の出生子牛の事故死は
369頭であった。（胎子異常 142
頭、新生子疾患 14頭、母牛死亡
による胎子死 17頭、子牛虚弱症
候群 196頭）なお、令和6年度の
出生子牛の事故率は8％となって
いる。

畜産関係機関と連携し、母牛の飼
養管理、交配精液の見直し、分娩
時の管理等を再度農家に啓蒙・指
導を徹底していく。

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
12 2 14

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 農林水産部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 家畜診療所 正     規 フルタイム 計
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⑨

⑩ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑪ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑫ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【課題】 【年度末】

　ジェットフォイル乗場の移設に
伴い、ターミナル駐車場等を再編
整備するとともに、渋滞解消や利
便性の向上を図る必要がある。

・郷ノ浦港ターミナル駐車場等整
備率　8％（998㎡/12,066㎡）
・芦辺港ターミナル駐車場等整備
率　48％（7,597㎡/15,798㎡）

カテゴリ 　計画策定の時期を12月を目標
とし、それまで概ね1～2カ月に1
回開催する。

郷ノ浦港・芦辺
港ターミナル駐
車場等の再編整
備

【現状】 【中間】

　令和6年4月に芦辺港、令和7年
4月に郷ノ浦港において浮桟橋等
の整備によりジェットフォイル乗
場が移設された。移設までに、上
屋根設置やターミナルビル改修な
ど必要な整備を行った。

・郷ノ浦港については、郷ノ浦港
整備促進委員会より提出された整
備の提言書を元に、関係機関と協
議を経た計画案に基づき整備を順
次進める。
・芦辺港については、芦辺港ター
ミナル周辺整備検討委員会より提
出された整備の提言書を元に、関
係機関との協議を経た計画案に基
づき整備を順次進める。

カテゴリ

中長期 　計画案に基づいた整備率

中長期

【課題】 【年度末】

　計画は、地域活性化につながる
「海業」（※港における事業によ
り地域の賑わいや所得と雇用を生
み出すこと）として取組むことと
しているが、実現性が高い具体的
な計画が求められている。

・協議会開催数　　4回/年

　水産業を持続していくために
は、新たな担い手の確保と、地域
を牽引し経営感覚が優れた担い手
の育成を推進していく必要があ
る。

・新規漁業就業者数　10人

カテゴリ 　R2～R6の新規就業者数の平均
が9.2人であり、目標としてそれ
を上回る人数。

安定化

担い手の育成・
確保

【現状】 【中間】

　勝本港黒瀬地区において県が遊
覧船用の浮桟橋や物揚場等の整備
を、市は埋立を進めている。現
在、埋立後の計画について勝本浦
部の関係者と協議を進めている。

・情報収集を進め、協議会を定期
的に開催し、計画を策定する。

【中間】

　漁業就業者の減少や高齢化、後
継者不足が進み、持続的な漁業生
産が困難になっており、漁村地域
の活力も低下している。

・各種事業制度により若年層の就
漁、独立及び創業支援を行う。
・漁業研修事業により漁業への就
活、職場体験の場を提供する。
・水産体験事業により児童、生
徒、学生への漁業体験学習や移住
希望者への講座、研修などを行
う。

勝本浦部におけ
る「海業」の推
進

安定化

藻場回復の推進

【課題】 【年度末】

カテゴリ

【目標の設定理由】

イスズミ等駆除数は、昨年度実
績とほぼ同数。Ｊブルークレジッ
ト認証量は、令和5年度と令和6
年度の平均とした。

【現状】

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

　漁協、漁業者並びに関係機関と
の連携を図り、効果的な植食性動
物の駆除、海藻の増養殖等を進
め、早急に藻場の回復を図る必要
がある。

・イスズミ駆除数　　4,000尾
・Ｊブルークレジット認証量

870t-ＣＯ2

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

　平成25年・28年の高水温、波
浪等により多くの海藻が消失し、
その後回復傾向にあったが、植食
性動物の食害等の影響により、平
成30年度までにほとんどの沿岸
域で藻場が消失した。このことに
対し、令和元年度より磯焼け対策
について取り組みを進めている。

・漁業者自らが取り組む磯焼け対
策に対して支援する。
・壱岐市磯焼け対策協議会を中心
に植食性動物の駆除、海藻の増養
殖を進める。
・磯焼け対策を拡充するため、J
ブルークレジット認証申請を行う
とともに販売を強化する。

【課題】

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
7 0 7

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 農林水産部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 水産課 正     規 フルタイム 計
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振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
7 0 7

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 農林水産部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 水産課 正     規 フルタイム 計

⑬ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

カテゴリ 　県の上半期契約目標率60％に
20％上乗せした。安定化

適切な港湾・漁
港施設の管理運
営と整備

【課題】 【年度末】

　港湾・漁港施設の利用者のた
め、常に安全・安心な維持管理及
び早急な対応が求められており、
また利便性の向上を図る快適な環
境整備が望まれている。

・個別案件の上半期契約率
   80％以上

【現状】 【中間】

　年間を通しての港湾・漁港施設
の管理運営を担っており、多くの
事務処理や補修等の維持管理を適
時行っている。また、施設整備の
要望や県と連携した整備計画に対
し順次整備を進めている。

・施設の損傷や苦情等には迅速に
対応し、必要な事務処理について
は遅滞なく進める。
・当初予算に計上されている個別
案件（工事・修繕・委託（建設関
連））を早期に発注する。
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人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑭

⑮ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑯ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【中間】

人口減少に伴う少子高齢化が進
み、地域の結びつきや担い手不足
等、地域の課題やニーズも多様化
している。

行政情報の提供並びに住民や団体
等からの相談や要望等を取りまと
め、担当部署と連携を図りなが
ら、支援体制の充実を図る。
地域の課題に則した協働のまちづ
くり活動を進めるため、まちづく
り協議会の設立及び活動が活発に
行えるよう地域担当職員のサポー
トを行う。

中長期

協働のまちづく
りの推進及び支
援

カテゴリ 持続可能なまちづくりのため、継
続的にサポートし活性化に繋げ
る。

【課題】 【年度末】

自助・共助・公助を基本とした行
政の関わり方が重要となってい
る。

まちづくり協議会は、企画市民協
働班と連携した支援が必要となる
ことから、毎年1回は活動支援へ
の協議と情報共有を行う。
まちづくり協議会への活動支援に
ついては、随時実施する。

【現状】

【年度末】

カテゴリ

カテゴリ

組織強化

【中間】

中長期

収納事務の効率
化と経費削減

【目標の設定理由】

市民への説明を十分に行える体制
づくりにより、窓口業務の迅速化
に繋げる。

【現状】

事務の効率化と経費節減のため事
務処理の見直しと共に、市民に対
し口座振替への変更への啓蒙が必
要である。

出納業務に係る税・使用料の現金
納付件数10％削減（R6年度比）
を目指す。

通年行うことにより、口座振替等
の意識を浸透させ定着させること
で、事務の効率化に繋がる。

指定金融機関等の公金取扱業務に
関する有料化及び業務見直しによ
り、経費、事務量がともに増加し
ている。出納業務において、納付
書発送時期、納付期限時期、年
末・年度末時期の業務量が増加し
ている。

税・使用料等納付書払いに来庁さ
れた市民に対し、口座振替への変
更を促す。

【課題】

【課題】

窓口業務の適正
かつ迅速な対応
と市民サービス
の向上

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

市民に対し個々に当てはまるサー
ビスを情報提供できる知識習得が
必要である。関係各課との連携、
研修会への参加、ジョブローテー
ション等を行い、知識習得並びに
情報共有することで組織力を強化
する必要がある。

週に1回、その週の疑義案件にお
ける再確認を行う。

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

窓口業務は多岐に渡り、市民が求
めていることを的確に把握し対応
する必要がある。窓口体制確立の
もと、公平・丁寧・迅速な対応が
求められる。

各課との連携調整に努め、業務内
容を共有・理解習得する。疑義案
件については、研修勉強会を行い
解決することで業務習得かつ窓口
業務の効率化に繋げる。

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
2 3 5

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 石田支所 職 員 数

課 ・ 支 所 名 石田支所 正     規 フルタイム 計
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令和 年度　部局行動目標

● 部局の組織構成

1 人 人 人

2 人 人 人

3 人 人 人

人 人 人

● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）

● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

【ステートメント】

計 29

・専門性を有する人材育成と技術継承の取組を進める。
・市民からの要望に対し、課内での情報共有を確実に行える職場環境を整え、迅速に対応できる組織体制を目指す。
・支所及び事務所は、職員が知識や接遇の向上に努め、迅速かつ適正な対応を行うことで市民の満足度を向上させる。

公共工事の早期発注

①社会基盤の整備・維持管理・長寿命化の推
進

＜４＞社会基盤の再生と有効活用

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

職員個人のスキルアップとチームワークで多様化する市民ニーズに的確に答え、社会基盤のインフラ整備とともに、適切
な維持管理や長寿命化に取り組み、「社会基盤の充実」に対する市民の満足度を向上させる。

・地域との協働による市道環境保全事業を継続することで、道路の安全と美観を維持するとともに、市民の道路に対する
愛着心を醸成し、持続可能な維持管理に繋げる。
・公営住宅等長寿命化計画に基づき施設の長寿命化を推進するとともに、安全・安心で快適に暮らせる住環境の整備を進
める。
・上下水道事業については、安全・安心の水道水を将来に渡り安定供給するとともに、公衆衛生の向上と水質・環境保全
に努め、施設の長寿命化によるコスト削減を図り、公営企業としての経営体制の強化を進める。
・市民が安心して相談や申請ができる窓口サービスを提供する。

2 13

2 3 5

職 員 数

正     規 フルタイム 計

16 1 17

6 35

※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

【目指す姿】

市民が安全・安心で幸せを実感できる持続可能な社会基盤の整備及び施設の適切な維持管理を進め、良好な住環境の整備
を促進する。

7

部 局 名

部 局 長 名

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

③

建設部・勝本支所

　平本　善広

上下水道課

勝本支所

建設課

部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

【施策面】

11

【組織面】

① 持続可能な市道維持管理体制の確立

建設課

④

所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

効率化

事業用地ストックの確保

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

効率化＜４＞社会基盤の再生と有効活用

①社会基盤の整備・維持管理・長寿命化の推
進

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

安定化＜４＞社会基盤の再生と有効活用

①社会基盤の整備・維持管理・長寿命化の推
進

②
市有建築物の設計指導及び市が建設する
施設の監督・指導の実施

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

効率化＜４＞社会基盤の再生と有効活用

①社会基盤の整備・維持管理・長寿命化の推
進
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重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル） 所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

協働のまちづくりの推進及び支援

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

＜１＞持続可能なコミュニティの形成

効率化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

①経営感覚のある行政運営

安定化

⑦ 安定化

効率化

安定化

⑩
窓口業務の迅速かつ適切な対応と市民
サービスの向上

＜３＞地域共生社会の実現

②「利用者本位」のサービスの提供

組織強化

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

＜１＞循環型社会の構築

④安全で安定的な水の供給

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

⑨ 上下水道料の収納率向上

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

＜１＞循環型社会の構築

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

＜１＞循環型社会の構築

④安全で安定的な水の供給

③下水・し尿の適正な処理

＜１＞循環型社会の構築

④安全で安定的な水の供給

市営住宅改善事業等の計画的な推進及び
収納率の維持

⑧

安全で安心な持続可能な水の安定供給

公衆衛生の向上と良好な環境保全への取
組及び下水道事業の普及促進

上下水道事業の経営健全化の推進

⑤

⑥

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

建設課

上下水道課

勝本支所

中長期

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

＜４＞社会基盤の再生と有効活用

①社会基盤の整備・維持管理・長寿命化の推
進

⑪ 収納業務の効率化

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

⑫ 組織強化

①まちづくり協議会による協働のまちづくり
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

① 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

② 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

③

④ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

公共工事の早期
発注

【現状】 【取組内容】

　建設業の中長期的な雇用の確保
のため、早期発注と併せて、工事
件数の平準化が重要な課題であ
る。

　建設課（土木班）所管の当初予
算分について、件数ベースで第１
四半期で80％以上、第２四半期
で100％の発注に努める。

カテゴリ 【目標の設定理由】

効率化 　建設業者の経営および安定した
雇用確保のため。

事業用地ストッ
クの確保

【現状】 【中間】

　事業に必要となる用地取得につ
いては、計画に遅れが生じないよ
うに先行取得に努めている。しか
しながら、地権者死亡による相続
登記が未実施であったり、所有者
が島外在住である用地が多い等、
用地交渉、事務手続きに時間を要
している。

　測量設計に先立ち用地関係調査
（相続等）を実施する。また、計
画的な交渉により、用地の早期取
得に努める。

【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

　当初予算に計上している事業箇
所については、地域要望、通学路
点検、維持管理計画等に基づく定
期点検の結果、早急な対応が必要
と判断した箇所である。島内建設
業の経営状況や、従業員の安定し
た雇用確保の面からも、早期発注
を求められている。

　当初予算分について、改良工事
竣工後の着工が必要となる舗装工
事、出水期、農繁期を避ける等発
注時期の調整が必要となる工事を
除き、公表した発注予定一覧を基
本とし、計画的な発注事務に努め
る。

【課題】 【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

市有建築物の設
計指導及び市が
建設する施設の
監督・指導の実
施

【現状】 【中間】

市が所有する施設の多くが、建築
後数十年経過しており、改修や建
替えが必要な状況になっている。
各所管課からの施設整備に伴う業
務の依頼は、局部的な改修や設備
機器等の個別改修の工事が大半を
占めている。

各所管課と調整し、課内で優先順
位を決め、計画的に実施する。
また、対象施設の工事の内容規模
等によっては、業務委託を検討す
る。

【課題】 【年度末】

所管課から依頼される設計等は、
発注時期が重なることや厳しい予
算状況であることも多く、各所管
課との調整や予算内での設計等、
工夫が必要である。
また、事業者の育成等を考慮し業
務委託の要望も多い。

課内で出来る限り設計監理を行う
が、事業者育成のため数件は業務
委託を行う。

カテゴリ

効率化 設計監理を課内で行うことで委託
料削減のため。

【現状】 【中間】持続可能な市道
維持管理体制の
確立

　市道の管理延長は約1,300kmに
も及び、経年による老朽化が著し
い箇所も多く存在するため、地域
からの補修要望が多く寄せられて
いる。補修箇所については、迅速
かつ適切な対応が求められるが、
職員のマンパワー不足や、予算が
限られていることなどから、対応
の遅れや対応方針の相違等も指摘
されている状況である。

　要望事項に対する現地確認・対
応について、管理班・土木班と協
力体制を取り、迅速かつ適切な現
場対応を実施する。また、道路施
設（舗装等）の長寿命化の観点か
ら、昨年度より実施している道路
パトロールにより、変状等の早期
確認に努め、小規模な補修（道路
の陥没等）については修繕費削減
のため直営での補修を実施する。

【課題】 【年度末】

　道路施設の経年劣化による要望
件数の増のため、損傷個所の早期
把握が必要である。また、職員の
退職等により、管理経験者が不足
している状況であるため、課内で
の協力体制の構築が必要である。

　交通量の多い１、２級路線につ
いては定期的に道路パトロールを
実施する。また、要望書に対する
回答について、原則２週間以内の
回答を目標とする。

カテゴリ

安定化 　損傷個所の早期把握および要望
内容への迅速な対応のため。

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
16 1 17

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 建設部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 建設課 正     規 フルタイム 計

【課題】 【年度末】

　相続の発生や島外在住の地権者
が多いため、調査等に日数を要
し、交渉から用地契約までに時間
を要している。このため、計画段
階での調査等、さらなる前倒しで
の取り組みが必要である。

　次年度の事業予定区間につい
て、100%の用地ストック確保。

カテゴリ

効率化 　次年度実施予定事業の早期発注
のため。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
16 1 17

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 建設部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 建設課 正     規 フルタイム 計

⑤ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【課題】 【年度末】

長寿命化計画を基に、建物の安全
性の確保、居住性の向上を考慮
し、住棟ごとに改善・建替・用途
廃止とするなど老朽住宅への対応
を図る必要がある。

長寿命化計画により改善事業等の
実施を計画的に取り組む。
収納率については、現年度分住
宅・駐車場使用料ともに100％を
目標とする。

市営住宅改善事
業等の計画的な
推進及び収納率
の維持

【現状】 【中間】

カテゴリ

中長期 安全・安心で快適に過ごせる住環
境の整備推進を図る。

市営住宅の管理戸数768戸のう
ち、既に耐用年限を超過している
住宅が256戸、10年後に新たに超
過する住宅が14戸あり、老朽化
した市営住宅を多く抱えている。
令和6年度に長寿命化計画の見直
しを行った。

改善事業等の実施については、国
庫補助事業を活用し、改善・建
替・用途廃止ともに入居者との調
整を行いながら計画的に事業を進
める。
また、住宅使用料等の適切な収納
管理に努める。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑥

⑦ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑧ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

カテゴリ

老朽化による施設等の更新工事に
より、持続可能な経営と施設の長
寿命化を図る。

効率化

【課題】 【年度末】

今後、人口減少等により水道及び
下水道の有収水量も同様に減少傾
向になると考えられ、連動して収
益の減少が予想される。併せて、
施設の老朽化に伴う更新需要の増
大が見込まれる中、持続可能な経
営確保に向けた取組が喫緊の課題
である。
また、社会情勢も勘案した料金体
制（改定内容・改定時期）の検討
を行う必要がある。

令和7年度事業
中央水処理センター汚水処理設備
（電気設備等）及び芦辺漁港浄化
センター施設（電気設備等）の更
新

企業会計は「地方公営企業の経営
に伴う収入により経営すること」
が原則であり、水道事業は平成
29年度から、下水道事業は令和6
年度から公営企業会計に移行し、
独立採算を目指した経営に努めて
いるが、依然として一般会計から
の基準外繰入に依存している状況
にあり、経営の見直しが必要であ
る。
また、全国的には事業の広域化も
推進されているが、本市において
は地形的要因から厳しい状況にあ
る。

施設を新たに整備する場合は多額
の費用を要することから、出来る
だけ現有する施設の長寿命化を図
る。
また、年次継続事業として施設等
の老朽化による更新工事を実施す
る際は、人口動態を踏まえた施設
規模の適正化に努めるとともに、
施設の統廃合（漁業集落排水施設
の恵美須地区）についても検討
し、維持管理費の削減を図る。

上下水道事業の
経営健全化の推
進

【中間】

公衆衛生の向上と公共用水域の水
質保全に資するため普及率向上に
努めているが、令和5年度末の汚
水処理人口普及率は51.4％であ
り、県全体の84.2％と比較しても
著しく低い状況である。

地域の実情に応じた生活排水処理
施設の設置を推進し、普及率の向
上を図る。
また、下水道区域内の未接続者の
解消に向け、個別推進・広報等の
周知により加入推進を図る。

【課題】 【年度末】

【現状】 【中間】

安定化

公衆衛生の向上
と良好な環境保
全への取組及び
下水道事業の普
及促進

【現状】

環境基本法により汚水処理の普及
促進を行い、普及率の向上を図る
必要がある。

汚水処理人口普及率目標55％を
目指す。

カテゴリ

安定化 令和5年度実績以上の目標とす
る。

水道施設においては、経年劣化に
よる施設の老朽化が深刻な状況で
あり、日常メンテナンスの質の向
上に努めることで、重大な故障を
未然に防ぎ、長寿命化を図ってい
く必要がある。
また、管路においては、平成24
年度から漏水調査を外注委託して
おり、年々改善傾向にはあるが、
県内他市町と比較すると低い割合
であり、有収率向上への取組を強
化する必要がある。

令和6年度の有収率67.64%を上回
る。

カテゴリ

安全で安心な持
続可能な水の安
定供給

【課題】

【現状】

小規模集落が散在している地形の
ため、水道施設は6箇所の浄水場
と約150箇所の施設を保有してい
る。
また、水道管においては各家庭の
給水管を除き約600kmにも及び、
耐用年数を超えた管路も多く残っ
ている。
水道施設も更新の時期を迎えてお
り、故障前の補修対応を行うこと
で施設の長寿命化を図っている
が、給水人口の減少に伴う給水収
益の減少、さらには補助率の低減
により単年度の大幅な更新は極め
て困難な状況にある。

【目標の設定理由】

振り返り

改善策

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

更新時期を迎えている機器につい
ては順次更新を行い、施設の長寿
命化を図る。
水道管については、漏水多発路線
を優先的に更新を行い、有収率の
向上に努めるとともに、管種にお
いても耐震管路での布設替えを行
うことで耐震化率の向上を図る。
併せて漏水調査業務においては、
本年度も外部委託を行い漏水拡大
を防ぐ対策を講じていく。

中間 年度末 振り返り

目標達成（進捗）状況

【中間】

有収率を向上させることで漏水修
理に要する費用の削減や渇水対策
に繋がると同時に、水道施設のメ
ンテナンス費用の削減に繋がる。

課 ・ 支 所 名 上下水道課 正     規 フルタイム 計

● 組織目標・取組内容・達成状況
11 2 13

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容

（施策レベル） （目標達成水準・手段）

令和 7

部 局 名 建設部 職 員 数
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

振り返り

改善策中間 年度末 振り返り

目標達成（進捗）状況

課 ・ 支 所 名 上下水道課 正     規 フルタイム 計

● 組織目標・取組内容・達成状況
11 2 13

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容

（施策レベル） （目標達成水準・手段）

令和 7

部 局 名 建設部 職 員 数

⑨ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

カテゴリ

安定化

上下水道料の収
納率向上

【現状】

水道料金及び下水道使用料は事業
運営の根幹をなすため、収納率向
上のための未収金対策は最重要課
題であり、過年度の未収金（貸倒
引当金）は事業運営に支障を来す
要因となっている。
また、時効を迎えている債権につ
いても継続して調査を行っている
が、相続人へ接触することが不可
能な案件もある。

毎月の督促や年4回の催告状の発
送、個別による電話や夜間訪問徴
収に努め、長期滞納者について
は、給水停止等を実施するととも
に、徴収困難事案を含む時効案件
については、債権管理班と連携を
行い債権整理に向けた取組みを進
める。

令和5年度収納率
水道（現）97.18% （滞）13.60%
下水道（現）97.62%（滞）30.37%
を上回る。

【中間】

令和5年度実績以上を目標とす
る。

【課題】 【年度末】

人口減少による事業収益の減少が
予想される中、未収金対策を重点
的に行い収納率を向上させ、健全
な経営に繋げる必要がある。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑩

⑪ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑫ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

課 ・ 支 所 名 勝本支所・湯本事務所 正     規 フルタイム 計

令和 7

部 局 名 勝本支所 職 員 数

● 組織目標・取組内容・達成状況
2 3 5

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況 振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

【更なる改善案】

支所体制確立のため、課内での情
報共有、ジョブローテーションを
行い、関係各課と連携し研修会に
参加するなど知識を習得する必要
がある。

勉強会開催、月のスケジュールに
ついて支所会を開き再確認する。

【目標の設定理由】

窓口業務の内容をより理解し、迅
速・丁寧な窓口対応に繋げる。

カテゴリ

組織強化

窓口事務の迅速
かつ適切な対応
と市民サービス
の向上

【現状】 【取組内容】

【課題】 【数値目標】

【目標達成(未達成)の要因】

地域の総合窓口として、窓口業務
や住民ニーズに対応するため、関
係各課と連携を図り、公平・迅速
かつ懇切丁寧な対応が求められて
いる。また、窓口対応によって他
分野にわたってサービスの提供が
受けられる個別事案が発生するこ
ともある。

関係各課と緊密な連携調整に努
め、業務に関する情報共有を図
る。班内において共通認識を高め
るため勉強会や支所会の実施、研
修会へ参加する。公平・迅速な対
応へ努め、市民サービスの満足度
を向上させる。

【中間】

出納業務において、年度当初の発
送時期、納付期限の月末や年度末
は、業務量が増加し煩雑化する。

窓口において税、使用料の口座振
替の推進、電子決済の案内を行
い、現金納付の金額、件数を減少
させる。

【中間】

【年度末】

【課題】 【年度末】

事務の効率化を推進するため、窓
口において口座振替などの納付方
法を周知する必要がある。

出納業務に係る税・使用料の現金
納付件数10％削減（R6年度比）
を目指す。

カテゴリ

通年行うことにより、口座振替等
の意識を浸透させ定着させること
で、事務の効率化に繋がる。

【現状】

効率化

収納業務の効率
化

【現状】

カテゴリ 持続可能なまちづくりのため、継
続的にサポートし活性化に繋げ
る。

【課題】 【年度末】

人口減少に伴う少子高齢化が進
み、地域の結びつきが希薄化する
中、行政の関わり方が重要とな
る。また、「まちづくり協議会」
の活動が活発に行えるようサポー
トが必要となっている。

まちづくり協議会は、企画市民協
働班と連携した支援が必要となる
ことから、毎年１回は活動支援へ
の協議と情報共有を行う。
まちづくり協議会への活動支援に
ついては、随時実施する。

組織強化

協働のまちづく
りの推進及び支
援

【中間】

地域の課題も多種多様化する中、
自助・共助・公助を基本とした行
政の関わり方が重要となってい
る。

住民からの要望や相談を取りまと
め、関係各課と連携して情報提供
や支援を行う。また、様々なニー
ズに合わせた行政情報の提供を行
う。「まちづくり協議会」の活動
支援、地域担当職員のサポートを
行う。
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令和 年度　部局行動目標

● 部局の組織構成

1 人 人 人

人 人 人

● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）

● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

・事務局の業務遂行能力を高め、議会機能の最大化を支える業務継続のための体制を整える。
・職員一人ひとりの専門知識及び実務能力の向上を図るための研修機会を検討・提供し、市民サービスの向上に繋がる議
会運営を目指す。
・職員間の連携・情報共有を円滑にし、組織としての総合力を高め、変化する行政課題や市民ニーズに的確に対応できる
議会事務局を目指す。

計 5 0 5

※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

【目指す姿】

【施策面】

【組織面】

議会の意思決定プロセスを支え、議員の活動に必要な情報や環境を提供し、議会の記録を正確に管理するなど、議会運営
の基盤を築く役割を担う。これにより、議会が市民の多様な意見を市政に反映し、市民生活の向上と壱岐市の持続的な発
展に貢献できるよう、行政と議会の二元代表制の一翼を効果的に支える。

・議会の円滑かつ適正な運営を、専門的かつ効果的な事務処理を通じて支え、市民に開かれた議会、信頼される議会運営
に貢献する。
・議員が市民全体の奉仕者として職務を遂行し、市民福祉の向上と地域課題の解決に向けた、質の高い政策立案・審議が
できるよう、必要な環境、情報、サポートを提供する。
・議会の記録を正確に作成・管理し、議会の活動の透明性を確保するとともに、市民が市政の状況を理解し、参画する機
会を拡充する。
・議員の政策形成能力及び市民の付託にこたえる活動の質の向上に資するため、先進的な研修機会の情報提供や調査活動
を支援する。

壱岐市議会が円滑かつ効果的に活動できるよう事務的な面から全面的にサポートする。

【ステートメント】

職 員 数

正     規 フルタイム 計

議会事務局 5 0 5

部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

7

部 局 名 議会事務局

部 局 長 名 　草合　正吉

議会活動の透明性向上と市民への積極的
な情報公開・市民参加の推進
～市民と議会で「一緒に前へ」進む市政
～

③

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

議会運営の基礎となる事務処理機能の確
立維持

議員活動を支える総合的なサポート体制
の構築・強化
～市民の声を政策につなげるために～

②

①

組織強化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

④
組織としての専門性及び運営能力の継続
的な向上

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

効率化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

組織強化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

効率化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

①

② 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

③ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

④ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【年度末】

【目標の設定理由】

【数値目標】 【更なる改善案】

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況重点事項タイトル
現 状 と 課 題

振り返り

振り返り 改善策中間

事務・手続きを見える化し、さら
なる効率化に向け検討をおこな
う。
AI導入を検討する。

【中間】【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

令和 7

部 局 名 議会事務局 職 員 数

● 組織目標・取組内容・達成状況
5 0 5

課 ・ 支 所 名 議会事務局 正     規 フルタイム 計

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 年度末

議会活動の透明
性向上と市民へ
の積極的な情報
公開・市民参加
の推進
～市民と議会で
「一緒に前へ」
進む市政～

【現状】 【中間】

壱岐市議会のホームページやケー
ブルテレビ、議会だよりを活用
し、市民への情報公開を実施して
いる。

会議録を正確かつ迅速に作成・管
理し、ホームページやケーブルテ
レビ、議会だよりを通じて議会活
動に関する情報を市民に分かりや
すく積極的に発信する。

【現状】

【課題】

議会運営に関する規定に基づき、
議会・委員会に関する事務を正確
かつ迅速に実施している。

庶務事務の更なる効率化を図り、
議会運営サポート業務へより注力
できる体制を構築する必要があ
る。これにより、市民生活の質の
向上に繋がる審議時間の確保に貢
献する。

カテゴリ 議事録や会議録についてAIが利用
できるか検証する。効率化

議会運営の基礎
となる事務処理
機能の確立維持

AI導入の検証　　0→1

カテゴリ

効率化

【課題】 【年度末】

政務活動費の適正かつ効果的な活
用を支援し、議員の調査研究活動
を充実させ、市民ニーズを的確に
とらえた政策形成をサポートする
必要がある。

政務活動費の活用  11人→12人以
上
情報収集AI導入の検討　0→1

政務活動費の活用拡大による議会
の活性化

議員活動を支え
る総合的なサ
ポート体制の構
築・強化
～市民の声を政
策につなげるた
めに～

カテゴリ

組織強化

【現状】 【中間】

議員の調査・研究活動に必要な資
料収集を支援し、情報収集及び政
策形成能力向上をサポートしてい
るが、政務活動費について全議員
の活用に至っていない。

議員の職務遂行に必要な報酬等の
事務を適正に処理し、また、議
案、調査、研究等に関する情報提
供・資料収集を迅速かつ適正に行
うことで、議員が市民全体の奉仕
者として活動できる環境をサポー
トし、政務活動費の活用を図る。

【課題】 【年度末】

議事録の正確かつ迅速な作成・公
開に加え、議会情報をより多様な
媒体で分かりやすく発信し、市民
の市政への関心と理解を深め、建
設的な市民参加を促す必要があ
る。

議会放送・・生1回、再3回
ホームページの更新・・最新情報
広報誌の発行・・年4回

市民への情報提供を継続してい
く。

職員一人ひとりの専門知識及び実
務能力の向上を図るための研修機
会を検討・提供する必要がある。

研修の実施・・各業務年１回以上

専門性の向上、積極的な取組意欲
向上のために研修機会を設ける。

【現状】 【中間】

人事異動に伴い経験の浅い職員が
多い。

地方自治法や議会運営に関する規
定及び各条例に関する職員の専門
知識と多様な事務を処理するため
の実務能力の向上を図り、事務局
運営を効率かつ適切に行う体制を
維持・強化する。

【課題】 【年度末】

カテゴリ

組織強化

組織としての専
門性及び運営能
力の継続的な向
上
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令和 年度　部局行動目標

● 部局の組織構成

1 人 人 人

人 人 人

● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）

● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

監査委員事務局

④ 監査知識の専門性の向上

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

組織強化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

③ 監査結果等の市民への情報提供

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

安定化＜２＞持続可能な財政基盤の構築

①効率的且つ計画的な財政運営

安定化＜２＞持続可能な財政基盤の構築

①効率的且つ計画的な財政運営

② 監査結果に対する是正・改善状況の検証

・監査計画、事前準備、資料の収集と分析、監査後の事務処理を適切に行い、監査委員の円滑な職務遂行を補助する。
・各種研修の積極的な受講等により自己研鑽に努め、専門知識の習得、監査技術の向上を図る。

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル） 総合計画区分 カテゴリ 所 管 部 署

① 監査事務の適正な実施

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

安定化＜２＞持続可能な財政基盤の構築

①効率的且つ計画的な財政運営

【組織面】

計 2 0 2

※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

【ステートメント】

円滑に監査を遂行し、市民から信頼される市政運営に寄与する。

【目指す姿】

市の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理について適正に監査を実施し、行政の適法性、効率性、妥当性を
確保、保証する。

【施策面】

・「壱岐市監査基準」及び「年間監査計画」に基づき、効果的・効率的な監査を実施する。
・監査結果等の公表により、住民の市政への知識と信頼を深め、住民自治を強化する。

職 員 数

正     規 フルタイム 計

監査委員事務局 2 0 2

部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

7

部 局 名 監査委員事務局

部 局 長 名 　古賀　和恵
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

①

② 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

安定化

監査事務の適正
な実施

安定化

カテゴリ

監査結果に対す
る是正・改善状
況の検証

カテゴリ

【課題】 【年度末】

　例月現金出納検査における指摘
等事項に対する各課の改善（再発
防止）策について、毎月情報発信
する。また、過去の指摘等とその
発生原因についてデータ化し、グ
ループウェアの掲示板等に定期的
に掲載する。
　定期監査の結果に対する措置状
況の報告期間は半年間とし、是正
に必要な期間を設ける。

　職員に対し自己点検を促し、各
課及び市役所全体で業務の改善に
資するため。

　類似指摘等の再発防止、事務過
誤の発生抑制のため、監査結果に
基づく是正・改善状況の検証等、
効果的な取組が必要である。

【中間】

　例月現金出納検査においては、
毎月監査委員から類似指摘が繰り
返されている状況にある。
　各種監査の結果等を分析し、各
部署に対して是正を促し、業務改
善を推進する必要がある。

【現状】 【取組内容】 【中間】

【課題】 【数値目標】 【年度末】

【目標の設定理由】

　壱岐市監査基準及び年間監査計
画に基づき、昨年度以上に効果的
な監査を実現するため。

【現状】

　監査に基づき、是正又は改善を
要する事項について、その根本的
な原因を分析し、各課に必要な助
言を適切に行う。
　監査結果に対する措置の状況に
ついては、監査委員に報告を求め
る。
　指摘・指導等の事案、及び是
正・改善状況については市役所の
組織全体に発信し、共有すること
により、自己点検を促し再発防止
に努める。

【目標達成(未達成)の要因】

「壱岐市監査基準」を遵守し、効
果的な監査を遂行することが重要
である。事務局として監査委員の
職務の補助を行うだけでなく、最
も有効な監査手法は何かを常に研
究しながら実践につなげる必要が
ある。

　壱岐市監査基準及び令和７年度
年間監査計画に基づき、効果的な
監査を実施する。
 それぞれの監査において、各部
局の業務内容を把握し、資料の収
集及びその確認・分析、監査後の
まとめ等を通して、監査の効率化
に資する。

【更なる改善案】

　財務に関する事務の正確性、合
規性の観点に加え、
経済性（Economy）
効率性（Efficiency）
有効性（Effectiveness）
の、３Eの視点による、適正で有
効な監査を実施する。

・例月現金出納検査（毎月下旬）
・決算審査［一般会計、特別会
計、公営企業会計、基金運用状
況、財政健全化等］（6月中旬～
7月上旬）、意見書の作成（7月
～8月）
・定期監査

（前期―11月、後期―2月）
・財政援助団体等監査

（11月、2月）
特に、昨年度より実施している

財政援助団体等監査については、
事務局による、団体等に対する事
前資料確認のための審査日を新た
に設ける。

● 組織目標・取組内容・達成状況
2 0 2

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況 振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

課 ・ 支 所 名 監査委員事務局 正     規 フルタイム 計

令和 7

部 局 名 監査委員事務局 職 員 数
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

● 組織目標・取組内容・達成状況
2 0 2

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況 振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

課 ・ 支 所 名 監査委員事務局 正     規 フルタイム 計

令和 7

部 局 名 監査委員事務局 職 員 数

③ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

④ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

安定化

監査結果等の市
民への情報提供

組織強化

監査知識の専門
性の向上

　行財政運営の多様化・複雑化に
対応しながら、３Ｅの視点による
効果的な監査を実施することがで
きるよう、職員の専門性を高める
取組が必要である。

　本年度開催される各種会議等へ
の参加により、監査制度について
知識を深めるとともに、他市の監
査手法等の情報収集に努め、監査
スキル・監査技術の向上を図る。

無料で実施される地方公共団体
金融機構等のeラーニング研修を
積極的に活用し、特に公会計制度
の知識習得を図る。

カテゴリ 　市民ニーズに対応し、信頼され
る市政運営に寄与するため。

【現状】 【中間】

　厳しい社会情勢の中、市の健全
で適正な業務執行を担保するた
め、監査機能の充実・強化がます
ます必要となっている。

　監査に関する各種情報を職員間
で共有し知識の蓄積を図るととも
に、各種研修に積極的に参加し監
査知識の向上を図る。

カテゴリ 　事務局職員のスキルアップによ
り、監査機能の充実・強化を図る
ため。

【課題】 【年度末】

　監査の用語は専門的であるた
め、市掲示場、ホームページにお
いて公表を行う場合は、市民に分
かりやすい内容となるよう努める
必要がある。

　内容は、市民が理解しやすいよ
うに平易かつ簡潔明瞭な表現とす
るよう努めるとともに、市掲示場
及びホームページに速やかに公表
を行う。
　他自治体のホームページ掲載方
法を参考にし、報告書等の充実に
努める。

【課題】 【年度末】

【中間】

　監査には、結果等の公表によ
り、住民の地方行政への知識と信
頼を深め、住民自治を強化する役
割がある。
　監査結果及び措置を講じた内容
の公表のあり方については、さら
なる工夫と充実が求められる。

　監査の結果及び措置の状況等の
市民への情報提供を適切に行い、
開かれた市政の推進に努める。

【現状】
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令和 年度　部局行動目標

● 部局の組織構成

1 人 人 人

人 人 人

● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）

● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

農業委員会

所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

安定化＜１＞農林業の振興

②経営力の強化

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

安定化＜１＞農林業の振興

②経営力の強化

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

安定化＜１＞農林業の振興

②経営力の強化

安定化＜１＞農林業の振興

②経営力の強化

④ 情報提供活動

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

農業者年金加入推進活動③

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

農地集積・集約化

遊休農地の発生防止・解消②

①

7

部 局 名 農業委員会事務局

部 局 長 名 事務局長　竹藤　浩二

職 員 数

正     規 フルタイム 計

農業委員会 3 0 3

部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

農地を守り活かすために農地等の利用の最適化を推進し、次世代を担う農業者の農業生産力の増進及び農業経営の合理化
を図ることにより、本市の農業が持続的に発展し、安全・安心な農産物を安定的に生産・供給することができる。

・農地集積・集約化及び遊休農地の発生防止・解消活動等。
・農地利用状況調査及び農地利用意向調査。

農地等の利用の最適化を推進する。

【ステートメント】

農業委員及び農地最適化推進委員と連携して農地等の利用最適化を推進する。

計 3 0 3

※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

【目指す姿】

【施策面】

【組織面】
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

①

② 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

③ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

④ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【課題】 【年度末】

カテゴリ

県農業会議からの配分数値

昨年度、購読料の回収方法を一部
切り替えたため、購読者が減少し
た。今年度、購読者を増やすた
め、効果的な普及活動を行う。

令和7年度新聞購読目標数
・新規36部

県から配分された目標数128部に
不足する部数　委員1人当たり
2部

【現状】 【中間】

農業者の暮らしと経営に役立つ情
報提供として、全国農業新聞の普
及活動を行っている。

購読者を増やすため、認定農業
者、新規就農者などの担い手や農
地法第3条申請者、農業者年金加
入者等に普及活動を行う。

安定化

情報提供活動

【現状】 【中間】

農業者の安心で豊かな老後生活を
送るために、農業者年金の加入推
進を行っているが、加入者が伸び
悩んでいる。

農業者年金制度について、市報な
どで周知する。また、加入推進名
簿を更新して年金制度のパンフ
レットの配付を加入推進委員と戸
別訪問を行って推進する。

カテゴリ

安定化

【課題】 【年度末】

農業者年金の加入資格がある人
が、農業者年金制度を知らないこ
とがあるので、対象者対して周知
徹底を図る。

令和7年度農業者年金加入
・目標2名

農業者年金加入
推進活動

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 年度末

【課題】 【年度末】

担い手の高齢化による離農、その
後の担い手となり得る農業後継者
の不足、中山間地域の小規模な不
整形農地などにより遊休農地が増
えているので、農地利用状況調査
を行う。

令和7年度遊休農地解消
・目標17.6ha

令和３年度の利用状況調査で判明
した遊休農地を5年間(R4～R8)で
解消

安定化

遊休農地の発生
防止・解消

【現状】 【中間】

毎年7月から9月にかけて農地利
用状況調査を実施しているが、遊
休農地や遊休化のおそれがある農
地が年々増加傾向にある。

利用状況調査の結果、遊休農地と
判断された農地について、所有者
等に利用意向把握を行い、その中
で、貸し借りを仲介する農地中間
管理機構を利用すると回答があっ
た場合、農林課と連携して解消を
図る。

安定化

カテゴリ

【現状】

【課題】

高齢化や若年層の農業離れが進む
中農業従事者の確保が難しい状況
である。

農業従事者の減少に伴い、地域の
中心的な経営体などに農地集積・
集約を行う必要がある。

農地集積・集約
化

カテゴリ

農水省ガイドラインに基づく数値

令和 7

部 局 名 農業委員会事務局 職 員 数

● 組織目標・取組内容・達成状況
3 0 3

課 ・ 支 所 名 農業委員会事務局 正     規 フルタイム 計

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 振り返り

振り返り 改善策中間

農地中間管理事業推進チームと連
携し、高齢の耕作者や後継者がい
ない農地など、農地中間管理機構
による農地集積、集約を行う。

【中間】【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

令和7年度農地集積
・目標17.9ha

【年度末】

【目標の設定理由】

【数値目標】 【更なる改善案】

目標達成（進捗）状況
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令和 年度　部局行動目標

● 部局の組織構成

1 人 人 人

人 人 人

● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）

● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

会計課

所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

組織強化＜２＞持続可能な財政基盤の構築

①効率的且つ計画的な財政運営

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

安定化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

①経営感覚のある行政運営

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

効率化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

①経営感覚のある行政運営

会計事務の効率化③

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

歳計伝票審査体制の確立と適正な会計事
務の推進

円滑な資金管理と効率的な運用②

①

7

部 局 名 会計課

部 局 長 名 会計課長　篠崎　昭子

職 員 数

正     規 フルタイム 計

会計課 5 1 6

部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

市民の財産を守るため、適正な会計処理を行うこと、無駄をなくし効率性を追求して市の事業を縁の下で支える。

・効率的かつ正確に伝票審査を行う。
・公金の安全で確実な管理に努める。

「効率的で質の高い持続可能な行政力を備えた島」を目指し、公金の適正な執行を守る最後の砦となる。

【ステートメント】

・職員が個々の審査スキルを高める。
・課内での情報共有を円滑に行い、互いにフォローできる体制を構築する。

計 5 1 6

※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

【目指す姿】

【施策面】

【組織面】
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

①

② 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

③ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

組織強化

歳計伝票審査体
制の確立と適正
な会計事務の推
進

安定化

円滑な資金管理
と効率的な運用

効率化

会計事務の効率
化

カテゴリ

【課題】 【年度末】

資金不足が生じないよう、また、
資金調達を可能な限り行わないよ
う計画的な資金管理が必要であ
る。また、安全性、流動性の確保
を優先したうえで、自主財源を確
保するため効率性を追求すること
も必要である。

高額収入・支出情報の提供依頼
月１回

各課からの高額収入・支出情報を
もとに資金計画を立てるとともに
計画的かつ効率的に支払い事務を
実施し円滑な資金管理に努めてい
る。また、公金の安全で確実な運
用により収益の確保に努めてい
る。

円滑な資金管理を行うため、各課
へ高額収入・支出情報の提供を依
頼し、計画的な支払い事務を進め
る。また、資金の安全かつ効率的
な運用のため、金利の動向や債券
の発行状況を注視する。

自動釣銭機の導入検討　４台

カテゴリ

カテゴリ

各課への意識付けを図ることで円
滑な資金管理に繋がる。

【課題】 【年度末】

事務処理の見直しを行い、経費節
減及び省力化を図る必要がある。

【現状】 【中間】

指定金融機関等の公金取扱業務に
関する有料化及び業務見直しによ
り、経費、事務量が増加してい
る。会計業務のDXはそれほど進
んでいない状況である。

効率的な会計事務推進のため、
「公振くん」の導入、キャッシュ
レスに対応した自動釣銭機の窓口
設置について検討を進める。ま
た、公金収納デジタル化の取り組
みについても、関係課の状況を把
握し、変革に対応できる体制を目
指す。

お客様の利便性、事務処理の効率
化及び現金を取り扱う職員の負担
が軽減する。

課 ・ 支 所 名 会計課 正     規 フルタイム 計

【現状】

● 組織目標・取組内容・達成状況
5 1 6

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 年度末

【現状】 【中間】

【課題】

収入・支出に関する執行手続き
が、法令等に基づき適正に行われ
ているか審査を行っているが、監
査委員の指摘事項は減少しない状
況である。また、財務会計システ
ムを活用し支払遅延防止に取り組
んでいるが、支払日直前や超過し
た伝票が届いている。

厳正な審査を行うため職員のスキ
ルアップが求められる。また、伝
票の誤起票や提出遅れは、支払遅
延につながることから各課会計事
務担当者の会計事務の知識を高
め、正確性の向上を図る必要があ
る。

研修会の実施により職員のスキル
アップ・理解度が向上し適正な会
計事務を実現できる。

初任者・伝票責任者研修会の開催
各１回

令和 7

部 局 名 会計課 職　　　員　　　数

【年度末】

【目標の設定理由】

【数値目標】 【更なる改善案】

振り返り

振り返り 改善策中間

統一した基準で審査を行うため課
内の情報共有を行い誤った執行を
防ぐ体制づくりに取り組む。ま
た、定期的なジョブローテーショ
ンにより全員が会計業務全般を理
解するとともに問題に対する解決
力を強化する。
初任者研修会・歳計伝票責任者研
修を実施し、会計処理に対する理
解力を向上させるとともに定期的
に会計処理について周知すること
で、職員の意識向上を図る。

【中間】【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】
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令和 年度　部局行動目標

● 部局の組織構成

1 人 人 人

2 人 人 人

3 人 人 人

4 人 人 人

5 人 人 人

人 人 人

● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）

● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

1 0 1

予防課 2 0 2

消防・救急・緊急体制の充実・強化
地域における防災体制の強化

市民の生命・身体及び財産を火災から保護、水火災又は地震等の災害の防除、被害の軽減、火災等による傷病者の適切な
搬送の使命を果たすべく、火災予防の徹底、消防団との協調、応急手当の普及に努める。

1

市民を守る頼れる存在、未来を守る消防の力

【ステートメント】

消防署 53

計 62 0 62

※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

0 53

消防長 1 0

職 員 数

正     規 フルタイム 計

総務課 5 0 5

部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

消防団との協調③

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

職員の質の向上と安全管理の徹底

消防団員の負担軽減及び入団促進②

①

7

部 局 名 消防本部

部 局 長 名 山川　康

警防課

多種多様化する災害事象及び市民の声に即対応しうる組織の強化を図る。

【目指す姿】

【施策面】

【組織面】

所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

組織強化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

①経営感覚のある行政運営

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

安定化＜５＞防災・危機管理体制の強化

①災害に強い地域づくり

④ 担当地区制度の充実

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

組織強化＜５＞防災・危機管理体制の強化

①災害に強い地域づくり

総務課

警防課

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

組織強化＜５＞防災・危機管理体制の強化

①災害に強い地域づくり
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重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル） 所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

安定化＜５＞防災・危機管理体制の強化

①災害に強い地域づくり

⑦ 職員の質の向上と安全管理の徹底

⑥ 住宅火災の防止

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

安定化＜５＞防災・危機管理体制の強化

①災害に強い地域づくり

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

組織強化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

⑤ 防火査察の実施

予防課

消防署⑧ 救急救命講習の充実

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

中長期＜５＞防災・危機管理体制の強化

①災害に強い地域づくり

⑨ 山林火災の防止対策

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

安定化＜５＞防災・危機管理体制の強化

①災害に強い地域づくり
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

①

② 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【中間】

発足当時から比べると、消防団員
数は年々減少傾向であり、分団合
併も視野に入れていかなければ、
今後運営が厳しくなる予想であ
る。しかしながら、現場活動にお
ける消防団の存在は大きく、人員
確保が必要である。

災害現場以外の団員負担（イベン
トへの参加、立哨活動）を減らせ
るよう、スポーツ行事の大会運営
側と消防団員動員数について協議
する。入団促進については、各地
区幹部会開催ごとに分団幹部へ周
知し、消防本部・消防団一丸と
なって人員確保に務める。

組織強化

消防団員の負担
軽減及び入団促
進

【課題】 【年度末】

カテゴリ

【目標の設定理由】

ハラスメントゼロを目標とし、風
通しの良い職場環境を目指す。
接遇を徹底することにより職員の
質の向上を目指す。
車両の更新により老朽化を防ぎ安
全管理の徹底に努める。

【現状】

訓練やイベント等多数の催しに参
加することで、消防団員へ過度の
負担がかかっている状況である。
特に操法に対しての意見に賛否が
分かれ、今後のやり方についても
検討が必要である。

令和７年４月１日現在７８７人
減少数を抑え、年度内で７８０人
台をキープする。

カテゴリ

自己都合により退団はやむを得な
いため、入団者を確保しつつ人員
減少を抑える。

組織強化

職員の質の向上
と安全管理の徹
底

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

気軽に相談できる窓口が必要であ
る。また、接遇に関しては講習会
への積極的な参加や講師を招いて
の勉強会が必要である。
車両や設備に関してはできる限り
振興計画にのっとり進めていくこ
とが必要。

接遇や住民対応向上の研修を年１
回以上実施。ハラスメントに関す
るアンケート調査を年に１回以上
実施する。振興実施計画に基づく
車両配備の実施。

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

ハラスメントに関して現在落ち着
いてはいるものの撲滅にはいたっ
ていない。接遇に関して職員全体
の意識改革が必要。又車両や設備
の老朽化に伴う安全管理の低下が
危惧される。

相談窓口を積極的に利用してもら
うため、定期的にアンケート調査
や面接を行いハラスメントが起き
ない職場を目指す。
接遇や住民対応向上の研修を年１
回以上実施し、市民との信頼関係
を築く。
車両や設備の更新を行い老朽化を
防ぎ、より安全管理の徹底を図
る。

【課題】

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
5 0 5

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 消防本部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 総務課 正     規 フルタイム 計
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

③

④ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【中間】

　地理の把握は常備消防に求めら
れる基礎的な要件であり、そこで
生活する一人暮らしの高齢者の情
報にあっても同様に把握が必要で
ある。

　担当区域を決め、地理水利、道
路網等について、実態把握に努め
職員間で情報共有を図る。一人暮
らしの高齢者情報にあっては、台
帳の更新作業を行い、防火訪問を
行う。

安定化

担当区制度の充
実

【課題】 【年度末】

カテゴリ

【目標の設定理由】

　消防団の出動回数の負担軽減を
考慮した数値としている。

【現状】

　災害出動要請等で調査を中断せ
ざるを得ない。

　月１回の担当区調査を行う。
一人暮らしの高齢者台帳を更新し
訪問接触１０パーセント以上を目
指す。

カテゴリ 　前回の更新から１０年経過して
おり８割程度更新見込みのため。

組織強化

消防団との協調

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

　接する機会は災害現場や訓練時
が主であり十分な関係を築く時間
がない。

　各地区現場を想定した合同訓練
を１回実施する

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

　消防本部と消防団は、それぞれ
独立した組織であること。

　現場活動や訓練等さらに居住地
域でのかかわりの機会を利用し、
良好な関係作りに心がける。

【課題】

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
1 0 1

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 消防本部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 警防課 正     規 フルタイム 計
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑤

⑥ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

振り返り

振り返り 改善策中間

査察規定に則り、火災による被害
が大きいと予想される特定防火対
象物及び危険物施設の老朽施設に
ついて、160件の査察を実施し、
違反是正に取り組む。

【中間】【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

昨年比19件増160件の査察を実施
する。

【年度末】

【数値目標の設定理由】

【数値目標】 【更なる改善案】

令和 7

部 局 名 消防本部 職 員 数

● 組織目標・取組内容・達成状況
2 0 2

課 ・ 支 所 名 予防課 正     規 フルタイム 計

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 年度末

【現状】

【課題】

管内に防火対象物836施設、危険
物施設165施設を有している。

防火査察の実施

少数職員による全施設の把握が困
難な状況にある。また、消防施設
の老朽化に伴い、設備不良が増加
している。資材の価格高騰によ
り、設備改修も思うように進んで
いない。

カテゴリ 昨年査察実施件数：141件
昨年度比：19件増（約13％増）安定化

【現状】 【中間】

死者の発生する火災の多くは、夜
間就寝中の住宅火災であり、60
歳以上が6割を占めている。

毎月マスメディアを活用した広報
及びイベント、各種講習等を通じ
住宅用火災報知器の設置維持管理
について普及活動を図る。
火災予防運動期間を捉え独居高齢
者宅防災訪問を行う。

【課題】 【年度末】

市内においても高齢化が進み、身
体機能の衰えと共に家庭環境も単
独生活をせざるを得ない状況にあ
る。

独居高齢者宅防災訪問220件実
施。
毎月広報いきへ火災予防について
記載する。

22地区　1地区当たり10件目標

住宅火災の防止

カテゴリ

安定化
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑦

⑧ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑨ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】カテゴリ

安定化 月1回以上

【課題】 【年度末】

枯草焼きには、敷地や圃場整備の
目的があり、枯草焼きを全面的に
制限することは、多方面に影響を
与える。

年１０回実施

山林火災の防止
対策

【現状】 【中間】

　猛暑日、渇水期に枯草焼きに関
する山林火災が頻発している。

　必要によりFM告知放送及び、
新聞ケーブルテレビ等を活用し広
く市民に広報を行う。

【中間】

　心肺停止の現場で応急手当の実
施率が少ない。

　バイスタンダーとなりうる生産
年齢世代に的をしぼり、応急手当
講習、災害救命講習受講について
出前講座を活用し推進を図る。

【課題】 【年度末】

カテゴリ 【目標の設定理由】

組織強化 各隊月１回

救急救命講習の
充実

【現状】

　一人暮らし世帯や高齢夫婦世帯
における応急手当の実施率を上げ
るには限界がある。

応急手当講習受講 1560人
普通救命講習受講  170人
災害救命講習受講    50人(新規)

カテゴリ

中長期 過去３年間平均受講者数
応急手当1560人  普通救命170人

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

　組織の変化に伴い、個々の技術
の錬成が必要。

令和８年３月までに２０回

職員の質の向上
と安全管理の徹
底

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

　火災、救助等の現場経験が少な
い世代がある。

　出動種別ごとに現場を想定した
基本的な訓練を繰り返し行い、基
本的な部隊行動を確認し、隊員間
の連携を図る。

【課題】

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
53 0 53

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 7

部 局 名 消防本部 職 員 数

課 ・ 支 所 名 消防署 正     規 フルタイム 計
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令和 年度　部局行動目標

● 部局の組織構成

1 人 人 人

2 人 人 人

3 人 人 人

人 人 人

● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）

● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

③

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

安定化＜２＞学校教育の充実

④教育環境の整備

7

部 局 名 教育委員会

部 局 長 名 　目良　顕隆

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

幼稚園での子どもの学びの充実

教育環境の整備②

①

社会教育課　生涯学習班（施設管理含む）・文化財班

学校教育課　学校教育班

総合計画区分

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

＜２＞学校教育の充実

①幼稚園（こども園）での子どもの学びの充
実

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

＜２＞学校教育の充実

④教育環境の整備

職 員 数

正     規 フルタイム 計

教育総務課　総務班・学校給食センター・幼稚園（８園） 25 9 34

部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

6

・幼稚園の統廃合を進め職員数を確保するとともに、教育、保育の質を向上させるため、幼児教育アドバイザーを配置す
る。
・教職員の研修機会を確保するとともに、働き方改革を進め、時代に応じた授業改善の推進を通じて児童・生徒の充実し
た学びを支援する。
・社会教育委員会からの指導・助言に沿って、職員の資質向上に取り組み、公民館や図書館、青少年健全育成などの生涯
学習の推進を図る。
・文化財の適切な保護、保全を行うとともに、県や観光部門と連携を図り活用に向けた取組を進める。また、貴重な文化
財や民俗芸能など次世代への継承に努める。

計 43 32 75

※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

1 7

【目指す姿】

【施策面】

【組織面】

壱岐市教育方針にある育成したい市民の姿と、総合計画にある成長に応じた質の高い学びの環境整備を推進し、市民が、
個に応じた質の高い教育を受ける中で、つながる力と生きぬく力を身に付けることにより、時代の激しい変化に対応し持
続可能な壱岐市を創造する市民を育成して行くことを目指す。

・学校等での子どもの学びを充実させる。
・市民全体を対象とした学校等以外での組織的な教育の場を充実させる。
・文化財の適切な保護と効果的な活用及び次世代への継承に取り組む。

つながる力と生きぬく力を育む教育を推進する（壱岐市教育振興基本計画）

【ステートメント】

12 22 34

安全・安心な学校給食の提供

教育総務課

所 管 部 署カテゴリ

組織強化

中長期
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重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル） 総合計画区分 所 管 部 署カテゴリ

生涯学習の推進

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

＜３＞社会教育・スポーツの充実

①生涯学習の推進

安定化

④

⑨ 青少年の健全育成支援

⑥
特別な支援を要する児童・生徒の学びの
充実

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

＜２＞学校教育の充実

③特別な支援を要する児童・生徒の学
びの充実

⑧ 公民館活動の改善の支援

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

⑦

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

中長期

⑪ 文化財の継承

⑩ 文化財の保護と活用

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

中長期＜３＞歴史文化資源の保全・活用

①文化財の保護と活用・継承

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

新規事業＜３＞歴史文化資源の保全・活用

①文化財の保護と活用・継承

⑤

授業改善の推進

業務の改善

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

＜２＞学校教育の充実

②小・中学校での児童・生徒の学びの
充実


【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

＜２＞学校教育の充実

②小・中学校での児童・生徒の学びの
充実


＜３＞社会教育・スポーツの充実

①生涯学習の推進

安定化

学校教育課

社会教育課

中長期

中長期

中長期

＜３＞社会教育・スポーツの充実

③青少年の健全育成支援
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ）（ ＋ ）

①

② 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

③ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

令和 7

部 局 名 教育委員会 職 員 数

課 ・ 支 所 名 教育総務課 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
25 9 34

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

【年度末】 【更なる改善案】

共働き世帯の増加や家族関係等の
変化により、「こども園」の開設
や幼稚園での預かり保育などの保
護者支援を求める声が大きくなっ
ている。さらに、園児の個性や特
性の多様化に対応するために、一
定の職員数の確保が必要である。

・勝本町内幼稚園数３園から２園へ
・芦辺町内幼稚園数４園から３園へ
・土曜日の預かりや給食提供計画策
定

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

急激な園児数の減少により、幼稚
園では集団による学びに支障が出
ている。

・幼稚園の職員数を確保するため、
近隣する幼稚園の統廃合を進める。
・「こども園」開設をめざして、統
合した幼稚園での預かり保育や給食
などの保護者支援を実施する。
・幼児教育や保育の質を向上させる
ために、幼児教育の指導を行う「幼
児教育アドバイザー」を配置。

【課題】

カテゴリ

【目標の設定理由】

近隣の園（立地的）、園児数、施設
の規模（建築年数・保育室の数）。

【現状】

小・中学校では夏季の猛烈な暑さ
に対応するため、特別教室への空
調の設置が必要。さらに、児童・
生徒用端末、スクールバスが更新
の時期を迎えている。

・特別教室への空調設置（４小学
校）
・タブレット端末の更新（４中学
校）
・スクールバス２台更新

カテゴリ

・空調設置は、令和６年度から計画
的に毎年４校から５校を実施。
・タブレット端末は次年度に１８小
学校を更新。
・スクールバスは、今年度から計画
的に２台ずつ更新。（１４台）

組織強化

幼稚園での子ど
もの学びの充実

【数値目標】

【中間】

学校施設の耐震化等は完了したも
のの、全体的に施設の老朽化が進
んでおり、修繕箇所が増加してい
る状況。

・安全を第一に考えて、学校施設の
整備をはじめ、児童・生徒の学習用
端末の更新を計画的に行う。
・生徒の安全を確保し、スクールバ
スの有効な管理・運営に努め、古い
バスの更新を計画的に実施する。

中長期

教育環境の整備

【課題】 【年度末】

 学校給食異物混入事案件数　０件

【現状】 【中間】

学校給食の職務が、児童生徒の生
命に関わる事を念頭に置き、施設
衛生検査、調理機器点検の定期的
な実施及び一人一人が衛生管理を
徹底し安全な業務にあたってい
る。
しかしながら、施設、設備の老朽
化により調理業務に影響を与える
ようになっている。また、依然と
して異物混入を防ぐことができて
いない。

・施設衛生検査、調理機器点検等の
結果を受け施設、設備及び調理機器
等の整備計画の見直しを実施する。
・衛生管理の徹底を図るために、学
校給食運営委員会等の組織を活用
し、その機能を充実させる。
・研修会等を活用し、調理員の危機
管理、衛生管理意識の向上を図る。

カテゴリ

異物混入事案が発生すると各学校よ
り報告書が提出される。
発生件数０件を目指して目標数値と
して設定している。安定化

安全・安心な学
校給食の提供

【課題】 【年度末】

・施設、設備及び調理機器の計画
的な整備
・衛生管理の徹底を図るために、
管理体制及びマニュアルの充実

81



年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

④

⑤ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑥ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

課 ・ 支 所 名 学校教育課 正     規 フルタイム 計

令和 7

部 局 名 教育委員会 職　　　員　　　数

● 組織目標・取組内容・達成状況
6 1 7

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況 振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

・一定の成果は確認できたが、よ
り主体的な学習活動につなげるた
めの改善が求められる。これまで
の取組の理念を生かしつつ、さら
なる授業改善を行う必要がある。

・授業改善にかかる学校への指導
主事等の派遣回数を３０回以上。

【目標達成(未達成)の要因】

・これまで壱岐市で取り組んでき
た「体験的な活動を取り入れた問
題解決的な学習過程」をもとに、
授業改善を継続して行えるよう指
導を行っている。

・教職員の研修や指導の機会を確
保する。
・授業改善の視点・学力向上に向
けた取り組みを具体的に示し、指
導を繰り返す。

【課題】 【年度末】

カテゴリ

【目標の設定理由】

令和６年度　学校訪問２２回、指
導主事派遣４回。

【現状】 【中間】

・学校の教職員の働き方改革（働
きがい改革）が求められる中、校
務支援システム等のICTを活用し
たり、業務の見直しを行うなどの
環境整備を行っている。

・円滑な校務実施のため、業務の
効率化を進める。その一つの手段
として、学校への文書を減らして
いく。

中長期

授業改善の推進 【現状】 【取組内容】 【中間】

【課題】

カテゴリ ・昨年度の研修会への参加、９１
パーセント

・令和６年度の、１年間の超過勤
務が３６０時間を超える教職員が
１００名、５４０時間を超える教
職員が３６名いる。

・学校へ発出する文書を前年比、
９割程度とする。

カテゴリ 昨年度、８割５分ほど削減。今年
度、さらに削減する。

【現状】 【中間】

・特別支援教育を充実させるため
には、学校の教育環境を整えてい
く必要がある。令和７年度、各学
校の要望をもとに配置した特別支
援教育支援員の数は、３７名（２
０校）である。

・特別支援教育支援員の確保と配
置を適切に行うとともに、より良
い支援につながるよう研修を行
う。

中長期

業務の改善

中長期

特別な支援を要
する児童・生徒
の学びの充実

【課題】 【年度末】

・学校への適応が難しい児童生徒
が増え、人的配置及び人材育成を
適切に行っていく必要がある。

・支援員の研修への参加９５パー
セント以上
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ）（ ＋ ）

⑦

⑧ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑨ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

R6参加者数実績：280人
→R11参加者数目標：415人

（壱岐市教育振興基本計画）

令和 7

部 局 名 教育委員会 職 員 数

課 ・ 支 所 名 社会教育課 正     規 フルタイム 計

青少年の健全育
成支援

カテゴリ

①公民館講座の受講者数
・中央公民館教室

43教室　1,032人
・地区公民館教室
　28教室　  430人

②移転完了時期
令和８年３月末

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
12 22 34

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

①市民のつながる力と生きぬく力
が身につくための生涯学習事業を
展開する必要がある中で、公民館
講座等を行っているが、世代ごと
の市民ニーズに十分に対応できて
いない。
②バリアフリーに対応していない
郷ノ浦図書館は環境改善が必要で
ある。
③人口減少と高齢化の進行にとも
ない、文化・スポーツ活動の担い
手が減少し、これまでどおりの活
動を維持することが困難になって
いる。

①これまで展開してきた人気の講
座に加え、壱岐の特徴的な魅力を
活かす内容で市民ニーズに応じた
公民館講座を新たに増やしてい
く。
②移転先の関係者と綿密な協議を
図り、移転を完了させ、利用者が
快適な図書サービスを受けられる
環境を整える。
③４町でそれぞれ行ってきた文化
行事やスポーツ行事の在り方を見
直すにあたり、市民の理解を得な
がら集約の方向性を検討する。

【課題】

【課題】 【年度末】

カテゴリ

【目標の設定理由】

①前年度受講者数の維持
②リニューアル調整作業を経て

【現状】

持続可能な公民館活動が展開でき
るよう、関係者の意識改革の場の
確保が必要である。

公民館大会参加者数：307人
（下記による漸増）

カテゴリ

【中間】

人口減少と高齢化の進行にともな
い、公民館活動の担い手が減少す
るとともに、市民の参加意識も変
化しており、これまでどおりの活
動を維持することが困難になって
いる。

研修の場である公民館大会の在り
方を大幅に変更し、参加者数を増
やして、関係者の意識改革を図
る。

安定化

安定化

生涯学習の推進

公民館活動の改
善の支援

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

①これまでの公民館講座の内容を
検証・精査する必要がある。
②郷ノ浦図書館を移転する。
③文化行事やスポーツ行事の在り
方を見直す必要がある。

【課題】 【年度末】

①地域の実情に応じた効果的な活
動への変容を支援する必要があ
る。
②中学校部活動の地域展開の仕組
みづくりを行う。

①活動内容を見直す地区数
15地区

②Ｒ８年度当初での制度運用が可
能であること

【現状】 【中間】

①青少年の健全育成の担い手が減
少するとともに、活動内容が固定
化している。
②生徒数が減少し、中学校単位で
のチーム編成ができなくなってい
る。学校単位での活動では、生徒
の活躍の場がなくなる可能性があ
る。

①各地区の青少年健全育成協議会
の活動の見直しを指導する。
②制度運用のための関係要綱等を
整備するとともに、指導者に必要
な研修を実施する。

①市内全地区数
②制度運用の調整・準備を経て中長期
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ）（ ＋ ）

令和 7

部 局 名 教育委員会 職 員 数

課 ・ 支 所 名 社会教育課 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
12 22 34

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

⑩ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑪ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

文化財の保護と
活用

【現状】 【中間】

市内には数多くの埋蔵文化財包蔵
地や指定・登録文化財があり、こ
れらを適切に保護し、後世へと繋
ぐ必要がある。一方で開発等によ
り知らないうちに滅失することも
考えられる。

カテゴリ

①開発部局等との調整結果に基づ
くものである。
②令和６年度実績39,289名を上回
る目標とした。

・開発部局や民間が行う開発に埋
蔵文化財包蔵地の有無を確認し、
必要に応じて発掘調査を実施す
る。
・発掘調査等により出土した資料
を精査・復元し、恒久的保存処理
を施したのち、一般公開する。
・文化財に関する情報を効果的に
発信し、周知に努める。

中長期

カテゴリ 昨年度からの要望に応じたもので
ある。新規事業

文化財の継承

文化財は次世代への確実な継承が
重要であるが、これを繋ぐには地
域社会全体としての取り組みが不
可欠である。これらを継承してい
くためにも市民と行政が一体と
なって取り組むことが必須であ
り、保護継承に必要な資金の確保
や連携強化体制作りも急務となっ
ている。

補助金交付件数　　計４件

【現状】 【中間】

本市には国指定壱岐神楽をはじめ
とする無形民俗文化財が各地に
残っており、これらは壱岐の伝統
行事として伝え残してきた貴重な
遺産である。
　しかしながら近年では過疎化や
少子高齢化が進み、地域における
行事の担い手不足により行われな
くなった伝統行事も少なくない。

・現在活動している無形民俗文化
財を恒久的に残すためにデジタル
データ化して記録保存する。
・活動団体や地域住民などの活動
を通じて伝承者の育成や伝統行事
の継続等行政としても積極的に関
わっていくため、法律や規則等の
範囲内において可能な限り補助し
ていく。
・有形文化財については、所有
（管理）者との情報共有を図り、
必要に応じて保護・保存を模索
し、補助していく。

【課題】 【年度末】

まずは文化財周知を行い、市民の
理解を得る必要がある。またやむ
なく現状変更を行う際は速やかに
調査を実施し、発見された貴重な
資料を適切に保存し、研究や展示
など効果的な活用が求められる。

①発掘調査　３か所
②原の辻ガイダンス及び遺跡公園

入場者数　延べ４万人

【課題】 【年度末】
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